
エネルギーの使用の合理化等に関する法律

省エネ法の概要

省エネ法の概要_表1_表4.indd   23 2018/12/26   14:10:43



省エネ政策の最新の動向
長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）では、年率１．７％の経済成長を前提に、２０１３年度を基準年として２０３０年度に
対策前比で原油換算５，０３０万kℓ程度の徹底した省エネを実現することとしていますが、産業・業務部門では大規模投資が進んでお
らず、エネルギー消費効率の改善が足踏み傾向にあります。また、運輸部門ではネット通販市場の成長に伴い、再配達を含めた小口
貨物輸送の効率化への対策が必要になります。
このような背景から、省エネ法を改正するなどにより、下記の措置を講じました。それに伴い税制や補助金等の支援措置も整備してお
り、規制と支援の両面から徹底した省エネを推進していきます。

      2018年省エネ法改正  
（2018年12月1日施行） 

　　・連携省エネルギー計画の認定制度の創設【p.１３】
複数事業者の連携による省エネ取組を「連携省エネルギー計画」として認定し、連携による省エ
ネ量を企業間で分配して報告することが可能です。

　　・認定管理統括事業者の認定制度の創設【p.１４，１５】
グループ企業の親会社等が認定管理統括事業者として認定を受けた場合には、子会社等と省エ
ネ法の義務の一体的な履行が可能です。

　　・荷主の定義の見直しと準荷主の位置づけ【p.１６,１７】
「荷主」の定義を、貨物の所有権を問わず、契約等で貨物の輸送方法等を決定する事業者とする
ことで、ネット小売事業者等を法律の規制対象に確実に位置づけ、省エネ取組を促します。

　　・中長期計画の提出頻度の軽減【p.１０】
工場・事業場及び運輸分野において、省エネ取組の優良事業者は中長期計画の提出頻度が軽
減されます。

      省エネ再エネ高度化投資促進税制  
（2018年4月1日施行） 【p.４１】

省エネ法の特定事業者等であって一定の要件を満たす事業者が、省エネ設備を新たに取得等して
事業の用に供した場合に、取得価額の３０％の特別償却又は７％の税額控除（税額控除は中小企
業等のみ）を措置します。

      工場等判断基準の改正  
（2018年4月1日施行） 【p.１１】

経営層を巻き込んだ大規模な省エネ投資を促進するため、エネルギー管理統括者等の経営層の責
務として、現場の省エネ取組の状況を把握し、次期の取組方針の案を取りまとめ、取締役会等の業
務執行を決定する機関へ報告すること等を工場等判断基準に位置づけました。

     産業トップランナー制度（ベンチマーク制度）の対象業種拡大
 （一部2017年4月1日施行、2018年4月1日施行） 【p.９】

２０１５年の「未来投資に向けた官民対話」における総理指示を受け、産業トップランナー制度（ベン
チマーク制度）を業務部門に拡大しました。２０１７年４月にホテル業、百貨店業、２０１８年４月に食料
品スーパー業、ショッピングセンター業、貸事務所業を対象業種として追加しました。
　　

     機器・建材トップランナー制度の対象機器拡大
（2017年3月1日施行） 【p.１８】

ショーケースが追加され、対象機器・建材は合わせて３２品目になりました。
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エネルギーの使⽤の合理化等に関する法律（省エネ法）の概要

エ
ネ
ル
ギ
ー
使
⽤
者
へ
の
直
接
規
制

使
⽤
者
へ
の
間
接
規
制

工場・事業場 運輸

工場等の設置者
・事業者の努⼒義務

貨物/旅客輸送事業者
・事業者の努⼒義務

荷主
・事業者の努⼒義務

努⼒義務の対象者

特定貨物／旅客輸送事業者
（保有⾞両トラック200台以上等）
・中⻑期計画の提出義務
・エネルギー使用状況等の
定期報告義務

特定荷主
（年間輸送量3,000万ﾄﾝｷﾛ以上）
・中⻑期計画の提出義務
・委託輸送に係るエネルギー
使用状況等の定期報告義務

報告義務等対象者

一般消費者への情報提供機械器具等

※建築物に関する規定は、２０１７年度より建築物省エネ法に移⾏

製造事業者等（⽣産量等が一定以上）
・⾃動⾞、家電製品や建材等32品目のエネルギー消費
効率の目標を設定し、製造事業者等に達成を求める

特定事業者等
（エネルギー使⽤量1,500kl/年以上）
・エネルギー管理者等の選任義務
・中⻑期計画の提出義務
・エネルギー使用状況等の定期報告義務

家電等の小売事業者やエネルギー小売事業者
・消費者への情報提供（努⼒義務）

 工場等の設置者、輸送事業者・荷主に対し、省エネ取組を実施する際の目安となるべき判断基準（設備管理
の基準やエネルギー消費効率改善の目標（年１％）等）を示すとともに、一定規模以上の事業者にはエネル
ギーの使用状況等を報告させ、取組が不⼗分な場合には指導・助⾔や合理化計画の作成指示等を⾏う。

 特定エネルギー消費機器等（⾃動⾞・家電製品等）の製造事業者等注）に対し、機器のエネルギー消費効率
の目標を示して達成を求めるとともに、効率向上が不⼗分な場合には勧告等を⾏う。注）⽣産量等が一定以上の者

「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（以下「省エネ法」という。）は、石油危機を契機として昭和５４年に制定された法律であり、

「内外におけるエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃料資源の有効な利用の確保に資するため、工場等、輸送、建築物及

び機械器具等についてのエネルギーの使用の合理化に関する所要の措置、電気の需要の平準化に関する所要の措置※その他エネル

ギーの使用の合理化等を総合的に進めるために必要な措置を講ずることとし、もって国民経済の健全な発展に寄与すること」を目的と

しています。

※ 電気の需要の平準化については、２０１３年改正時に導入。

省エネ法におけるエネルギーとは、以下に示す燃料、熱、電気を対象としています。

廃棄物からの回収エネルギーや風力、太陽光等の非化石エネルギーは対象となりません。

省エネ法がエネルギー使用者へ直接規制する事業分野としては、工場・事業場及び運輸分野があります。

工場等（工場又は事務所その他の事業場）の設置者や輸送事業者・荷主に対し、省エネ取組を実施する際の目安となるべき判断基準

を示すとともに、一定規模以上の事業者にはエネルギー使用状況等を報告させ、取組が不十分な場合には指導・助言や合理化計画の

作成指示等を行うこととしています。

また、エネルギー使用者への間接規制として、機械器具等（自動車、家電製品や建材等）の製造又は輸入事業者を対象とし、機械器具

等のエネルギー消費効率の目標を示して達成を求めるとともに、効率向上が不十分な場合には勧告等を行っています。

燃料

●原油及び揮発油（ガソリン）、重油、その他石油製品（ナフサ、灯油、軽油、石油アスファルト、

　石油コークス、石油ガス）

●可燃性天然ガス

●石炭及びコークス、その他石炭製品（コールタール、コークス炉ガス、高炉ガス、転炉ガス）

　であって、燃焼その他の用途（燃料電池による発電）に供するもの

電気

●上記に示す燃料を起源とする電気

　対象とならないもの ： 太陽光発電、風力発電、廃棄物発電など、上記燃料を起源としない

　　　　　　　　　　電気のみであることが特定できる場合の電気

熱

●上記に示す燃料を熱源とする熱（蒸気、温水、冷水等）

　対象とならないもの ： 太陽熱及び地熱など、上記の燃料を熱源としない熱のみであることが

　　　　　　　　　   特定できる場合の熱
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工場・事業場 運輸

工場等の設置者
・事業者の努⼒義務

貨物/旅客輸送事業者
・事業者の努⼒義務

荷主
・事業者の努⼒義務

努⼒義務の対象者

特定貨物／旅客輸送事業者
（保有⾞両トラック200台以上等）
・中⻑期計画の提出義務
・エネルギー使用状況等の
定期報告義務

特定荷主
（年間輸送量3,000万ﾄﾝｷﾛ以上）
・中⻑期計画の提出義務
・委託輸送に係るエネルギー
使用状況等の定期報告義務

報告義務等対象者

一般消費者への情報提供機械器具等

※建築物に関する規定は、平成29年度より建築物省エネ法に移⾏

製造事業者等（⽣産量等が一定以上）
・⾃動⾞、家電製品や建材等32品目のエネルギー消費
効率の目標を設定し、製造事業者等に達成を求める

特定事業者等
（エネルギー使⽤量1,500kℓ/年以上）
・エネルギー管理者等の選任義務
・中⻑期計画の提出義務
・エネルギー使用状況等の定期報告義務

家電等の小売事業者やエネルギー小売事業者
・消費者への情報提供（努⼒義務）

 工場等の設置者、輸送事業者・荷主に対し、省エネ取組を実施する際の目安となるべき判断基準（設備管理
の基準やエネルギー消費効率改善の目標（年１％）等）を示すとともに、一定規模以上の事業者にはエネル
ギーの使用状況等を報告させ、取組が不⼗分な場合には指導・助⾔や合理化計画の作成指示等を⾏う。

 特定エネルギー消費機器等（⾃動⾞・家電製品等）の製造事業者等注）に対し、機器のエネルギー消費効率
の目標を示して達成を求めるとともに、効率向上が不⼗分な場合には勧告等を⾏う。注）⽣産量等が一定以上の者
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改正省エネ法のポイント

●荷主の定義の見直しと準荷主の位置づけ

貨物の所有権あり　⇒　荷主○
貨物の所有権なし　⇒　荷主×

消費者

部品工場

荷主

輸送の方法等を決定
組立工場
到着日時等を指示

ネット小売

輸送の方法等を決定

：エネルギー管理統括者 ：エネルギー管理企画推進者 ：定期報告及び中長期計画

改正前

　省エネ法に基づく「事業者クラス分け評価制度」にお
いて、２年連続「Ｓ評価」となった特定事業者・特定連鎖
化事業者（その加盟者も含む。）が、省エネ法に基づき
提出した「中長期計画書」に記載した対象設備（高度省
エネルギー増進設備等）を導入する際に、税制優遇が受
けられる。

　改正後の省エネ法に基づき「連携省エネルギー
計画」の認定を受けた事業者が、当該計画の実施に
必要な設備（連携関連高度省エネルギー増進設備
等）を導入する際に、税制優遇が受けられる。

　省エネ法の特定事業者等であって一定の要件を満たす者が、省エネ設備を新たに取得等して事業の用に供した
場合に、取得価額の３０％の特別償却又は７％の税額控除（税額控除は中小企業等のみ）を措置する制度。

　工場等規制においては、直近過去２年度以上連続で事業者クラス分け評価制度においてＳ評価の場合、翌年
度以降、Ｓ評価を継続している限りにおいて、計画期間内*（5年が上限）は中長期計画の提出を免除する。 
※なお、中長期計画の提出頻度の軽減の条件を満たしている事業者であっても、「中長期計画」を提出することは可能。

・エネルギーの使用の状況等を企業単位で
報告するため、連携による省エネ取組を行っ
ても、効果が適切に評価されない。

改正後

・連携による省エネ量を企業間で分配して報告可能に。
・国は連携省エネ事例を収集し、公表していく。

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

＜工場・事業場規制の場合＞

例）計画期間中にＳ評価を継続した場合

定期報告書の評価

中長期計画 提出 提出 提出
（免除申請）

*提出免除の申請時の中長期計画で設定した計画期間が3年の場合

提出免除 免除

A S S S S S

改正後 改正後

改正前 改正後

改正前

定期報告・
中長期計画の

提出

全ての
特定事業者等が
報告・提出

親会社

管　理　関　係　事　業　者

子会社A 子会社B

認定管理統括事業者
が一体的に提出

※事業者クラス分け評価
も一体的に実施

認定管理統括事業者
においてのみ選任

エネルギー管
理統括者等の

選任

全ての特定事
業者等で選任

※エネルギー管理者及びエネルギー管理員は引き続き
エネルギー管理指定工場等ごとに選任することが必要

認定管理
統括事業者

不要に不要に

・荷主：貨物の所有者 ・荷主：契約等で輸送の方法等（日時、場所、輸送モード）
 を決定する者

・荷受け側：準荷主と位置づけ

・荷受け側：省エネ法上の位置づけなし
→ 貨物の所有権のないネット小売事業者等も省エネ法

の対象へ。
※貨物輸送事業者との契約がなく、輸送の方法等を決定していない
モール事業者等は対象外。

→ 貨物輸送の省エネへの協力を求める。（努力規定）

省エネ法上の位置づけなし
⇒ 準荷主

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）では、工場等の設置者や輸送事業者・荷主に対し、
省エネ取組を実施する際の目安となるべき判断基準を示し、一定規模以上の事業者にはエネルギーの使用の
状況等の報告を求めたり、必要に応じて指導等を実施しています。
　第196回通常国会において改正省エネ法（平成30年法律第45号）が成立し、2018年6月13日に公布さ
れました。
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3

省エネ法とは

省エネ再エネ高度化投資促進税制（2018年度新設）

1 3

●中長期計画の提出頻度の軽減4

●連携省エネルギー計画の認定（企業連携による省エネの促進）1 産業・業務・運輸部門

産業・業務・運輸部門●認定管理統括事業者の認定（グループ企業単位の省エネの促進）2

定期報告等の
義務を

一体的に担う

●大規模な省エネ投資の促進2●連携省エネ投資の促進1

統合・集約

D社

廃止

例2） 荷主間の物流拠点の共同化／共同輸配送

 例） 同一業界の事業者間の設備集約

C社

関東 関西

A社

B社

省エネ 省エネ

増エネ 省エネ

D社

C社

改正前の評価

省エネ量を分配

改正後の評価

全体で省エネ

全体で省エネ

大幅に省エネ 省エネ

少し省エネ 省エネ

改正前の評価

省エネ量を分配

改正後の評価中部
（中継地）

× ×
上工程 下工程

※中継地にて
荷物入替を実施

商品の購入

商品を
輸送

商品の
輸送を
委託

運輸部門

産業・業務・運輸部門
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事業者注１全体のエネルギー使用量（原油換算値）が合計して１，５００ｋℓ/年度以上である場合は、そのエネルギー使用量を国に届け出

て、特定事業者の指定を受ける必要があります。

フランチャイズチェーン事業等の本部とその加盟店との間の約款等の内容が、経済産業省令で定める条件に該当する場合は、その本

部が連鎖化事業者注２となり、加盟店を含む事業全体のエネルギー使用量（原油換算値）が合計して１，５００ｋℓ/年度以上の場合には、

その使用量を本部が国に届け出て、本部が特定連鎖化事業者の指定を受ける必要があります。

また、個別の工場や事業場等の単位でエネルギー使用量が１，５００ｋℓ/年度以上である場合は、各々がエネルギー指定管理工場等の

指定を受ける必要があります。

事業者・連鎖化事業者単位の年度間の
エネルギー使用量（原油換算値）

１，５００ｋℓ未満
１，５００ｋℓ以上

特定事業者又は特定連鎖化事業者に指定
※グループ企業の親会社等が認定管理統括事業者として認定を受けた場
合には、子会社等と省エネ法の義務の一体的な履行が可能（詳細はp.１４）

判断基準の遵守や
目標達成への努力義務（p.１１）

注１ ： 事業者の範囲
事業者の範囲は、法人格が基本となります。したがって、子会社、関連会社、協
力会社、特殊会社等はいずれも別法人であるため、別事業者として扱われます。

注２ ： 連鎖化事業者
定型的な約款による契約に基づき、特定の商標、商号その他の表示を使用さ
せ、商品の販売又は役務の提供に関する方法を指定し、かつ、継続的に経営に
関する指導を行う事業を行っており、次の（１）及び（２）の両方の事項を加盟店
との約款等※で満たしている事業者をいいます（エネルギーの使用の合理化等
に関する法律施行規則（以下「施行規則」という。）第３９条）。

（１）本部が加盟店に対し、加盟店のエネルギーの使用の状況に関する報告
をさせることができること。

（２）加盟店の設備に関し、以下のいずれかを指定していること。
　●空気調和設備の機種、性能又は使用方法
　●冷凍機器又は冷蔵機器の機種、性能又は使用方法
　●照明器具の機種、性能又は使用方法
　●調理用機器又は加熱用機器の機種、性能又は使用方法

※本部が定めた方針又は行動規範、マニュアル等を遵守するといった
定めが約款等に規定されている場合において、当該方針、行動規範
又はマニュアル等に（１）及び（２）の条件が規定されている場合につ
いても同様に連鎖化事業者として扱われます。

さらに工場・事業場単位で
年度間のエネルギー使用量が１，５００ｋℓ以上の場合

2 工場等に係る措置

12 - 規制の対象となる事業者

12 -

各工場・事業場を
第一種エネルギー指定管理工場等（３，０００ｋℓ～）

第二種エネルギー指定管理工場等（１，５００ｋℓ～３，０００ｋℓ）
に指定注３

◎◎株式会社

第一種エネルギー管理
指定工場等として指定

第二種エネルギー管理
指定工場等として指定

工場 事業場 事業場 事業場 営業所

１年度間の
エネルギー使用量
（原油換算値）

３，６００kℓ
≧３，０００kℓ

１，６００kℓ
≧１，５００kℓ

１，０００kℓ
< １，５００kℓ

５００kℓ
< １，５００kℓ

５０kℓ
< １，５００kℓ

特定事業者として指定

△△株式会社

事業場 事業場 営業所 営業所

合計使用量１，９００kℓ　≧　１，５００ kℓ

１，０００kℓ
< １，５００kℓ

６００kℓ
< １，５００kℓ

２００kℓ
< １，５００kℓ

１００kℓ
< １，５００kℓ

◇◇株式会社

９００kℓ

５００kℓ ５０kℓ

４０kℓ

５０kℓ ６０kℓ

１５０kℓ

本部

直営・冷凍倉庫 直営店Ｅ

加盟店Ｃ

加盟店A 加盟店B

加盟店D

合計使用量１，５６０kℓ　≧　１，５００ kℓ
特定連鎖化事業者としての指定

△△事業

○○事業

特定連鎖化事業者

フランチャイズ事業等の加盟店である
が、約款等においてエネルギー使用の
条件に関する事項として省令で定める
内容が記載されていない加盟店。

連鎖化事業としての
エネルギー使用量の算入の

対象外
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エネルギー管理指定工場等ごとの義務

事業者全体としての義務

年度間エネルギー使用量
（原油換算値 kℓ）

１，５００ kℓ／年度
未満

事業者の区分

１，５００ kℓ／年度以上

特定事業者、特定連鎖化事業者
又は認定管理統括事業者（管理関係事業者を含む）

エネルギー管理統括者及びエネルギー管理企画推進者

エネルギー使用状況届出書（指定時のみ）
エネルギー管理統括者等の選解任届出書（選解任時のみ）

定期報告書（毎年度）及び中長期計画書（原則毎年度）

事業者の目標

行政によるチェック

選任すべき者

事
業
者
の
義
務 

－

－

－

取り組むべき事項

提出すべき書類

判断基準に定めた措置の実践（管理標準の設定、省エネ措置の実施等）（P.１１）

指針に定めた措置の実践（燃料転換、稼動時間の変更等）（P.１２）

指導・助言、報告徴収・立入検査、合理化計画の作成指示への対応
（指示に従わない場合、公表・命令）等（P.１０）

中長期的にみて年平均１％以上のエネルギー消費原単位
又は電気需要平準化評価原単位の低減（P.１１）

指導・助言への対応

事業者全体のエネルギー使用量（原油換算値）が１，５００ｋℓ/年度以上であり、特定事業者又は特定連鎖化事業者に指定並びに認定

管理統括事業者に認定された事業者は、以下の義務、目標が課せられます。

また、エネルギー管理指定工場等に指定された工場・事業場等については、個別に下記の義務が課せられます。

①事業者の義務内容

22 - 事業者の義務

22 -

注３ ： 指定区分・事業者区分の名称
「エネルギー管理指定工場等ごとの義務」の表のうち、指定区分・事業者の区分に記載されている用語は、特定連鎖化事業者、認定管理統括事業者及び管理関係事業
者においては下表の通り読み替える。

特定事業者 第一種（第二種）エネルギー管理指定工場等 第一種（第二種）特定事業者 第一種指定事業者

特定連鎖化事業者 第一種（第二種）連鎖化エネルギー管理指定工場等 第一種（第二種）特定連鎖化事業者 第一種指定連鎖化事業者

認定管理統括事業者 第一種（第二種）管理統括エネルギー管理指定工場等 第一種（第二種）認定管理統括事業者 第一種指定管理統括事業者

管理関係事業者 第一種（第二種）管理関係エネルギー管理指定工場等 第一種（第二種）管理関係事業者 第一種指定管理関係事業者

－第二種特定事業者注３

全ての業種 全ての業種

定期報告書（指定表に記入が必要）

エネルギー管理者 エネルギー管理員 エネルギー管理員 －

年度間エネルギー使用量
（原油換算値 kℓ）

１，５００ kℓ／年度
未満

指定なし

１，５００ kℓ／年度以上
～３，０００ kℓ／年度未満

第二種
エネルギー管理指定工場等注３指定区分

３，０００ ｋℓ／年度以上

第一種
エネルギー管理指定工場等注３

製造業等５業種
（鉱業、製造業、電気供給業、

ガス供給業、熱供給業）
※事務所を除く

左記業種の事務所
左記以外の業種

（ホテル、病院、学校等）

第一種特定事業者注３

第一種指定事業者注３

提出すべき書類

選任すべき者

事業者の区分

業種

－
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特定事業者、特定連鎖化事業者及び認定管理統括事業者及び管理関係事業者★が提出すべき各種提出書類と提出期限をまとめる

と以下のとおりです。

様式名称

様式第１

様式第２

様式第５

様式第４

様式第７

様式第８

様式第９

事由が生じた日以降の
７月末日

事由が生じた日以降の
７月末日

５月末日

随時

随時

原則毎年度７月末日

毎年度７月末日

エネルギー使用状況
届出書

特定事業者
（特定連鎖化事業者）

指定取消申出書

エネルギー管理統括者
（企画推進者）
選任・解任届出書

第一種（第二種）
エネルギー管理指定工場等注３

指定取消申出書

エネルギー管理者
（管理員）

選任・解任届出書

中長期計画書

定期報告書

提出期限※摘要

事業者の前年度のエネルギー使用量が原油換算で１，５００kℓ
以上である場合に提出（既に指定されている事業者は提出不要）

エネルギー管理指定工場等が事業を行わなくなった場合
（廃止、移転、譲渡、分社等）、又は年度のエネルギー使
用量が３，０００kℓ（第一種）又は１，５００kℓ（第二種）未満と
なることが明らかである場合に提出

事業者全体の省エネ取組に関する計画をとりまとめて提出
省エネ取組が優良な事業者は、一定の条件を満たせば提出
が免除（詳細はp.１０）

事業者が事業を行わなくなった場合、又は年度のエネルギー
使用量が１，５００kℓ未満となることが明らかである場合に提出

エネルギー管理者（管理員）を選任・解任した場合、事業者が
とりまとめて提出（選任・解任数が多い場合一覧表を添付す
ることも可）

エネルギー管理統括者（企画推進者）を選任・解任した場合
に提出

事業者全体及びエネルギー管理指定工場等のエネルギー使
用量等の情報を記載し提出

上記の書類は、書面によるほか、省エネ法・温対法電子報告システム等を通じたオンライン申請等により提出することができます。
オンライン申請は、ＩＤ及びパスワードによる認証のみで行うことができ、以下の書類の事前提出が必要となります。可能な限りオン
ライン申請の活用を御検討ください。

※ 「行政機関の休日に関する法律」に基づき、提出期限が行政機関の休日にあたる場合、行政機関の休日の翌日を期限とみなします。
★は管理関係事業者も提出が必要な書類

●各種書類の提出方法

●提出書類及び提出期限

名称

受理後、ＩＤ・パスワードを付与電子情報処理組織使用届

電子情報処理組織使用変更届

電子情報処理組織使用廃止届

備考摘要

オンライン申請を利用しようとする場合（初回のみ）

使用届出書の内容のうち、「事業者名」又は「特定
事業者番号」等に変更が生じた場合

オンライン申請の利用を廃止しようとする場合

様式第４３

様式第４４

様式第４５

②提出書類及び提出期限一覧

22 -

★

★

各種様式はこちらからダウンロードできます。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/youshiki/index.html
省エネ法・温対法電子報告システムの利用方法はこちらをご覧ください。
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/system
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③各種届出等のフロー

国（経済産業局）事業者（工場・事業場）　

届
出・指
定・選
任
届

提
出

　事業者ごと（既に指定を受けている者を除く）
届出

提出

提出

毎年度５月末までに

原則毎年度７月末 日までに

毎年度７月末日までに

一定期間経過後

指定通知

弁明がある場合

事業者ごとに

事業者ごとに（エネルギー管理指定工場等ごとの
報告書は指定表に記入が必要）

弁明がない場合 手続不要

事業者全体　　　　　　１，５００ｋℓ／年度以上
連鎖化事業者　　　　 　１，５００ｋℓ／年度以上

（内訳として）工場・事業場　 第一種　３，０００ｋℓ／年度 以上
　　　　　　　　　　　　第二種　１，５００ｋℓ／年度 以上 ３，０００ｋℓ／年 度 未満

届け出るべき使用量の区分

エネルギー使用状況届出書

中長期計画書

定期報告書

受理

指定通知書弁明の機会の付与

受理個別対応弁明書

指定

受理

受理

特定事業者／特定連鎖化事業者
（第一種／第二種）エネルギー管理指定工場等注３

届出

選任後、最初の７月 末日までに

選任すべき事由が生じた日 以後遅滞無く選任
事業者ごとに

エネルギー管理統括者　選任届出書

エネルギー管理統括者の選任

受理

届出

選任後、最初の７月 末日までに

選任すべき事由が生じた日 から６ヶ月以内に選任
事業者ごとに

エネルギー管理企画推進者　選任届出書

エネルギー管理企画推進者の選任

受理

届出

選任後、最初の７月 末日までに

選任すべき事由が生じた日 から６ヶ月以内に選任
（第一種／第二種）エネルギー管理指定工場等注３ごとに

エネルギー管理者（員）　選任届出書

エネルギー管理者（員）の選任

受理

※認定管理統括事業者の場合にも上記フローに準ずる。

22 -
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注４ ： エネルギー管理士の免状を取得するためには、エネルギー管理士試験に合格するかエネルギー管理研修を修了することが必要です。
●エネルギー管理士免状の所有者をエネルギー管理士といい、エネルギー管理者等に選任することができます。
●エネルギー管理士免状は、以下のいずれかに該当する者が、免状交付申請を行うことにより交付を受けられます。　
　①指定試験機関が実施する「エネルギー管理士試験」に合格し、１年以上の実務経験がある者
　②実務経験３年以上の者で登録研修機関が実施する「エネルギー管理研修」を修了した者

注５ ： エネルギー管理講習の修了者は、エネルギー管理企画推進者、エネルギー管理員に選任することができます。
●指定講習機関が実施するエネルギー管理講習の修了者は、エネルギー管理企画推進者又はエネルギー管理員として選任することができます。
●エネルギー管理講習は、受講資格に制限がなく、誰でも受講できます。
●事業者は、エネルギー管理講習修了者の中からエネルギー管理企画推進者又はエネルギー管理員を選任している場合には、当該者に定期的＊に資質向上講習を受

講させなければなりません（＊講習を受けた日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して３年。ただし、講習を受けた日の属する年度の翌年度の開始の日から起算
して２年を超えた日以降に選任した場合は、選任した日の属する年度の翌年度）。

エネルギー管理統括者等の役割、選任・資格要件、選任時期

エネルギー管理統括者等の選任数

選任すべき者

選任すべき者

エネルギー管理統括者 特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者

エネルギー管理企画推進者 特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者

エネルギー管理者

エネルギー管理員
第一種指定事業者（第一種エネルギー管理指定工場等（製造５業種以外））

第二種特定事業者（第二種エネルギー管理指定工場等）

役割

事業者の区分 選任数

１人

１人

２人１０万kℓ／年度以上

１人１０万kℓ／年度未満

４人１０万kℓ／年度以上

３人５万kℓ／年度以上１０万kℓ／年度未満

２人２万kℓ／年度以上５万kℓ／年度未満

１人２万kℓ／年度未満

１人

１人

選任・資格要件

エネルギー管理士注４

選任時期

エネルギー
管理統括者

①経営的視点を踏まえた
　取組の推進
②中長期計画のとりまとめ
③現場管理に係る企画立案、
　実務の統制

事業経営の一環とし
て、事業者全体の鳥
瞰的なエネルギー管
理を行い得る者

（役員クラスを想定）

エネルギー管理士注４

又はエネルギー管理
講習修了者注５

エネルギー管理士注４

又はエネルギー管理
講習修了者注５

注3

注3

注3

注3

注3

選任すべき事由が
生じた日以後遅滞
なく選任

選任すべき事由が
生じた日から６ヶ月
以内に選任

①コークス製造業、電気供給業、
　ガス供給業、熱供給業の場合

②製造業（コークス製造業を除く）、
　鉱業の場合

エネルギー管理統括者を
実務面から補佐

事業者単位の
エネルギー管理

工場等単位の
エネルギー管理

エネルギー
管理企画推進者

エネルギー
管理者

エネルギー
管理員

－

－

（
第
一
種
指
定
事
業
者
を
除
く
）

第
一
種
特
定
事
業
者

（
第
一
種
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
指
定

工
場
等（
製
造
５
業
種
））

エネルギー管理統括者等は、一定の条件を満たす場合に限り、兼任、外部委託を認めています。　詳細については、以下のＵＲＬを御参照ください。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/summary/

④エネルギー管理統括者等の選任・資格要件及び選任数

22 -

注３

第一種エネルギー管理指定
工場等に係る現場管理

（第一種指定事業者を除く）
第一種エネルギー管理指定

工場等に係る現場管理
（第一種指定事業者の場合）

第二種エネルギー管理指定
工場等に係る現場管理

－

－
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8

特定事業者、特定連鎖化事業者及び認定管理統括事業者は、毎年度のエネルギーの使用の状況等について、翌年度7月末日までに
事業者の主たる事務所（通常は本社）の所在地を管轄する経済産業局及び当該事業者が設置している全ての工場等に係る事業の所
管省庁に「定期報告書」を提出しなければなりません。

■定期報告書では、エネルギー使用量、エネルギー消費原単位及び電気需要標準化評価原単位とそれらの推移、エネルギーを消費す
る設備の状況、判断基準の遵守状況等を報告します（ｐ．２１～ｐ．３６参照）。

■エネルギー使用量の算出に当たっては、燃料の使用量、他人から供給された熱及び電気の使用量が対象になり、これを原油換算㎘
で合算します。

■エネルギー消費原単位の算出に当たっては、エネルギー使用量から、外販したエネルギー量及び購入した未利用熱量を差し引いた値
をエネルギーの使用量と密接な関係を持つ値で除します。

■電気需要平準化評価原単位の算出に当たっては、電気需要平準化時間帯の買電量に評価係数α（=１．３）－１を乗じたものを、上記エネ
ルギー使用量に加え、外販したエネルギー量及び購入した未利用熱量を引き、エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値で除します。

Ａ＝エネルギー使用量（燃料の使用量、他人から供給された熱の使用量、他人から供給された電気の使用量）

Ｂ＝外販したエネルギー量　　Ｂ'＝購入した未利用熱量
Ｃ＝エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値
　　（例 ： 生産数量、売上高、建物床面積、入場者数、外来者数、ベッド数×稼働率　等）
※「Ａ」、「Ｂ」、「B'」は原油換算値kℓとして計算。

エネルギー消費原単位＝（Ａ－Ｂ－Ｂ’）／Ｃ

Ａ＝エネルギー使用量（燃料の使用量、他人から供給された熱の使用量、他人から供給された電気の使用量）

ａ＝電気需要平準化時間帯の買電量
評価係数α＝１．３
Ｂ＝外販したエネルギー量　　Ｂ'＝購入した未利用熱量
Ｃ＝エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値
　（例 ： 生産数量、売上高、建物床面積、入場者数、外来者数、ベッド数×稼働率　等）
※「Ａ」、「ａ」、「Ｂ」、「B'」は原油換算値ｋℓとして計算。

電気需要平準化評価原単位＝｛Ａ＋ａ×（評価係数α－１）－Ｂ－Ｂ’｝／C

「エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値（Ｃ）」の設定例
　 製造部門 非製造部門（業務部門）

生産量 延床面積

生産台数 従業員数

稼働時間 施設稼働率

生産金額 施設稼働時間

生産量×稼働時間 延床面積×設備稼働率

⑤定期報告書

22 -

定期報告書作成支援ツールはこちらをご覧ください。（誤記や記入漏れ防止機能付き）
http://www.enecho.meti.go.jp/notice/topics/003/#haedline21
省エネ法・温対法電子報告システムの利用方法はこちらをご覧ください。
https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/system
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産業トップランナー制度（ベンチマーク制度）の最新情報は下記URLをご覧ください。
http://www.enecho.meti.go.jp/notice/topics/００３/#haedline22

ベンチマークとは、特定の業種・分野について、当該業種等に属する事業者が、中長期的に達成すべき省エネ基準（ベンチマー
ク）です。省エネの状況が他社と比較して進んでいるか遅れているかを明確にし、進んでいる事業者を評価するとともに、遅れてい
る事業者には更なる努力を促すため、各業界で全体の約１～２割の事業者のみが満たす水準を、事業者が目指すべき水準として
設定しています。

事業区分

１A

１B

１C

２

３

５

６A

６B

７

４A

４B

高炉による製鉄業 ０．５３１kℓ／t以下

電炉による特殊鋼製造業 ０．３６kℓ／t以下

電炉による普通鋼製造業 ０．１４３kℓ／t以下

電力供給業
A：１．００以上
　かつ　
B：４４．３％以上

目指すべき水準ベンチマーク指標

粗鋼量当たりのエネルギー使用量

上工程の原単位（粗鋼量当たりのエネルギー使用量）と
下工程の原単位（圧延量当たりのエネルギー使用量）の和

上工程の原単位（粗鋼量当たりのエネルギー使用量）と
下工程の原単位（出荷量当たりのエネルギー使用量）の和

A：各発電方式（石炭・ガス・石油その他の燃料）の発電効率を発電効率の
目標値で除した値と各発電方式による発電量の比率と積の和

B：各発電方式（石炭・ガス・石油その他の燃料）の発電効率と各発電方式
による発電量の比率と積の和

セメント製造業 ３,７３９MJ／t以下

ソーダ工業

コンビニエンスストア業

３．２２GJ／t以下

８４５ＫＷｈ／百万円以下

板紙製造業 ４,９４４MJ／t以下

洋紙製造業 ６,６２６MJ／t以下

石油精製業 ０．８７６以下

石油化学系基礎製品製造業 １１．９GJ／t以下

電解工程の電解槽払出カセイソーダ重量当たりのエネルギー使用量と
濃縮工程の液体カセイソーダ重量当たりの蒸気使用熱量の和

当該事業を行っている店舗における電気使用量の合計量を当該店舗の売上
高（税抜）の合計量にて除した値

板紙製造工程の板紙生産量当たりのエネルギー使用量

洋紙製造工程の洋紙生産量当たりのエネルギー使用量

エチレン等製造設備におけるエチレン等の生産量当たりのエネルギー使用量

原料工程、焼成工程、仕上げ工程、出荷工程等それぞれの工程における生産
量（出荷量）当たりのエネルギー使用量の和

石油精製工程の標準エネルギー使用量（当該工程に含まれる装置ごとの
通油量に適切であると認められる係数を乗じた値の和）当たりのエネルギー
使用量

８

９

１０

１１

１２

ホテル業 ０．７２３以下

食料品スーパー業 ０．７９９以下

百貨店業 ０．７９２以下

ショッピングセンター業 ０．０３０５kℓ/㎡

当該事業を行っているホテルにおけるエネルギー使用量を①から⑦の合計量
にて除した値を、ホテルごとのエネルギー使用量により加重平均した値
①宿泊・共用部門の面積に２．２３８を乗じた値
②食堂・宴会場の面積に６．０６０を乗じた値
③屋内駐車場の面積に０．８３１を乗じた値
④収容人数に－４８．２４１を乗じた値
⑤従業員数に３２．７４５を乗じた値
⑥年間の宿泊客数に０．１５２を乗じた値
⑦年間の飲食・宴会利用客数に０．０３０を乗じた値

当該事業を行っている店舗におけるエネルギー使用量を①と②の合計量に
て除した値を、店舗ごとのエネルギー使用量により加重平均した値
①延床面積に０．０５３１を乗じた値
②売上高に０．０２５６を乗じた値

当該事業を行っている店舗におけるエネルギー使用量を①から③の合計量
にて除した値を、店舗ごとのエネルギー使用量により加重平均した値
①延床面積に２．５４３を乗じた値
②年間営業時間に０．６８４を乗じた値
③店舗に設置されている冷蔵用又は冷凍用のショーケースの外形寸法の
幅の合計に５．１３３を乗じた値

当該事業を行っている施設におけるエネルギー使用量を延床面積にて除し
た値を、施設ごとのエネルギー使用量により加重平均した値

貸事務所業 １６．３％以下
ビルのエネルギーを試算して省エネルギー対策適用時の削減効果を比較評
価するツールによって算出される、当該事業を行っている事業所におけるエネ
ルギーの削減余地を、事業所ごとのエネルギー使用量により加重平均した値

⑥産業トップランナー制度（ベンチマーク制度）

22 -
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 2015年度定期報告（2010年度〜2014年度の５年度間平均エネルギー消費原単位等）に基づくクラス
分けから本制度を開始。

 省エネ法の定期報告を提出する特定事業者等をＳ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階にクラス分けし、クラスに応じたメリハ
リのある対応を実施。

Ａクラス
一般的な事業者

Ｓクラス
省エネが優良な事業者

Ｂクラス
省エネが停滞している事業者

【水準】
Ｂクラスよりは省エネ水準は
高いが、Ｓクラスの水準には
達しない事業者

【対応】
特段なし。

【水準】
①努⼒目標達成
または、
②ベンチマーク目標達成

【対応】
優良事業者として、経産省
ＨＰで事業者名や連続達
成年数を表⽰。

【水準】
①努⼒目標未達成かつ直近
2年連続で原単位が対前
年度⽐増加

または、
②5年度間平均原単位が5％
超増加

【対応】
注意喚起文書を送付し、現
地調査等を重点的に実施。

【水準】
Ｂクラスの事業者の中で特に
判断基準遵守状況が不⼗分
【対応】
省エネ法第６条に基づく指導
を実施。

※1 努⼒目標︓５年度間平均エネルギー消費原単位を年１%以上低減すること。
※2 ベンチマーク目標︓ベンチマーク制度の対象業種・分野において設定された、事業者が中⻑期的に目指すべき水準。

※１

※２

※１

Ｃクラス
注意を要する事業者

1

１．事業者クラス分け評価制度（ＳＡＢＣ評価制度）①

特定事業者、特定連鎖化事業者及び認定管理統括事業者は、毎年度、判断基準に基づくエネルギー使用合理化の目標達成のための
中長期（３～５年）的な計画を作成し、毎年度７月末日までに事業者の主たる事務所（本社）所在地を管轄する経済産業局及び当該事
業者が設置している全ての工場等に係る事業の所管省庁に「中長期計画書（ｐ．２０参照）」を提出しなければなりません。
なお、省エネ取組の優良事業者については、中長期計画の提出頻度が軽減されます。具体的には、工場等規制においては、直近過去２
年度以上連続でＳ評価の場合、翌年度以降、最後に提出した中長期計画の計画期間内（５年が上限）は、Ｓ評価を継続している限りに
おいて、中長期計画の提出を免除します。
中長期計画の提出頻度の軽減の条件を満たしている事業者であっても、中長期計画を提出することは可能です。
特定荷主及び特定輸送事業者の場合は、直近過去２年度以上連続で「５年度間平均エネルギー消費原単位を年１％以上低減」を達
成している場合、免除が適用されます。

提出された定期報告書等の内容を確認し、事業者をＳ（優良事業者）・Ａ（一般事業者）・Ｂ（停滞事業者）へクラス分けします。Ｓク
ラスの事業者は、優良事業者として経済産業省のホームページで公表されます。
Bクラスの事業者については判断基準の遵守状況、エネルギー消費原単位、電気需要平準化評価原単位の推移等について確
認するため、「報告徴収」、「立入検査」、「工場等現地調査」が行われる場合があります。また、報告徴収、工場等現地調査、立入
検査の結果、判断基準遵守状況が不十分と判断された場合、Cクラス（要注意事業者）となり指導等が行われます。
エネルギーの使用の合理化の状況が判断基準に照らして著しく不十分であると認められた場合には「合理化計画の作成指示」が
行われます。

※３　  定期報告書による報告若しくは報告徴収に係る報告をせず、若しくは虚偽の報告をした場合、又は立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合
は、５０万円以下の罰金。命令に従わない場合は１００万円以下の罰金。

※４　  工場等現地調査とは、特定事業者を訪問してエネルギーの使用の合理化に関する状況等の調査・確認を行うことによりエネルギーの使用の合理
化の徹底を図るものです。調査は、資源エネルギー庁からの委託により実施されます。

行政によるチェック

指導等

立入検査※３

工場等現地調査※４

報告徴収※３Ｓクラスの
事業者公表

Ｂクラスへの
注意喚起文書

送付

提出された
定期報告書※３

等の内容確認

⑦事業者クラス分け評価制度

⑧中長期計画書

22 -

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

定期報告書の評価 A S S S S S

中⻑期計画書 提出 提出 提出
（免除申請）

免除 免除 提出

中⻑期計画の計画期間３年の場合
（2020年度〜2022年度）

p.１０

※１　努力目標：５年度間平均エネルギー消費原単位を年１%以上低減すること。
※２　ベンチマーク目標：ベンチマーク制度の対象業種・分野において設定された、事業者が中長期的に目指すべき水準。

合理化計画の
作成指示

判断基準に照らして
著しく不十分な場合

公表・命令※３

指示に
従わない

場合
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判断基準とは、エネルギーを使用し事業を行う全ての事業者が、エネルギーの使用の合理化を適切かつ有効に実施するために必要な
判断の基準となるべき事項を告示として公表したものです。
各事業者はこの判断基準に基づき、エネルギー消費設備ごとや省エネルギー分野ごとに、運転管理や計測・記録、保守・点検、新設
に当たっての措置のうち、該当するものについて管理標準を定め、これに基づきエネルギーの使用の合理化に努めなければなりませ
ん。
判断基準は基準部分と目標部分で構成されています。概要は以下のとおりです。

判断基準とは（工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準（平成２１年３月３１日経済産業省告示第６６号））

⑨事業者が遵守すべき判断基準

22 -

　詳細は『工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準（平成２１年経済産業省告示第６６号）』（下記URL）をご参照ください。
　http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/summary/
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保守及び点検 新設に当たっての措置

工場等における電気の需要の平準化に資する措置に関する事業者の指針

前段
●事業者が電気の需要の平準化に資する措置を実施するに当たり、特に重要かつ共通的な事項について規定

・電気需要平準化に資する措置とエネルギーの使用の合理化の関係 
・電気需要平準化時間帯 
・取組方針の策定及び時間帯別の電気使用量の把握並びに電気需要平準化評価原単位を指標とした電気需要平準化
に資する措置の実施 

・電気需要平準化に資する措置の実施に当たって留意すべき事項（エネルギーの使用の合理化を著しく妨げないこと、地
域の需給状況に応じて適切に対応すること、労働環境の悪化や従業員の負担の増加につながらないようにすること） 

１ 電気需要平準化時間帯における電
気の使用から燃料又は熱の使用へ
の転換

２ 電気需要平準化時間帯から電気需
要平準化時間帯以外の時間帯へ
の電気を消費する機械器具を使用
する時間の変更

３ その他事業者が取り組むべき電気
需要平準化に資する措置

１－１ 自家発電設備の活用
●以下の設備の設置や運用に関する事項を規定

（１）コージェネレーション設備　（２）発電専用設備

２－１ 電気を消費する機械器具の稼働時間の変更　
●以下の設備の設置や運用に関する事項を規定
（１）電気加熱設備、電動力応用設備等の産業用機械器具
（２）民生用機械器具

１－２ 空気調和設備等の熱源の変更
●以下の設備の設置や運用に関する事項を規定

（１）空気調和設備　（２）加熱設備

２－２ 蓄電池及び蓄熱システムの活用
●以下の設備の設置や運用に関する事項を規定

（１）蓄電池　（２）蓄熱システム

（２）電気需要平準化に資するサービスの活用

（１）エネルギーの使用の合理化に関する措置
①電気需要平準化時間帯におけるエネルギーの使用の
　合理化に関する措置の徹底
②電気の使用量の計測管理の徹底

工場等における電気の需要の平準化に資する措置に関する事業者の指針（以下「指針」という。）とは、電気を使用して事業を行う事
業者が、電気の需要の平準化に資する措置を適切かつ有効に実施するために取り組むべき措置を告示として公表したものです。
指針において、電気の需要の平準化を推進する必要があると認められる時間帯（電気需要平準化時間帯）を、７月１日から９月３０日及
び１２月１日から３月３１日までの８～２２時までと定めています。（全国一律）
各事業者はこの指針に基づき、電気需要平準化時間帯における電気の使用から燃料又は熱の使用への転換や電気需要平準化時間
帯から電気需要平準化時間帯以外の時間帯への電気を消費する機械器具を使用する時間の変更などの電気の需要の平準化に資す
る取組に努めなければなりません。

（工場等における電気の需要の平準化に資する措置に関する事業者の指針（平成２５年１２月２７日経済産業省告示第２７１号））

指針の構成

工場等における指針とは

⑩工場等における電気の需要の平準化に資する措置に関する事業者の指針

22 -

詳細は『工場等における電気の需要の平準化に資する措置に関する事業者の指針（平成２５年経済産業省告示第２７１号）』（下記URL）をご参照ください。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/summary/
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１．連携省エネルギー制度の概要

（２）制度活⽤の流れ

連携省エネルギー計画の作成

資源エネルギー庁又は経済産業局宛に申請書類を提出

経済産業⼤⾂又は経済産業局⻑から認定書の交付を受ける

連携省エネルギー計画の実⾏

毎年度の定期報告書で連携省エネルギー措置による省エネ効果を報告

※既に⾏っている連携省エネ取組についても、認定を受けることが可能です。
※計画を変更する場合は、変更の認定を受ける必要があります。ただし、名称や住所等の軽微な変更の場合は、変更の認定は不要です。

記⼊例はｐ.37を参照

連携省エネルギー計画の認定制度とは、複数の事業者が連携して省エネ取組（連携省エネルギー措置）を行う場合に、省エネ法
の定期報告書において連携による省エネ量を事業者間で分配して報告することができる制度です。制度を利用するためには、「連
携省エネルギー計画」を作成の上、経済産業大臣又は経済産業局長に提出し、認定を受ける必要があります。
また、連携省エネルギー措置の支援制度として、租税特別措置法に基づく、連携省エネルギー税制（詳細はp.４１）があります。

認定を受けるためには、連携省エネルギー計画が「連携省エネルギー計画の作成のための指針」に照らして適切なものでなければ
なりません。
作成指針は、適確な計画の作成のために検討する事項を規定したものです。認定審査では、例えば以下の事項を審査します。

制度の概要

制度活用の流れ

認定基準

改正省エネ法のポイント

●荷主の定義の見直しと準荷主の位置づけ

貨物の所有権あり　⇒　荷主○
貨物の所有権なし　⇒　荷主×

消費者

部品工場

荷主

輸送の方法等を決定
組立工場
到着日時等を指示

ネット小売

輸送の方法等を決定

：エネルギー管理統括者 ：エネルギー管理企画推進者 ：定期報告及び中長期計画

改正前

　省エネ法に基づく「事業者クラス分け評価制度」にお
いて、２年連続「Ｓ評価」となった特定事業者・特定連鎖
化事業者（その加盟者も含む。）が、省エネ法に基づき
提出した「中長期計画書」に記載した対象設備（高度省
エネルギー増進設備等）を導入する際に、税制優遇が受
けられる。

　改正後の省エネ法に基づき「連携省エネルギー
計画」の認定を受けた事業者が、当該計画の実施に
必要な設備（連携関連高度省エネルギー増進設備
等）を導入する際に、税制優遇が受けられる。

　省エネ法の特定事業者等であって一定の要件を満たす者が、省エネ設備を新たに取得等して事業の用に供した
場合に、取得価額の３０％の特別償却又は７％の税額控除（税額控除は中小企業等のみ）を措置する制度。

　工場等規制においては、直近過去２年度以上連続で事業者クラス分け評価制度においてＳ評価の場合、翌年
度以降、Ｓ評価を継続している限りにおいて、計画期間内*（5年が上限）は中長期計画の提出を免除する。 
※なお、中長期計画の提出頻度の軽減の条件を満たしている事業者であっても、「中長期計画」を提出することは可能。

・エネルギーの使用の状況等を企業単位で
報告するため、連携による省エネ取組を行っ
ても、効果が適切に評価されない。

改正後

・連携による省エネ量を企業間で分配して報告可能に。
・国は連携省エネ事例を収集し、公表していく。

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

＜工場・事業場規制の場合＞

例）計画期間中にＳ評価を継続した場合

定期報告書の評価

中長期計画 提出 提出 提出
（免除申請）

*提出免除の申請時の中長期計画で設定した計画期間が3年の場合

提出免除 免除

A S S S S S

改正後 改正後

改正前 改正後

改正前

定期報告・
中長期計画の

提出

全ての
特定事業者等が

報告・提出

親会社

管　理　関　係　事　業　者

子会社A 子会社B

認定管理統括事業者
が一体的に提出

※事業者クラス分け評価
も一体的に実施

認定管理統括事業者
においてのみ選任

エネルギー管
理統括者等の

選任

全ての特定事
業者等で選任

※エネルギー管理者及びエネルギー管理員は引き続き
エネルギー管理指定工場等ごとに選任することが必要

認定管理
統括事業者

不要に不要に

・荷主：貨物の所有者 ・荷主：契約等で輸送の方法等（日時、場所、輸送モード）

 を決定する者

・荷受け側：準荷主と位置づけ

・荷受け側：省エネ法上の位置づけなし
→ 貨物の所有権のないネット小売事業者等も省エネ法

の対象へ。
※貨物輸送事業者との契約がなく、輸送の方法等を決定していない

モール事業者等は対象外。

→ 貨物輸送の省エネへの協力を求める。（努力規定）

省エネ法上の位置づけなし
⇒ 準荷主

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）では、工場等の設置者や輸送事業者・荷主に対し、
省エネ取組を実施する際の目安となるべき判断基準を示し、一定規模以上の事業者にはエネルギーの使用の
状況等の報告を求めたり、必要に応じて指導等を実施しています。
　第196回通常国会において改正省エネ法（平成30年法律第45号）が成立し、2018年6月13日に公布さ
れました。

2

3

省エネ法とは

省エネ再エネ高度化投資促進税制（2018年度新設）

1 3

●中長期計画の提出頻度の軽減4

●連携省エネルギー計画の認定（企業連携による省エネの促進）1 産業・業務・運輸部門

産業・業務・運輸部門●認定管理統括事業者の認定（グループ企業単位の省エネの促進）2

定期報告等の
義務を

一体的に担う

●大規模な省エネ投資の促進2●連携省エネ投資の促進1

統合・集約

D社

廃止

例2） 荷主間の物流拠点の共同化／共同輸配送

 例） 同一業界の事業者間の設備集約

C社

関東 関西

A社

B社

省エネ 省エネ

増エネ 省エネ

D社

C社

改正前の評価

省エネ量を分配

改正後の評価

全体で省エネ

全体で省エネ

大幅に省エネ 省エネ

少し省エネ 省エネ

改正前の評価

省エネ量を分配

改正後の評価中部
（中継地）

× ×
上工程 下工程

※中継地にて
荷物入替を実施

商品の購入

商品を
輸送

商品の
輸送を
委託

運輸部門

産業・業務・運輸部門

制度を利用しない場合 制度を利用すると・・・

１．連携省エネルギー制度の概要

（３）認定基準

認定を受ける為には、連携省エネルギー計画が「連携省エネルギー計画の作成のための
指針」（以下、作成指針という）に照らして適切なものでなければなりません。
作成指針は、適確な計画の作成のために検討する事項を規定したものです。認定審査では、
例えば以下の事項を審査します。

【省エネ目標】
• 連携省エネルギー措置に係るエネルギー消費原単位が改善するか。

【計画の内容】
• 連携省エネルギー計画に参加する全ての事業者が、連携省エネルギー措置の目標の達成直接的に貢献しているか。
• 連携省エネルギー措置の実施によって連携省エネルギー措置の目標が達成されるか。

【実施期間】
• 実施期間中、継続的に連携省エネルギー措置が実施されるものであるか。

【省エネの配分⽅法】
• 省エネの分配⽅法が、連携省エネルギー措置を⾏う事業者それぞれの貢献等の実態に即しているものとなっているか。

【計画の実現性】
• 必要資⾦の調達に⼗分な⾒通しがついているか。

（４）関連法令

 エネルギーの使⽤の合理化等に関する法律（昭和５４年６⽉２２⽇法律第４９号）
第４６条〜第５０条、第●●条

 エネルギーの使⽤の合理化等に関する法律施⾏規則（昭和５４年９⽉２９⽇通商産業省令第７４
号）
第●●条〜第●●条

 連携省エネルギー計画の作成のための指針（平成３０年経済産業省告⽰第●●号）

 租税特別措置法●●に関する件（平成３０年経済産業省告⽰第●●号）
第２項、第３項

32 - 連携省エネルギー計画の認定制度

詳細は『連携省エネルギー計画申請の手引き』（下記URL）をご参照ください。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/

32 -

・ エネルギーの使用の状況等を企業単位で報告する
ため、連携による省エネ取組を行っても、効果が適
切に評価されない。

・連携による省エネ量を企業間で分配して報告可能に。

１カ⽉程度

※既に⾏っている連携省エネ取組についても、認定を受けることが可能です。
※計画を変更する場合は、変更の認定を受ける必要があります。ただし、名称や住所等の軽微な変更の場合は、
変更の認定は不要です。

１．連携省エネルギー制度の概要

（２）制度活⽤の流れ

連携省エネルギー計画書の作成

資源エネルギー庁又は経済産業局宛に申請書類を提出

経済産業⼤⾂又は経済産業局⻑から認定書の交付を受ける

連携省エネルギー計画の実⾏

毎年度の定期報告書で連携省エネルギー措置による省エネ効果を報告

※既に⾏っている連携省エネ取組についても、認定を受けることが可能です。
※計画を変更する場合は、変更の認定を受ける必要があります。ただし、名称や住所等の軽微な変更の場合は、変更の認定は不要です。

記⼊例はｐ.37を参照
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「共同省エネルギー事業」とは、事業者が他の者と共同でエネルギー使用の合理化を検討し実行することです。この事業の要件は
「他の者のエネルギーの使用の合理化の推進に寄与すること」及び「我が国全体のエネルギーの使用の合理化に資すること」に
該当することです。

グループ企業の親会社等が、グループの一体的な省エネ取組を統括管理する者として認定を受けた場合、子会社等も含めて当
該親会社等（認定管理統括事業者）による定期報告の提出等の義務の一体的な履行を認めます。

「共同省エネルギー事業」に該当した場合、事業者は定期報告書にその取組状況に係る書類を添付の上、報告することができま
す。また、定量化が可能な場合には、中立的な第三者の認証を受けた場合に限り、共同省エネルギー量についても報告することが
できます。

事業者が共同省エネルギー量を報告した際、当該事業者が自らの省エネルギー努力を十分に行っているにもかかわらず、エネル
ギー消費原単位が年平均１％以上低減できていなかったとしても、報告年度においてエネルギー消費原単位を年平均１％以上
低減する際に必要となるエネルギー削減量見合い以上の共同省エネルギー量を報告する場合は、その状況を国として勘案・評価
します。
J－クレジット制度及び国内クレジット制度により認証を受けたクレジット（省エネルギー分野のものに限る。）は、共同省エネルギー
事業として定期報告書で報告することができます。
また、電気・ガスの供給事業者であってエネルギー種別の小売契約件数が３０万件を超える事業者は、一般消費者に対する省エ
ネ情報提供の実施状況を公表するよう努めなければならないこととされています。
そこで、公表努力義務の対象事業者であって、特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者については、①情報提
供の状況、②情報提供の実施状況に関する公表の状況、③エネルギーの使用の合理化の取組状況を表す指標を共同省エネル
ギー事業として定期報告書で報告することができます。

共同省エネルギー事業について

共同省エネルギー事業の報告

共同省エネルギー量 当該事業が実施されなかった場合の
エネルギー使用量

当該事業が実施された場合の
エネルギー使用量

改正省エネ法のポイント

●荷主の定義の見直しと準荷主の位置づけ

貨物の所有権あり　⇒　荷主○
貨物の所有権なし　⇒　荷主×

消費者

部品工場

荷主

輸送の方法等を決定
組立工場
到着日時等を指示

ネット小売

輸送の方法等を決定

：エネルギー管理統括者 ：エネルギー管理企画推進者 ：定期報告及び中長期計画

改正前

　省エネ法に基づく「事業者クラス分け評価制度」にお
いて、２年連続「Ｓ評価」となった特定事業者・特定連鎖
化事業者（その加盟者も含む。）が、省エネ法に基づき
提出した「中長期計画書」に記載した対象設備（高度省
エネルギー増進設備等）を導入する際に、税制優遇が受
けられる。

　改正後の省エネ法に基づき「連携省エネルギー
計画」の認定を受けた事業者が、当該計画の実施に
必要な設備（連携関連高度省エネルギー増進設備
等）を導入する際に、税制優遇が受けられる。

　省エネ法の特定事業者等であって一定の要件を満たす者が、省エネ設備を新たに取得等して事業の用に供した
場合に、取得価額の３０％の特別償却又は７％の税額控除（税額控除は中小企業等のみ）を措置する制度。

　工場等規制においては、直近過去２年度以上連続で事業者クラス分け評価制度においてＳ評価の場合、翌年
度以降、Ｓ評価を継続している限りにおいて、計画期間内*（5年が上限）は中長期計画の提出を免除する。 
※なお、中長期計画の提出頻度の軽減の条件を満たしている事業者であっても、「中長期計画」を提出することは可能。

・エネルギーの使用の状況等を企業単位で
報告するため、連携による省エネ取組を行っ
ても、効果が適切に評価されない。

改正後

・連携による省エネ量を企業間で分配して報告可能に。
・国は連携省エネ事例を収集し、公表していく。

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

＜工場・事業場規制の場合＞

例）計画期間中にＳ評価を継続した場合

定期報告書の評価

中長期計画 提出 提出 提出
（免除申請）

*提出免除の申請時の中長期計画で設定した計画期間が3年の場合

提出免除 免除

A S S S S S

改正後 改正後

改正前 改正後

改正前

定期報告・
中長期計画の

提出

全ての
特定事業者等が
報告・提出

親会社

管　理　関　係　事　業　者

子会社A 子会社B

認定管理統括事業者
が一体的に提出

※事業者クラス分け評価
も一体的に実施

認定管理統括事業者
においてのみ選任

エネルギー管
理統括者等の

選任

全ての特定事
業者等で選任

※エネルギー管理者及びエネルギー管理員は引き続き
エネルギー管理指定工場等ごとに選任することが必要

認定管理
統括事業者

不要に不要に

・荷主：貨物の所有者 ・荷主：契約等で輸送の方法等（日時、場所、輸送モード）
 を決定する者

・荷受け側：準荷主と位置づけ

・荷受け側：省エネ法上の位置づけなし
→ 貨物の所有権のないネット小売事業者等も省エネ法

の対象へ。
※貨物輸送事業者との契約がなく、輸送の方法等を決定していない
モール事業者等は対象外。

→ 貨物輸送の省エネへの協力を求める。（努力規定）

省エネ法上の位置づけなし
⇒ 準荷主

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）では、工場等の設置者や輸送事業者・荷主に対し、
省エネ取組を実施する際の目安となるべき判断基準を示し、一定規模以上の事業者にはエネルギーの使用の
状況等の報告を求めたり、必要に応じて指導等を実施しています。
　第196回通常国会において改正省エネ法（平成30年法律第45号）が成立し、2018年6月13日に公布さ
れました。

2

3

省エネ法とは

省エネ再エネ高度化投資促進税制（2018年度新設）

1 3

●中長期計画の提出頻度の軽減4

●連携省エネルギー計画の認定（企業連携による省エネの促進）1 産業・業務・運輸部門

産業・業務・運輸部門●認定管理統括事業者の認定（グループ企業単位の省エネの促進）2

定期報告等の
義務を

一体的に担う

●大規模な省エネ投資の促進2●連携省エネ投資の促進1

統合・集約

D社

廃止

例2） 荷主間の物流拠点の共同化／共同輸配送

 例） 同一業界の事業者間の設備集約

C社

関東 関西

A社

B社

省エネ 省エネ

増エネ 省エネ

D社

C社

改正前の評価

省エネ量を分配

改正後の評価

全体で省エネ

全体で省エネ

大幅に省エネ 省エネ

少し省エネ 省エネ

改正前の評価

省エネ量を分配

改正後の評価中部
（中継地）

× ×
上工程 下工程

※中継地にて
荷物入替を実施

商品の購入

商品を
輸送

商品の
輸送を
委託

運輸部門

産業・業務・運輸部門

42 - 共同省エネルギー事業

52 - 認定管理統括事業者の認定制度

認定要件 具体的な基準

一定の資本関係等（密接性） 「子会社」、「関連会社」及び「これらの会社と同等の関係を有する法人等」といった密接関係者であること

エネルギー管理の一体性
以下の内容をすべて含む書面化された「取決め」があること
① ⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化の取組⽅針
② ⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化を⾏うための体制
③ ⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化に関するエネルギー管理の⼿法

エネルギー使⽤量 前年度のエネルギー使⽤量の合計が１,５００kℓ以上

●認定要件

※詳細は以下URLをご参照ください。
http://・・・・・・

●制度活⽤の流れ

42 -

省エネに資する情報提供状況の公表努⼒義務の対象範囲について

Ａ事業者 Ｂ事業者 Ｃ事業者

対象

30万件超エネルギー種別
小売契約件数条件

情報提供状況の
公表努⼒義務

30万件以下

対象外

エネルギー供給
事業者条件 「エネルギー供給事業者」

指針５項目の
情報提供努⼒義務 対象外

対象外

「発電のみ⾏う事業者」
又は

「ガス製造のみ⾏う事業者」

対象

省エネに資する情報提供状況の公表努⼒義務の対象範囲について

Ａ事業者 Ｂ事業者 Ｃ事業者

対象

30万件超エネルギー種別
小売契約件数条件

情報提供状況の
公表努⼒義務

30万件以下

対象外

エネルギー供給
事業者条件 「エネルギー供給事業者」

指針５項目の
情報提供努⼒義務 対象外

対象外

「発電のみ⾏う事業者」
又は

「ガス製造のみ⾏う事業者」

対象

省エネ法の概要_表2-p18.indd   14 2018/12/26   14:12



15

特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者（以下「特定事業者等」という。）は、登録調査機関に確認調査申請書を
提出し認定を受ければ、定期報告書の提出等が免除されます。
❶特定事業者等は、登録調査機関に確認申請を行います。
❷申請を受けた登録調査機関は、定期報告と同等の事項を、書類検査及び立入検査により、有料で確認調査します。
❸確認調査の結果、省エネの取組が判断基準に照らして十分である（適合）と認めるときは、その旨の書面を交付し、主務大臣（経済

産業大臣と事業所管大臣）に対して確認調査の結果を報告します。
❹書面を交付された特定事業者等については、その年度内に限り、定期報告書の提出や合理化計画の作成指示に関する規定等の

適用が免除されます。

62 - 登録調査機関による確認調査制度

認定要件 具体的な基準

一定の資本関係等（密接性） 「子会社」、「関連会社」及び「これらの会社と同等の関係を有する法人等」といった密接関係者であること

エネルギー管理の一体性
以下の内容をすべて含む書面化された「取決め」があること
① ⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化の取組⽅針
② ⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化を⾏うための体制
③ ⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化に関するエネルギー管理の⼿法

エネルギー使⽤量 前年度のエネルギー使⽤量の合計が１,５００kℓ以上

●認定要件

※詳細は以下URLをご参照ください。
http://・・・・・・

●制度活⽤の流れ

62 -

●制度活用の流れ

●認定要件

親会社
（特定事業者）

「認定管理統括事業者に係る
認定申請書」の提出

連名で申請

認定管理統括事業者に
「認定書」を交付

子会社A
（特定事業者）

関連会社B
（特定事業者）

経済産業局

❶確認調査の申請

❷書類検査・立入検査

❸確認調査を行った工場が
判断基準に適合していた
場合、主務大臣へ調査結
果を報告

登録調査機関

主務大臣

❹確認調査を受けた工場が判
断基準に適合していた場合、
定期報告書の提出、合理化
計画の作成等の規定をその
年度内に限って免除

特定事業者等

２０１９年１月現在７機関が登録されています。詳細は、以下のURLを御参照ください。 
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/004/002/

詳細は『認定管理統括事業者制度について』（下記URL）をご参照ください。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/

省エネ法の概要_表2-p18.indd   15 2018/12/27   9:51



16

輸送に係る措置には、輸送事業者に係る措置と荷主に係る措置とがあります。

輸送事業者とは、貨物又は旅客の輸送を業として、エネルギーを使用して事業を行う者をいいます。

荷主とは、自らの事業に関して自らの貨物を継続して貨物輸送事業者に輸送させる者をいいます。

❶　特定輸送事業者　

　　国土交通大臣が、自らの事業活動に伴って、他人又は自らの貨物を輸送している者及び旅客を輸送している者のうち、輸送区分ご

とに保有する輸送能力が、一定基準以上（鉄道３００両、トラック２００台、バス２００台、タクシー３５０台、船舶２万総トン（総船腹

量）、航空９,０００トン（総最大離陸重量））である者を特定輸送事業者として指定します。

❷　輸送能力の届出　

　　貨物又は旅客の輸送区分ごとの前年度末日の輸送能力が、一定基準以上であった輸送事業者は、翌年度４月末日までに、所管

地域の地方運輸局長あてに「輸送能力届出書」を提出してください。この場合、特定輸送事業者（貨物、旅客、航空）として指定さ

れ、以下の特別な義務がかかります。

❸　義務内容

　　①中長期計画の作成（原則年１回、国土交通大臣に提出）

　　　※省エネ取組が優良な事業者は、一定の条件を満たせば提出が免除されます。（詳細はp.１０）

　　②定期の報告（年１回、国土交通大臣に提出）

　　③認定管理統括貨客輸送事業者の認定申請（任意の制度）

　　④貨客輸送連携省エネルギー計画の認定申請（任意の制度）

❹　行政によるチェック

　　・特定輸送事業者は、提出された定期報告書等の内容に基づき、判断基準の遵守状況、エネルギー消費原単位の推移等につい

て確認するため、「報告徴収」、「立入検査」等が行われる場合があります。

　　・エネルギーの使用の合理化の状況が判断基準に照らして著しく不十分であると認められた場合には「勧告」、「公表」、「命令」等

が行われることがあります。

輸送事業者に係る措置

荷主に係る措置

3

3 輸送に係る措置

3 4

省エネ法における荷主に係る措置について

省エネ法における荷主制度の背景
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下「省エネ法」という。）では、工場・事業場、建築物、
機械器具それぞれの分野に加えて、輸送についてもエネルギーの使用の合理化に係る措置を定めてい
ます。このうち貨物分野においては、貨物輸送事業者に発注する立場、すなわち直接エネルギーを使
用する主体でない“荷主”に対しても、省エネルギー計画の策定、エネルギー使用量等の報告等の取
り組みを求めることとしています。
これは、モーダルシフトによる鉄道や船舶の利用、共同輸配送等の取り組みが、荷主による主体的な
関与があって初めて可能となるものであり、貨物輸送事業者と荷主との連携を促すことが省エネル
ギー対策を推進するうえで有効と判断し、荷主に対しても世界に先駆けて省エネルギーの取り組みを
求めることとしたものです。
本誌では、荷主企業として省エネ法上求められていることを紹介します。

荷主の定義 
（荷主の定義）
第百五条
この款おいて「荷主」とは、次に掲げる者をいう。
一　自らの事業（貨物輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸送事業
者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てについてその
輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

二　自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当該他
の事業者との契約その他の取決めにより当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定している者とし
て経済産業省令で定める要件に該当するもの

（準荷主の定義）
第百六条（抜粋）
「準荷主」とは、自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。）に関して、貨物輸送事業者が輸送する貨物を
継続して受け取り、又は引き渡す者（荷主を除く。）であって、当該貨物の受取又は引渡しを行う日時
その他の経済産業省令で定める事項についての指示を行うことができるものをいう。

●貨物輸送事業者との契約等により貨物を輸送させている事業者が荷主となる。
　ただし、 他の事業者により実質的に貨物の輸送方法等が決定されている場合は除く。

改正法第百五条第一号で定められた荷主について（一号荷主）

自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸
送事業者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てに
ついてその輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

呼　称 条　　　文根拠法

一号荷主 第百五条
第一号

荷送側が
荷主となる場合

荷受側が
荷主となる場合

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

●貨物輸送事業者との契約等がなくとも、貨物輸送事業者に貨物を輸送させている事業者との契約
等において、当該貨物の輸送方法等を実質的に決定している事業者は荷主となる。

改正法第百五条第二号で定められた荷主について（二号荷主）

自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当
該他の事業者との契約その他の取決め※により当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定して
いる者として経済産業省令で定める要件に該当するもの

呼　称 条　　　文根拠法

二号荷主 第百五条
第二号

「輸送の方法等を実質的に決定している」とはどういうことか？

発注元事業者

貨物の輸送方法等を実質的に
決定しているため、荷主となる

貨物輸送事業者と契約しているが、
貨物の輸送方法等は実質的に

発注元事業者により決定されており、
荷主とはならない　

仲介事業者

事業者（準荷主※）または消費者

準荷主※準荷主※

貨物輸送事業者

貨物の輸送方法等の要素として、
①輸送モード（一定の料金内での輸送を指示した場合も、その料金内で利用可能な輸送手段を決定
しているものと考える。）
②受取日時、③受取場所、④引渡日時、⑤引渡場所
等が考えられるが、これらのうち①～③のすべてを決める場合を指す。

「契約その他の取決め」とは何か？
契約（貨物輸送契約、包括輸送契約、業務委託契約）の他にも、
・指示書
・約款
・口約束
等が考えられる。

この荷物を
・この輸送方法で
　（この金額で）
・いつまでに
・どこに
輸送してください

■荷主の定義

3 4

省エネ法における荷主に係る措置について

省エネ法における荷主制度の背景
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下「省エネ法」という。）では、工場・事業場、建築物、
機械器具それぞれの分野に加えて、輸送についてもエネルギーの使用の合理化に係る措置を定めてい
ます。このうち貨物分野においては、貨物輸送事業者に発注する立場、すなわち直接エネルギーを使
用する主体でない“荷主”に対しても、省エネルギー計画の策定、エネルギー使用量等の報告等の取
り組みを求めることとしています。
これは、モーダルシフトによる鉄道や船舶の利用、共同輸配送等の取り組みが、荷主による主体的な
関与があって初めて可能となるものであり、貨物輸送事業者と荷主との連携を促すことが省エネル
ギー対策を推進するうえで有効と判断し、荷主に対しても世界に先駆けて省エネルギーの取り組みを
求めることとしたものです。
本誌では、荷主企業として省エネ法上求められていることを紹介します。

荷主の定義 
（荷主の定義）
第百五条
この款おいて「荷主」とは、次に掲げる者をいう。
一　自らの事業（貨物輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸送事業
者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てについてその
輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

二　自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当該他
の事業者との契約その他の取決めにより当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定している者とし
て経済産業省令で定める要件に該当するもの

（準荷主の定義）
第百六条（抜粋）
「準荷主」とは、自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。）に関して、貨物輸送事業者が輸送する貨物を
継続して受け取り、又は引き渡す者（荷主を除く。）であって、当該貨物の受取又は引渡しを行う日時
その他の経済産業省令で定める事項についての指示を行うことができるものをいう。

●貨物輸送事業者との契約等により貨物を輸送させている事業者が荷主となる。
　ただし、 他の事業者により実質的に貨物の輸送方法等が決定されている場合は除く。

改正法第百五条第一号で定められた荷主について（一号荷主）

自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸
送事業者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てに
ついてその輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

呼　称 条　　　文根拠法

一号荷主 第百五条
第一号

荷送側が
荷主となる場合

荷受側が
荷主となる場合

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

●貨物輸送事業者との契約等がなくとも、貨物輸送事業者に貨物を輸送させている事業者との契約
等において、当該貨物の輸送方法等を実質的に決定している事業者は荷主となる。

改正法第百五条第二号で定められた荷主について（二号荷主）

自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当
該他の事業者との契約その他の取決め※により当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定して
いる者として経済産業省令で定める要件に該当するもの

呼　称 条　　　文根拠法

二号荷主 第百五条
第二号

「輸送の方法等を実質的に決定している」とはどういうことか？

発注元事業者

貨物の輸送方法等を実質的に
決定しているため、荷主となる

貨物輸送事業者と契約しているが、
貨物の輸送方法等は実質的に

発注元事業者により決定されており、
荷主とはならない　

仲介事業者

事業者（準荷主※）または消費者

準荷主※準荷主※

貨物輸送事業者

貨物の輸送方法等の要素として、
①輸送モード（一定の料金内での輸送を指示した場合も、その料金内で利用可能な輸送手段を決定
しているものと考える。）
②受取日時、③受取場所、④引渡日時、⑤引渡場所
等が考えられるが、これらのうち①～③のすべてを決める場合を指す。

「契約その他の取決め」とは何か？
契約（貨物輸送契約、包括輸送契約、業務委託契約）の他にも、
・指示書
・約款
・口約束
等が考えられる。

この荷物を
・この輸送方法で
　（この金額で）
・いつまでに
・どこに
輸送してください

3 4

省エネ法における荷主に係る措置について

省エネ法における荷主制度の背景
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下「省エネ法」という。）では、工場・事業場、建築物、
機械器具それぞれの分野に加えて、輸送についてもエネルギーの使用の合理化に係る措置を定めてい
ます。このうち貨物分野においては、貨物輸送事業者に発注する立場、すなわち直接エネルギーを使
用する主体でない“荷主”に対しても、省エネルギー計画の策定、エネルギー使用量等の報告等の取
り組みを求めることとしています。
これは、モーダルシフトによる鉄道や船舶の利用、共同輸配送等の取り組みが、荷主による主体的な
関与があって初めて可能となるものであり、貨物輸送事業者と荷主との連携を促すことが省エネル
ギー対策を推進するうえで有効と判断し、荷主に対しても世界に先駆けて省エネルギーの取り組みを
求めることとしたものです。
本誌では、荷主企業として省エネ法上求められていることを紹介します。

荷主の定義 
（荷主の定義）
第百五条
この款おいて「荷主」とは、次に掲げる者をいう。
一　自らの事業（貨物輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸送事業
者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てについてその
輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

二　自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当該他
の事業者との契約その他の取決めにより当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定している者とし
て経済産業省令で定める要件に該当するもの

（準荷主の定義）
第百六条（抜粋）
「準荷主」とは、自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。）に関して、貨物輸送事業者が輸送する貨物を
継続して受け取り、又は引き渡す者（荷主を除く。）であって、当該貨物の受取又は引渡しを行う日時
その他の経済産業省令で定める事項についての指示を行うことができるものをいう。

●貨物輸送事業者との契約等により貨物を輸送させている事業者が荷主となる。
　ただし、 他の事業者により実質的に貨物の輸送方法等が決定されている場合は除く。

改正法第百五条第一号で定められた荷主について（一号荷主）

自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸
送事業者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てに
ついてその輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

呼　称 条　　　文根拠法

一号荷主 第百五条
第一号

荷送側が
荷主となる場合

荷受側が
荷主となる場合

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

●貨物輸送事業者との契約等がなくとも、貨物輸送事業者に貨物を輸送させている事業者との契約
等において、当該貨物の輸送方法等を実質的に決定している事業者は荷主となる。

改正法第百五条第二号で定められた荷主について（二号荷主）

自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当
該他の事業者との契約その他の取決め※により当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定して
いる者として経済産業省令で定める要件に該当するもの

呼　称 条　　　文根拠法

二号荷主 第百五条
第二号

「輸送の方法等を実質的に決定している」とはどういうことか？

発注元事業者

貨物の輸送方法等を実質的に
決定しているため、荷主となる

貨物輸送事業者と契約しているが、
貨物の輸送方法等は実質的に

発注元事業者により決定されており、
荷主とはならない　

仲介事業者

事業者（準荷主※）または消費者

準荷主※準荷主※

貨物輸送事業者

貨物の輸送方法等の要素として、
①輸送モード（一定の料金内での輸送を指示した場合も、その料金内で利用可能な輸送手段を決定
しているものと考える。）
②受取日時、③受取場所、④引渡日時、⑤引渡場所
等が考えられるが、これらのうち①～③のすべてを決める場合を指す。

「契約その他の取決め」とは何か？
契約（貨物輸送契約、包括輸送契約、業務委託契約）の他にも、
・指示書
・約款
・口約束
等が考えられる。

この荷物を
・この輸送方法で
　（この金額で）
・いつまでに
・どこに
輸送してください
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※準荷主とは、自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。）に関して、貨物輸送事業者が輸送する貨物を継続して受け取り、又は引き渡す者（荷主を除く）
であって、当該貨物の受取又は引き渡しを行う日時等についての指示ができるもの。

準荷主が行うべきことについては、『準荷主ガイドライン』（以下URL）をご参照ください。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/ninushi/pdf/junninushi.pdf

❶　特定荷主　

　　経済産業大臣が、自らの事業に関して自らの貨物を継続して貨物輸送事業者に輸送させる者のうち、年度間の自らの貨物の輸送量

（トンキロ）の合計が、３，０００万トンキロ以上である者を特定荷主として指定します。

❷　貨物輸送量の届出　

　　年度間の貨物輸送量が、３，０００万トンキロ以上となった場合は、翌年度４月末日までに、事業者の主たる事務所（本社）所在地を

管轄する経済産業局長あてに「貨物の輸送量届出書」を提出してください。この場合、特定荷主として指定されます。

❸　義務内容

　　①中長期計画の作成（原則年１回、主務大臣（経済産業大臣＋事業所管大臣）に提出）

　　　※省エネ取組が優良な事業者は、一定の条件を満たせば提出が免除されます。（詳細はp.１０）

　　②定期の報告（年１回、主務大臣（経済産業大臣＋事業所管大臣）に提出）

　　③認定管理統括荷主の認定申請（任意の制度）

　　④荷主連携省エネルギー計画の認定申請（任意の制度）

❹　行政によるチェック

　　・特定荷主は、提出された定期報告書等の内容に基づき、判断基準の遵守状況、エネルギー消費原単位の推移等について確認す

るため、「報告徴収」、「立入検査」等が行われる場合があります。

　　・エネルギーの使用の合理化の状況が判断基準に照らして著しく不十分であると認められた場合には「勧告」、「公表」、「命令」等

が行われることがあります。

輸送に係る措置の詳細については、以下のＵＲＬを御参照ください。
経済産業省： http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/ninushi/
国土交通省： http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000002.html
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3 4

省エネ法における荷主に係る措置について

省エネ法における荷主制度の背景
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下「省エネ法」という。）では、工場・事業場、建築物、
機械器具それぞれの分野に加えて、輸送についてもエネルギーの使用の合理化に係る措置を定めてい
ます。このうち貨物分野においては、貨物輸送事業者に発注する立場、すなわち直接エネルギーを使
用する主体でない“荷主”に対しても、省エネルギー計画の策定、エネルギー使用量等の報告等の取
り組みを求めることとしています。
これは、モーダルシフトによる鉄道や船舶の利用、共同輸配送等の取り組みが、荷主による主体的な
関与があって初めて可能となるものであり、貨物輸送事業者と荷主との連携を促すことが省エネル
ギー対策を推進するうえで有効と判断し、荷主に対しても世界に先駆けて省エネルギーの取り組みを
求めることとしたものです。
本誌では、荷主企業として省エネ法上求められていることを紹介します。

荷主の定義 
（荷主の定義）
第百五条
この款おいて「荷主」とは、次に掲げる者をいう。
一　自らの事業（貨物輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸送事業

者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てについてその
輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

二　自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当該他
の事業者との契約その他の取決めにより当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定している者とし
て経済産業省令で定める要件に該当するもの

（準荷主の定義）
第百六条（抜粋）

「準荷主」とは、自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。）に関して、貨物輸送事業者が輸送する貨物を
継続して受け取り、又は引き渡す者（荷主を除く。）であって、当該貨物の受取又は引渡しを行う日時
その他の経済産業省令で定める事項についての指示を行うことができるものをいう。

●貨物輸送事業者との契約等により貨物を輸送させている事業者が荷主となる。
　ただし、 他の事業者により実質的に貨物の輸送方法等が決定されている場合は除く。

改正法第百五条第一号で定められた荷主について（一号荷主）

自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸
送事業者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てに
ついてその輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

呼　称 条　　　文根拠法

一号荷主 第百五条
第一号

荷送側が
荷主となる場合

荷受側が
荷主となる場合

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

●貨物輸送事業者との契約等がなくとも、貨物輸送事業者に貨物を輸送させている事業者との契約
等において、当該貨物の輸送方法等を実質的に決定している事業者は荷主となる。

改正法第百五条第二号で定められた荷主について（二号荷主）

自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当
該他の事業者との契約その他の取決め※により当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定して
いる者として経済産業省令で定める要件に該当するもの

呼　称 条　　　文根拠法

二号荷主 第百五条
第二号

「輸送の方法等を実質的に決定している」とはどういうことか？

発注元事業者

貨物の輸送方法等を実質的に
決定しているため、荷主となる

貨物輸送事業者と契約しているが、
貨物の輸送方法等は実質的に

発注元事業者により決定されており、
荷主とはならない　

仲介事業者

事業者（準荷主※）または消費者

準荷主※準荷主※

貨物輸送事業者

貨物の輸送方法等の要素として、
①輸送モード（一定の料金内での輸送を指示した場合も、その料金内で利用可能な輸送手段を決定

しているものと考える。）
②受取日時、③受取場所、④引渡日時、⑤引渡場所
等が考えられるが、これらのうち①～③のすべてを決める場合を指す。

「契約その他の取決め」とは何か？
契約（貨物輸送契約、包括輸送契約、業務委託契約）の他にも、
・指示書
・約款
・口約束
等が考えられる。

この荷物を
・この輸送方法で
　（この金額で）
・いつまでに
・どこに
輸送してください

3 4

省エネ法における荷主に係る措置について

省エネ法における荷主制度の背景
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下「省エネ法」という。）では、工場・事業場、建築物、
機械器具それぞれの分野に加えて、輸送についてもエネルギーの使用の合理化に係る措置を定めてい
ます。このうち貨物分野においては、貨物輸送事業者に発注する立場、すなわち直接エネルギーを使
用する主体でない“荷主”に対しても、省エネルギー計画の策定、エネルギー使用量等の報告等の取
り組みを求めることとしています。
これは、モーダルシフトによる鉄道や船舶の利用、共同輸配送等の取り組みが、荷主による主体的な
関与があって初めて可能となるものであり、貨物輸送事業者と荷主との連携を促すことが省エネル
ギー対策を推進するうえで有効と判断し、荷主に対しても世界に先駆けて省エネルギーの取り組みを
求めることとしたものです。
本誌では、荷主企業として省エネ法上求められていることを紹介します。

荷主の定義 
（荷主の定義）
第百五条
この款おいて「荷主」とは、次に掲げる者をいう。
一　自らの事業（貨物輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸送事業

者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てについてその
輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

二　自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当該他
の事業者との契約その他の取決めにより当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定している者とし
て経済産業省令で定める要件に該当するもの

（準荷主の定義）
第百六条（抜粋）

「準荷主」とは、自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。）に関して、貨物輸送事業者が輸送する貨物を
継続して受け取り、又は引き渡す者（荷主を除く。）であって、当該貨物の受取又は引渡しを行う日時
その他の経済産業省令で定める事項についての指示を行うことができるものをいう。

●貨物輸送事業者との契約等により貨物を輸送させている事業者が荷主となる。
　ただし、 他の事業者により実質的に貨物の輸送方法等が決定されている場合は除く。

改正法第百五条第一号で定められた荷主について（一号荷主）

自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸
送事業者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てに
ついてその輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

呼　称 条　　　文根拠法

一号荷主 第百五条
第一号

荷送側が
荷主となる場合

荷受側が
荷主となる場合

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

●貨物輸送事業者との契約等がなくとも、貨物輸送事業者に貨物を輸送させている事業者との契約
等において、当該貨物の輸送方法等を実質的に決定している事業者は荷主となる。

改正法第百五条第二号で定められた荷主について（二号荷主）

自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当
該他の事業者との契約その他の取決め※により当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定して
いる者として経済産業省令で定める要件に該当するもの

呼　称 条　　　文根拠法

二号荷主 第百五条
第二号

「輸送の方法等を実質的に決定している」とはどういうことか？

発注元事業者

貨物の輸送方法等を実質的に
決定しているため、荷主となる

貨物輸送事業者と契約しているが、
貨物の輸送方法等は実質的に

発注元事業者により決定されており、
荷主とはならない　

仲介事業者

事業者（準荷主※）または消費者

準荷主※準荷主※

貨物輸送事業者

貨物の輸送方法等の要素として、
①輸送モード（一定の料金内での輸送を指示した場合も、その料金内で利用可能な輸送手段を決定

しているものと考える。）
②受取日時、③受取場所、④引渡日時、⑤引渡場所
等が考えられるが、これらのうち①～③のすべてを決める場合を指す。

「契約その他の取決め」とは何か？
契約（貨物輸送契約、包括輸送契約、業務委託契約）の他にも、
・指示書
・約款
・口約束
等が考えられる。

この荷物を
・この輸送方法で
　（この金額で）
・いつまでに
・どこに
輸送してください

3 4

省エネ法における荷主に係る措置について

省エネ法における荷主制度の背景
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下「省エネ法」という。）では、工場・事業場、建築物、
機械器具それぞれの分野に加えて、輸送についてもエネルギーの使用の合理化に係る措置を定めてい
ます。このうち貨物分野においては、貨物輸送事業者に発注する立場、すなわち直接エネルギーを使
用する主体でない“荷主”に対しても、省エネルギー計画の策定、エネルギー使用量等の報告等の取
り組みを求めることとしています。
これは、モーダルシフトによる鉄道や船舶の利用、共同輸配送等の取り組みが、荷主による主体的な
関与があって初めて可能となるものであり、貨物輸送事業者と荷主との連携を促すことが省エネル
ギー対策を推進するうえで有効と判断し、荷主に対しても世界に先駆けて省エネルギーの取り組みを
求めることとしたものです。
本誌では、荷主企業として省エネ法上求められていることを紹介します。

荷主の定義 
（荷主の定義）
第百五条
この款おいて「荷主」とは、次に掲げる者をいう。
一　自らの事業（貨物輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸送事業

者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てについてその
輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

二　自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当該他
の事業者との契約その他の取決めにより当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定している者とし
て経済産業省令で定める要件に該当するもの

（準荷主の定義）
第百六条（抜粋）

「準荷主」とは、自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。）に関して、貨物輸送事業者が輸送する貨物を
継続して受け取り、又は引き渡す者（荷主を除く。）であって、当該貨物の受取又は引渡しを行う日時
その他の経済産業省令で定める事項についての指示を行うことができるものをいう。

●貨物輸送事業者との契約等により貨物を輸送させている事業者が荷主となる。
　ただし、 他の事業者により実質的に貨物の輸送方法等が決定されている場合は除く。

改正法第百五条第一号で定められた荷主について（一号荷主）

自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸
送事業者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てに
ついてその輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

呼　称 条　　　文根拠法

一号荷主 第百五条
第一号

荷送側が
荷主となる場合

荷受側が
荷主となる場合

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

●貨物輸送事業者との契約等がなくとも、貨物輸送事業者に貨物を輸送させている事業者との契約
等において、当該貨物の輸送方法等を実質的に決定している事業者は荷主となる。

改正法第百五条第二号で定められた荷主について（二号荷主）

自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当
該他の事業者との契約その他の取決め※により当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定して
いる者として経済産業省令で定める要件に該当するもの

呼　称 条　　　文根拠法

二号荷主 第百五条
第二号

「輸送の方法等を実質的に決定している」とはどういうことか？

発注元事業者

貨物の輸送方法等を実質的に
決定しているため、荷主となる

貨物輸送事業者と契約しているが、
貨物の輸送方法等は実質的に

発注元事業者により決定されており、
荷主とはならない　

仲介事業者

事業者（準荷主※）または消費者

準荷主※準荷主※

貨物輸送事業者

貨物の輸送方法等の要素として、
①輸送モード（一定の料金内での輸送を指示した場合も、その料金内で利用可能な輸送手段を決定

しているものと考える。）
②受取日時、③受取場所、④引渡日時、⑤引渡場所
等が考えられるが、これらのうち①～③のすべてを決める場合を指す。

「契約その他の取決め」とは何か？
契約（貨物輸送契約、包括輸送契約、業務委託契約）の他にも、
・指示書
・約款
・口約束
等が考えられる。

この荷物を
・この輸送方法で
　（この金額で）
・いつまでに
・どこに
輸送してください

3 4

省エネ法における荷主に係る措置について

省エネ法における荷主制度の背景
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（以下「省エネ法」という。）では、工場・事業場、建築物、
機械器具それぞれの分野に加えて、輸送についてもエネルギーの使用の合理化に係る措置を定めてい
ます。このうち貨物分野においては、貨物輸送事業者に発注する立場、すなわち直接エネルギーを使
用する主体でない“荷主”に対しても、省エネルギー計画の策定、エネルギー使用量等の報告等の取
り組みを求めることとしています。
これは、モーダルシフトによる鉄道や船舶の利用、共同輸配送等の取り組みが、荷主による主体的な
関与があって初めて可能となるものであり、貨物輸送事業者と荷主との連携を促すことが省エネル
ギー対策を推進するうえで有効と判断し、荷主に対しても世界に先駆けて省エネルギーの取り組みを
求めることとしたものです。
本誌では、荷主企業として省エネ法上求められていることを紹介します。

荷主の定義 
（荷主の定義）
第百五条
この款おいて「荷主」とは、次に掲げる者をいう。
一　自らの事業（貨物輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸送事業

者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てについてその
輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

二　自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当該他
の事業者との契約その他の取決めにより当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定している者とし
て経済産業省令で定める要件に該当するもの

（準荷主の定義）
第百六条（抜粋）

「準荷主」とは、自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。）に関して、貨物輸送事業者が輸送する貨物を
継続して受け取り、又は引き渡す者（荷主を除く。）であって、当該貨物の受取又は引渡しを行う日時
その他の経済産業省令で定める事項についての指示を行うことができるものをいう。

●貨物輸送事業者との契約等により貨物を輸送させている事業者が荷主となる。
　ただし、 他の事業者により実質的に貨物の輸送方法等が決定されている場合は除く。

改正法第百五条第一号で定められた荷主について（一号荷主）

自らの事業（貨物の輸送の事業を除く。次号において同じ。）に関して貨物を継続して貨物輸
送事業者に輸送させる者（当該者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送の全てに
ついてその輸送の方法等が同号に掲げる者により実質的に決定されている場合を除く。）

呼　称 条　　　文根拠法

一号荷主 第百五条
第一号

荷送側が
荷主となる場合

荷受側が
荷主となる場合

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

荷送側

荷主

貨物輸送事業者 荷受側

貨物の輸送
契約等

●貨物輸送事業者との契約等がなくとも、貨物輸送事業者に貨物を輸送させている事業者との契約
等において、当該貨物の輸送方法等を実質的に決定している事業者は荷主となる。

改正法第百五条第二号で定められた荷主について（二号荷主）

自らの事業に関して他の事業者が継続して貨物輸送事業者に行わせる貨物の輸送について当
該他の事業者との契約その他の取決め※により当該貨物の輸送の方法等を実質的に決定して
いる者として経済産業省令で定める要件に該当するもの

呼　称 条　　　文根拠法

二号荷主 第百五条
第二号

「輸送の方法等を実質的に決定している」とはどういうことか？

発注元事業者

貨物の輸送方法等を実質的に
決定しているため、荷主となる

貨物輸送事業者と契約しているが、
貨物の輸送方法等は実質的に

発注元事業者により決定されており、
荷主とはならない　

仲介事業者

事業者（準荷主※）または消費者

準荷主※準荷主※

貨物輸送事業者

貨物の輸送方法等の要素として、
①輸送モード（一定の料金内での輸送を指示した場合も、その料金内で利用可能な輸送手段を決定

しているものと考える。）
②受取日時、③受取場所、④引渡日時、⑤引渡場所
等が考えられるが、これらのうち①～③のすべてを決める場合を指す。

「契約その他の取決め」とは何か？
契約（貨物輸送契約、包括輸送契約、業務委託契約）の他にも、
・指示書
・約款
・口約束
等が考えられる。

この荷物を
・この輸送方法で
　（この金額で）
・いつまでに
・どこに
輸送してください
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小売り事業者を対象とする表示制度の例
本ラベル内容が何年度のものかを表⽰

ノンフロン電気冷蔵庫はノンフロンマークを表⽰

多段階評価
市場における製品の省エネ性能の⾼い順に５つ星から１つ星で表⽰

省エネラベル（省エネラベリング制度）

年間の目安電気料⾦
エネルギー消費効率をわかりやすく表⽰するために、年間の目安電気料⾦で表⽰
※電気料⾦目安単価を１kWhあたり２７円（税込み）として算出

統一省エネラベル（電気冷蔵庫）

製造・輸入事業者への表示義務の例

形名、区分名、消費電力等
をカタログ等に表示

機械器具等（自動車、家電製品や建材等）に係る措置として、『トップランナー制度』による省エネ基準を導入しています。

トップランナー制度では、対象となる機器や建材の製造事業者や輸入事業者に対し、エネルギー消費効率の目標を示して達成を促すと

ともに、エネルギー消費効率の表示を求めています。

目標となる省エネ基準（トップランナー基準）は、現在商品化されている製品のうち、エネルギー消費効率が最も優れているもの（トップラ

ンナー）の性能に加え、技術開発の将来の見通し等を勘案して定めています。

エネルギー消費機器等に係る措置

１ 乗用自動車

８ 貨物自動車

５ 複写機

３ 照明器具（蛍光灯器具・
電球形蛍光ランプ）

７ 磁気ディスク装置

２ エアコンディショナー

１５ 石油温水機器

１６ 電気便座

２２ ３０※ルーティング機器

２４ ３２※複合機

２３ ３１※スイッチング機器

６ 電子計算機

４ テレビジョン受信機 １２ ストーブ

１０ 電気冷蔵庫

１４ ガス温水機器

９ ビデオテープレコーダー

１３ ガス調理機器

１１ 電気冷凍庫 １９ ジャー炊飯器

１７ 自動販売機

２１ ＤＶＤレコーダー

２０ 電子レンジ

１８ 変圧器 ２６ ヒートポンプ給湯器

２８

２９

電球形ＬＥＤランプ

ショーケース

断熱材

サッシ

複層ガラス

２７ 三相誘導電動機

２５ プリンター

※３０～３２は、建材トップランナー制度注６対象品目

4

4 機械器具等に係る措置

■小売り事業者を対象とする表示制度の例

■製造・輸入事業者への表示義務の例

小売り事業者を対象とする表示制度の例

本ラベル内容が何年度のものかを表示

ノンフロン電気冷蔵庫はノンフロンマークを表示

多段階評価
市場における製品の省エネ性能の高い順に５つ星から１つ星で表示

省エネラベル（省エネラベリング制度）

年間の目安電気料金
エネルギー消費効率をわかりやすく表示するために、年間の目安電気料金で表示
※電気料金目安単価を１kWhあたり２７円（税込み）として算出

統一省エネラベル（電気冷蔵庫）

製造・輸入事業者への表示義務の例

形名、区分名、消費電力等
をカタログ等に表示

注６ ： 準建材トップランナー制度
２０１７年に、建材トップランナー制度に準じた「準建材トップランナー制度」を導入し、「吹付け硬質ウレタンフォーム（断熱材）」がその対象となりました。
それに伴い、吹付け硬質ウレタンフォーム原液の製造等を行う者及び施工を行う者の判断基準となるべき事項等が定められたガイドラインが公表されました（下記URL）。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/summary/pdf/top_runner/urethane.pdf
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5

エネルギー使用状況届出書　記入例 エネルギー管理統括者選任届出書　記入例

■事業者全体（企業単位）としてのエネルギー使用量（原油
換算値）の合計が１，５００ｋℓ／年度以上であった場合に
は、その結果を翌年度５月末日までに、本社の所在地を管
轄する経済産業局に「エネルギー使用状況届出書」を提出
してください。

■個別の工場や事業場等、事業所単位で１，５００ｋℓ／年度
以上のエネルギー使用量（原油換算値）であった場合に
は、該当する工場等の名称、所在地、事業の名称及びエネ
ルギー使用量を記載してください。

■特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者
の指定を受けた場合は、「エネルギー管理統括者」及び「エネ
ルギー管理企画推進者」をそれぞれ１名選任し、本社の所在
地を管轄する経済産業局に「エネルギー管理統括者／エネ
ルギー管理企画推進者選任届出書」を提出してください。

※「エネルギー管理統括者」については、指定後、遅滞無く選任。
※「エネルギー管理企画推進者」については、指定後、６ヶ月以内に選任。
※提出期限は、選解任のあった日以降の最初の７月末日。
※エネルギー管理講習受講者であってエネルギー管理企画推進者ないし管理

員に選任される者の選任日は、講習受講日以降とすること。

様式第１（第５条又は第４０条関係） 様式第４（第１２条又は第１５条関係）

備考 １　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２　文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。
３　届出書冒頭の※印を付した欄には記入しないこと。
４　事業者のエネルギー使用量は、設置しているすべての工場等におけるエネル

ギー使用量の合計値を記入すること。また、連鎖化事業者にあっては、その設
置しているすべての工場等及び当該連鎖化事業者が行う連鎖化事業者の加
盟者が設置している当該連鎖化事業に係るすべての工場等におけるエネル
ギー使用量の合計値を記入すること。

５　エネルギー使用量を算出する際、別表第２に規定する換算係数に代えて、当該
熱を発生させるために使用された燃料の発熱量を算定する上で適切と認められ
るものを使用した場合は、当該係数の根拠となる資料を添付すること。

６　エネルギーの使用の合理化等に関する法律第１８条第１項に定める連鎖化事
業者の欄は、該当する又は該当しないのいずれかを○で囲むこと。

７　「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、当該工場等において行われる事
業について、日本標準産業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入
すること。

８　２．エネルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等の一覧の記入
欄が足りない場合には、別紙に一覧を作成の上、添付すること。

９　既に特定事業者に指定されている者が特定連鎖化事業者の指定を受けようと
する場合又は既に特定連鎖化事業者に指定されている者が特定事業者の指
定を受けようとする場合は、その旨及び特定事業者番号又は特定連鎖化事業
者番号を備考欄に記載すること。

備考 １　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２　文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。
３　届出書冒頭の※印を付した欄には記入しないこと。
４　括弧書きになっている題名については、届け出ようとする者の職名を○で囲むこ

と。
５　２. エネルギー管理統括者の氏名等及び３. エネルギー管理企画推進者の氏

名等の記入欄が足りない場合には、別紙に一覧を作成の上、添付すること。 

様式第１（第５条又は第 40 条関係） 
 
 ※受理年月日   
 ※処理年月日   

 
 

エネルギー使用状況届出書 
  
○○経済産業局長 殿 

 
                                  ２０○○年 ○月 ○日 

                                              
住 所 東京都○○○○ 
法人名 株式会社□△○工業 
法人番号 ○○○○○○○○○○○○○ 
代表者の役職名 代表取締役社長 
代表者の氏名 経済 太郎       印  

 
 
 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律第７条第３項又は第１８条第２項の規定に基づき、次

のとおり届け出ます。 
 
１．事業者に関する事項 

 
事業者の名称 株式会社□△○工業 

 

 
主たる事務所の所在地 

〒１○○-○○○○ 
 東京都○○○○ 

 

 
主たる事業 製鋼・製鋼圧延業 

 

 
細分類番号 ２ ２ ２ １ 

  

 エネルギーの使用量 
（２０１８年度） ２０，９１９  原油換算 kl

 

 エネルギーの使用の合理化

等に関する法律第１８条第

１項に定める連鎖化事業者 

 

該当する       該当しない 

 

 
 
２．エネルギーの使用量がエネルギーの使用の合理化等に関する法律施行令第６条に定める数値以

上の工場等の一覧 

工場等の名称 工場等の所在地 
細分類番号 エネルギーの使用量

（原油換算 kl） 事業の名称 

高岡工場 

〒933-○○○○ 

 富山県○○○○ 

２ ２ ２ １ 

１１，０３８ 
製鋼・製鋼圧延業 

仙台工場 

〒981-○○○○ 

 宮城県○○○○ 

２ ２ ２ １ 

７，９０５ 
製鋼・製鋼圧延業 

本社 

〒1○○-○○○○ 

 東京都○○○○ 

２ ２ ０ ０ 

１，８５４ 
主として管理事務を行う本社等

 

 
３．作成担当者連絡先 

所 在 地 
〒１○○-○○○○ 
 東京都○○○○ 

事 業 所 名  株式会社□△○工業 
所 属 部 課  エネルギー環境技術部 次長 
氏 名  省エネ 三郎 
電 話  ××-××××-×××× 
F A X  ××-××××-×××× 
メ ー ル ア ド レ ス  ××××××＠××××× 

 

備 考 
 

 
 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。  
２ 文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。  
３ 届出書冒頭の※印を付した欄には記入しないこと。  
４ 事業者のエネルギー使用量は、設置しているすべての工場等におけるエネルギー使用

量の合計値を記入すること。また、連鎖化事業者にあっては、その設置しているすべ
ての工場等及び当該連鎖化事業者が行う連鎖化事業者の加盟者が設置している当該
連鎖化事業に係るすべての工場等におけるエネルギー使用量の合計値を記入するこ
と。 

５ エネルギー使用量を算出する際、別表第２に規定する換算係数に代えて、当該熱を発
生させるために使用された燃料の発熱量を算定する上で適切と認められるものを使
用した場合は、当該係数の根拠となる資料を添付すること。  

６ エネルギーの使用の合理化等に関する法律第１８条第１項に定める連鎖化事業者の
欄は、該当する又は該当しないのいずれかを○で囲むこと。  

７ 「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、当該工場等において行われる事業につい
て、日本標準産業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。  

 
 

 
３. エネルギー管理企画推進者の氏名等 

選任の年月日 年 月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日

解任の年月日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日

職   名     

氏   名     

生年月日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日

エネルギー管理士 
免状番号又は 
講習修了番号 

    

選任又は解任の 
理由     

 
４．作成担当者連絡先 

所 在 地 
〒１○○-○○○○ 
 東京都○○○○ 

事 業 所 名  株式会社□△○工業 
所 属 部 課  エネルギー環境技術部 次長 
氏 名  省エネ 三郎 
電 話  ××-××××-×××× 
F A X  ××-××××-×××× 
メ ー ル ア ド レ ス  ××××××＠××××× 

 

備 考  

 
 

 
備考  １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

２ 文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。 
３ 届出書冒頭の※印を付した欄には記入しないこと。 
４ 括弧書きになっている題名については、届け出ようとする者の職名を○で囲むこと。 
５ ２. エネルギー管理統括者の氏名等及び３. エネルギー管理企画推進者の氏名等の記入欄が 

     足りない場合には、別紙に一覧を作成の上、添付すること。  

 
 

様式第４（第 12 条又は第 15 条関係） 

 
 ※受理年月日   
 ※処理年月日   

エネルギー管理統括者 
エネルギー管理企画推進者 選任・解任届出書 

 
 ○○経済産業局長 殿 
                                  ２０○○年 ○月 ○日 

住 所 東京都○○○○ 
法人名 株式会社□△○工業 
法人番号 ○○○○○○○○○○○○○ 
代表者の役職名 代表取締役社長 
代表者の氏名 経済 太郎       印 

 
 エネルギーの使用の合理化等に関する法律第８条第３項、第９条第３項、第１９条第３項、第２０

条第３項、第３０条第３項又は第３１条第３項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。 

 １.特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者に関する事項 

特定事業者番号、 
特定連鎖化事業者番号又は 
認定管理統括事業者番号 

×××・・・・×× 

事業者の名称 株式会社□△○工業 

主たる事務所の所在地 
〒１○○-○○○○ 
 東京都○○○○ 

 

 
２. エネルギー管理統括者の氏名等 

選任の年月日 2018 年 7月１日 年 月  日 年 月  日 年 月  日

解任の年月日 年 月  日 年 月  日 年 月  日 年 月  日

職   名 取締役（環境・CSR 担当）    

氏   名 省エネ 一郎    

選任又は解任の 
理由 

特定事業者とし

て指定されたた

め 
   

5 各種提出書類記入例

提出先：事業者の主たる事務所
（通常は本社）の所在地を管
轄する経済産業局長
※定期報告書の提出先と異なり
ます。

正式名称を略さず記載

国税庁HPに掲載されている１３
桁の法人番号（半角）を入力。

提出先：事業者の主たる事
務所（通常は本社）の所在
地を管轄する経済産業局長
※定期報告書の提出先と異
なります。
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5

中長期計画書　記入例

■特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者の指定を受けた場合、事業者は原則毎年度７月末日までに、本社の所在地を管
轄する経済産業局と事業を所管する主務大臣に「中長期計画書」を提出してください。

Ⅱ　計画内容及びエネルギー使用合理化期待効果

Ⅲ　その他エネルギーの使用の合理化に関する事項

Ⅰ　特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者の名称等

Ⅳ　前年度計画書との比較

備考 １　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２　文字は、かい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。
３　計画書冒頭の※印を付した「受理年月日」欄及び「処理年月日」欄には記入しな

いこと。
４　Ⅰの「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、行っている事業について、日本

標準産業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。
５　Ⅱの「該当する工場等」の欄には、複数工場等が該当する場合はそれぞれの工

場等の名称を記載し、全工場等が該当する場合は全工場等と記入すること。
６　Ⅱの「エネルギー使用合理化期待効果」の欄には、基準年度を報告年度とし、

計画完了年度における年間エネルギー消費量の削減効果を記入すること。
７　Ⅲには、Ⅱで定量的に記載できないエネルギーの使用の合理化に向けた計画等

について記入すること。また、この欄のみでは記入が困難な場合は、CSR報告
書等の関係資料を添付すること。

８　Ⅳには、Ⅱ・Ⅲについて前年度と比較して記入すること。

様式第８（第 35 条関係） 

※受理年月日  

※処理年月日        

 

 

 

中 長 期 計 画 書 
 

 

 ○○経済産業局長 殿      

 

 

                                                  ２０○○年 ○月 ○日 

 

住 所 東京都○○○○ 

法人名 株式会社□△○工業 

法人番号 ○○○○○○○○○○○○○ 

代表者の役職名 代表取締役社長 

代表者の氏名 経済 太郎        印 

 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律第１５条第１項、第２６条第１項又は第３７条第１項の規定に

基づき、次のとおり提出します。 

 

Ⅰ 特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者の名称等 

特定事業者番号、特定連鎖化事

業者番号又は認定管理統括事

業者番号 

×××・・・・×× 

事業者の名称 
  

株式会社□△○工業 

 

主たる事務所の所在地 
〒１○○-○○○○ 

東京都○○○○ 

主たる事業 製鋼・製鋼圧延業 

細分類番号 ２ ２ ２ １  

エネルギー管理統括者の 

職名・氏名 

職名 取締役（環境・ＣＳＲ担当） 

氏名 省エネ 一郎 

エネルギー管理企画推進者の 

職名・氏名・勤務地・連絡先 

職名 エネルギー環境技術部 次長 

氏名 省エネ 二郎 

エネルギー管理士免状番号又は講習修了番号 

 ××-２００６-３-×××× 

勤務地 〒１○○-○○○○ 

東京都○○○○ 

電話（ ××-××××-××××       ） 

FAX （ ××-××××-××××       ） 

メールアドレス  ×××××＠×××××            

中長期計画書の 

提出免除の希望 

中長期計画書の提出頻度の軽減の条件に該当しており、当該条件を満たす

限り、翌年度以降は下記の計画期間中の中長期計画書の提出免除を 

■ 希望する 

本計画書の計画期間 （ ２０１９ ）年 ～（ ２０２３ ）年 

様式第８（第 35 条関係） 

※受理年月日  

※処理年月日        

 

 

 

中 長 期 計 画 書 
 

 

 ○○経済産業局長 殿      

 

 

                                                  ２０○○年 ○月 ○日 

 

住 所 東京都○○○○ 

法人名 株式会社□△○工業 

法人番号 ○○○○○○○○○○○○○ 

代表者の役職名 代表取締役社長 

代表者の氏名 経済 太郎        印 

 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律第１５条第１項、第２６条第１項又は第３７条第１項の規定に

基づき、次のとおり提出します。 

 

Ⅰ 特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者の名称等 

特定事業者番号、特定連鎖化事

業者番号又は認定管理統括事

業者番号 

×××・・・・×× 

事業者の名称 
  

株式会社□△○工業 

 

主たる事務所の所在地 
〒１○○-○○○○ 

東京都○○○○ 

主たる事業 製鋼・製鋼圧延業 

細分類番号 ２ ２ ２ １  

エネルギー管理統括者の 

職名・氏名 

職名 取締役（環境・ＣＳＲ担当） 

氏名 省エネ 一郎 

エネルギー管理企画推進者の 

職名・氏名・勤務地・連絡先 

職名 エネルギー環境技術部 次長 

氏名 省エネ 二郎 

エネルギー管理士免状番号又は講習修了番号 

 ××-２００６-３-×××× 

勤務地 〒１○○-○○○○ 

東京都○○○○ 

電話（ ××-××××-××××       ） 

FAX （ ××-××××-××××       ） 

メールアドレス  ×××××＠×××××            

中長期計画書の 

提出免除の希望 

中長期計画書の提出頻度の軽減の条件に該当しており、当該条件を満たす

限り、翌年度以降は下記の計画期間中の中長期計画書の提出免除を 

■ 希望する 

本計画書の計画期間 （ ２０１９ ）年 ～（ ２０２３ ）年 

Ⅱ 計画内容及びエネルギー使用合理化期待効果 

内容 該当する工場等 実施時期 
エネルギー使用 
合理化期待効果 

（原油換算 kl/年）

空気調和設備、換気設備の更新 

エネルギー消費効率の高い設備への更新 
全工場 

2019 年度

～2021 年

度 

１００ｋｌ/年 

ボイラー設備の更新 

 エネルギー消費効率の高い設備への更新 
横浜工場 2019 年度 ２５０ｋｌ/年 

 照明設備の更新 

ＬＥＤ電灯器具への更新 

本社、支社、全

工場 

2019 年度

～2021 年

度 

１５ｋｌ/年 

 受変電設備の更新等 

受変電設備を更新するとともに、ＢＥＭＳを

導入してエネルギーマネジメントを実施 

本社、支社 

2019 年度

～2022 年

度 

３００ｋｌ/年 

 発電専用設備の運転管理の見直し 

  ガスタービン、蒸気タービン、ガスエンジン

の並列運転に際して、負荷平準化や総合効率

の向上を実現するために管理標準を見直し 

大阪工場、名古

屋工場 
2020 年度 １２０ｋｌ/年 

 コージェネレーション設備の新設 

  熱及び電力需要に見合った適正規模のコージ

ェネレーション設備を導入 

札幌工場 

2020 年度

～2021 年

度 

２００ｋｌ/年 

 熱交換器の更新等 

  管理標準を設定し、熱媒体の過剰供給の減少、

運転の集約化を図るとともに、熱交換器の更

新による配列の適正化を通じて熱効率を向上 

全工場 

2019 年度

～2022 年

度 

 

 

１５０ｋｌ/年 

 事務用機器、業務用機器の更新 

  エネルギー消費効率の高い機器への更新 

本社、支社、全

工場 

2019 年度

～2023 年

度 

１５ｋｌ/年 

 

 

 

 

 

Ⅲ その他エネルギーの使用の合理化に関する事項 

１ 従来からの「省エネ推進責任者会議」を改組し、エネルギー管理統括者(取締役（環境・ＣＳＲ担

当）)を委員長、エネルギー管理企画推進者（エネルギー環境技術部 次長）を副委員長とし、本社各部、

支社、全工場から１名の部長を委員とする「省エネ委員会」を立ち上げた。 

主たるミッションは、省エネルギーの推進と CO2 排出量の削減に関して全社の組織を見渡した中長期

基本計画（５年間）の作成と、そのローリングプランとしての年度計画の作成、及び毎四半期毎の年度

計画の達成状況のチェックである。 

本中長期計画は、この「省エネ委員会」において承認されたものである。 

 

２ また、本年より、全社的に固定エネルギー削減計画をスタートしており、この一環として３年間で

順、高効率照明等の導入、事務用機器・業務用機器の更新に基準エネルギー消費効率以上のモノを採用

することを決定した。 

 

Ⅳ 前年度計画書との比較 

削除した計画 該当する工場等 理由 

 

ボイラー設備の設備更新 

 

大阪工場 実施済み 

   

   

追加した計画 該当する工場等 理由 

 照明設備の更新 

ＬＥＤ電灯器具への更新 

本社、支社、全工

場 

費用対効果が高く、大きな省エネ効

果が見込まれるため。 

   

   

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

   ２ 文字は、かい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。 

   ３ 計画書冒頭の※印を付した「受理年月日」欄及び「処理年月日」欄には記入しないこと。 

   ４ Ⅰの「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、行っている事業について、日本標準産業分類

の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。 

 ５ Ⅱの「該当する工場等」の欄には、複数工場等が該当する場合はそれぞれの工場等の名称を記載

し、全工場等が該当する場合は全工場等と記入すること。 

   ６ Ⅱの「エネルギー使用合理化期待効果」の欄には、基準年度を報告年度とし、計画完了年度にお

ける年間エネルギー消費量の削減効果を記入すること。 

   ７ Ⅲには、Ⅱで定量的に記載できないエネルギーの使用の合理化に向けた計画等について記入する

こと。また、この欄のみでは記入が困難な場合は、CSR 報告書等の関係資料を添付すること。 

   ８ Ⅳには、Ⅱ・Ⅲについて前年度と比較して記入すること。 

 

Ⅲ その他エネルギーの使用の合理化に関する事項 

１ 従来からの「省エネ推進責任者会議」を改組し、エネルギー管理統括者(取締役（環境・ＣＳＲ担

当）)を委員長、エネルギー管理企画推進者（エネルギー環境技術部 次長）を副委員長とし、本社各部、

支社、全工場から１名の部長を委員とする「省エネ委員会」を立ち上げた。 

主たるミッションは、省エネルギーの推進と CO2 排出量の削減に関して全社の組織を見渡した中長期

基本計画（５年間）の作成と、そのローリングプランとしての年度計画の作成、及び毎四半期毎の年度

計画の達成状況のチェックである。 

本中長期計画は、この「省エネ委員会」において承認されたものである。 

 

２ また、本年より、全社的に固定エネルギー削減計画をスタートしており、この一環として３年間で

順、高効率照明等の導入、事務用機器・業務用機器の更新に基準エネルギー消費効率以上のモノを採用

することを決定した。 

 

Ⅳ 前年度計画書との比較 

削除した計画 該当する工場等 理由 

 

ボイラー設備の設備更新 

 

大阪工場 実施済み 

   

   

追加した計画 該当する工場等 理由 

 照明設備の更新 

ＬＥＤ電灯器具への更新 

本社、支社、全工

場 

費用対効果が高く、大きな省エネ効

果が見込まれるため。 

   

   

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

   ２ 文字は、かい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。 

   ３ 計画書冒頭の※印を付した「受理年月日」欄及び「処理年月日」欄には記入しないこと。 

   ４ Ⅰの「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、行っている事業について、日本標準産業分類

の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。 

 ５ Ⅱの「該当する工場等」の欄には、複数工場等が該当する場合はそれぞれの工場等の名称を記載

し、全工場等が該当する場合は全工場等と記入すること。 

   ６ Ⅱの「エネルギー使用合理化期待効果」の欄には、基準年度を報告年度とし、計画完了年度にお

ける年間エネルギー消費量の削減効果を記入すること。 

   ７ Ⅲには、Ⅱで定量的に記載できないエネルギーの使用の合理化に向けた計画等について記入する

こと。また、この欄のみでは記入が困難な場合は、CSR 報告書等の関係資料を添付すること。 

   ８ Ⅳには、Ⅱ・Ⅲについて前年度と比較して記入すること。 

 

順次、高効率照明等の導入、事務用機器・業務用機器の更新に基準エネルギー消費効率以上のモノを採用

※記載欄は入力しないでください。

提出先：事業者の主たる事務所
（通常は本社）の所在地を管轄す
る経済産業局長及び当該事業者
が設置している全ての工場等に係
る事業の所管省庁の長

毎年度７月末日までに提出

正式名称を
略さず記載。

代表者員の
押印が必要。
※オンライン
申請の場合
は 、事 前 の
申請によって
不要となりま
す。

最後に取得した事業者番号を入力。
認定管理統括事業者として計画書を
提出する場合には、過去の特定事業者
番号等を記入していないか確認。

正式名称を略さず記載。

日本標準産業分類の細分類項目名を記載

日本標準産業分類の細
分類番号（４桁の数字）。

人事異動等で変更があっ
た場合は、併せて選解任届

（様式第４）を提出。
なお、提出時点で未選任
の場合には、作成実務者
の職名等を記入し、エネル
ギー管理士免状番号又は
講習修了番号の欄には、”
選任中“、氏名の後ろに”

（作成実務者）“と記載。

勤務地、電話、FAX、メールアドレス
は、エネルギー管理企画推進者（作
成実務者の場合を含む。）に直接連
絡が取れる連絡先を記入。

希望する場合は、□欄
を塗りつぶすこと。

提出免除を希望する
場合は、２～５年の期
間を記載

事業者クラス分け評価制度にお
いて直近過去２年度以上連続で
Ｓ評価の場合、翌年度以降S評
価を継続している限りにおいて、
計画期間内（５年が上限）は、中
長期計画の提出を免除すること
が可能

複数の工場・事業場が該当する場合には、それぞれの工場等の名
称を記入、すべての工場が対象となる場合には、“全工場”とする。

内容欄は、設備
投資等を伴う省
エネ計画を記入。

追加理由は、「設備計画の承認（新
設）、変更」「設備の新設、更新」等と
する。

削除理由は、「実施済み」「計画順延」
「計画中止」等とする。

国税庁HPに掲載されている１３桁
の法人番号(半角)を入力。
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※受理年月日  

※処理年月日  

 

定 期 報 告 書 
 

 

 

     ○○経済産業局長  殿 

                                        20○○年 ○月 ○日 

 

住 所 東京都○○ 
法人名 株式会社□△○工業 
法人番号 ○○○○○○○○○○○○○ 
代表者の役職名 代表取締役社長 
代表者の氏名 経済 太郎       印 

 

 

 

 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律第１６条第１項、第２７条第１項又は第３８条第１項の規

定に基づき、次のとおり報告します。 

＜本文＞ 
定期報告書の記入例には、主だった注意事項を記載していま

す 。 詳 し く は 「 定 期 報 告 書 記 入 要 領

（http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/sa
ving/procedure/）」をご覧ください。 

定期報告書　記入例

■特定事業者、特定連鎖化事業者又は認定管理統括事業者の指定を受けた場合、事業者は毎年度７月末日までに、本社の所在
地を管轄する経済産業局と事業を所管する主務大臣に「定期報告書」を提出してください。

■「定期報告書」は、「事業者全体の報告部分（特定－第１表～特定－第１２表）」、「事業者（認定管理統括事業者又は管理
関係事業者）ごとの報告部分（認定－総括表～第５表）」及び「個別の工場・事業場の報告部分（指定－第１表～指定－第１０
表）」から構成されます。

■定期報告書の記入例には、主だった注意事項を記載しています。
詳しくは「定期報告書記入要領（http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/）」
をご覧ください。

特定ー第1表
事業者の名称等

様式第９（第３６条関係）

事業者単位の報告

◆事業者全体の報告部分（特定－第１表）◆

備考「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、行っている事業について、日本標準産
業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。

 

事業者単位の報告 

 

特定－第１表 事業者の名称等 

特定事業者番号、特定連鎖化

事業者番号又は認定管理統

括事業者番号 

×××・・・・×× 

特定排出者番号 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

事業者の名称 株式会社□△○工業 

主たる事務所の所在地 

〒1○○-○○○○ 

東京都○○ 

 

主たる事業 製鋼・製鋼圧延業 

細分類番号 ２ ２ ２ １ 
 

エネルギー管理統括者の職

名・氏名 

職名 取締役（環境・ＣＳＲ担当） 

氏名 省エネ 一郎 

エネルギー管理企画推進者

の職名・氏名・勤務地・連絡

先 

職名 エネルギー環境技術部 次長 

氏名 省エネ 二郎 

エネルギー管理士免状番号又は講習修了番号 

××-２００６-３-×××× 

勤務地 〒１○○-○○○○ 

東京都○○ 

電話（××－××××－××××） 

FAX （××－××××－××××） 

メールアドレス ××××××＠×××× 

前回報告からの事業者の名称及び所在地についての変更の有無         有・無 

有の場合 

変更前の事業者の名称 ：                               

 

変更前の事業者の所在地 ：〒                             

 備考 「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、行っている事業について、日本標準産業分類の

細分類に従い、分類 の名称及び番号を記入すること。 

毎年度７月末までに提出

提出先：事業者の主たる事
務所（通常は本社）の所在
地を管轄する経済産業局長
及び当該事業者が設置して
いる全ての工場等に係る事
業の所管省庁の長

代表者印の押印が必要。
※オンライン申請の場合は、事前
の申請によって不要となります。

勤務地、電話、FAX、メールア
ドレスは、エネルギー管理企
画推進者（作成実務者の場合
を含む。）に直接連絡が取れる
連絡先を記入。

国税庁HPに記載されている１３
桁の法人番号（半角）を入力。

人事異動等で変更があった場合
は、併せて選解任届（様式第４）
を提出
※定期報告書、中長期計画書の
提出とは別に必要です。

人事異動等で変更があった場合
は、併せて選解任届（様式第４）
を提出。
なお、提出時点で未選任の場合
には、作成実務者の職名等を記
入し、エネルギー管理士免状番
号又は講習修了番号の欄には、

“選任中”、氏名の後ろに“（作
成実務者）”と記載。

正式名称を略さず記載

最後に取得した事業者番号を入力。
認定管理統括事業者として計画書
を提出する場合には、過去の特定事
業者番号等を記入していないか確
認。

日本標準産業分類の細分類番号
（４桁の数字）を記載

日本標準産業分類の
細分類項目名を記載

記載しない
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特定ー第２表
事業者のエネルギーの使用量等

◆事業者全体の報告部分（特定－第２表１）◆

 

特定－第２表 事業者のエネルギーの使用量等 

１ エネルギーの使用量及び連携省エネルギー措置を踏まえたエネルギーの使用量等 

エネルギーの種類 単位

2018 年度 

使用量 
販売した副生エ

ネルギーの量

購入した未利用熱の

量 
換算係数 

連携省エネルギー措置

を踏まえた使用量 

数値 熱量 GJ 数値 熱量 GJ 数値 熱量 GJ 数値 単位 数値 熱量 GJ 

燃 
 

料 
 

及 
 

び 
 

熱 

原油（コンデンセートを除

く。） 
kl 

       
kl 

  

連携分 kl        kl   

原油のうちコンデンセート

（NGL） 
kl 

       
kl 

  

連携分 kl        kl   

揮発油 kl        kl   

連携分 kl        kl   

ナフサ kl        kl   

連携分 kl        kl   

灯油 kl 19 697      kl 19 697

連携分 kl        kl   

軽油 kl 1 38      kl 1 38

連携分 kl        kl   

Ａ重油 kl 243 9,501      kl 243 9,501

連携分 kl        kl   

Ｂ・Ｃ重油 kl        kl   

連携分 kl        kl   

石油アスファルト ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

石油コークス ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

石油ガス 

液化石油ガス 

（LPG） 
ｔ 

21 1,067     
 ｔ 

21 1,067

連携分 ｔ        ｔ   

石油系炭化 

水素ガス 
千ｍ３

      
 千ｍ３ 

  

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

可燃性天然ガ

ス 

液化天然ガス 

（LNG） 
ｔ 

      
 ｔ 

  

連携分 ｔ        ｔ   

その他可燃性 

天然ガス 
千ｍ３

      
 千ｍ３ 

  

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

石炭 

原料炭 ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

一般炭 ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

無煙炭 ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

石炭コークス ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

コールタール ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

コークス炉ガス 千ｍ３        千ｍ３   

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

高炉ガス 千ｍ３        千ｍ３   

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

転炉ガス 千ｍ３        千ｍ３   

連携分 千ｍ３        千ｍ３    

その他の 

燃料 

都市ガス 千ｍ３ 5,833 261,318      千ｍ３ 5,833 261,318

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

（    ）  
          

連携分  
         

産業用蒸気 GJ 3,200 3,264     1.02 GJ 2,000 2,040

連携分 GJ      1.02 GJ 800 816

産業用以外の蒸気 GJ       GJ   

連携分 GJ       GJ   

温水 GJ       GJ   

連携分 GJ       GJ   

冷水 GJ       GJ   

連携分 GJ       GJ   

小計 GJ  275,885      GJ  274,661

連携分 GJ       GJ  816

電 

気 

電気 

事業

者 

昼間買電 千 kWh 41,600 414752     9.97 千 kWh 41,000 408,770

連携分 千 kWh      9.97 千 kWh 400 3,988

 

夏期・冬期における 

電気需要平準化時間

帯 

千 kWh （24,500） （244,265）

   

 

 

千 kWh 
（24,200

）
（241,274）

 連携分 千 kWh       千 kWh 200 1,994

夜間買電 千 kWh 13,339 123,786      千 kWh 13,339 123,786

連携分 千 kWh       千 kWh   

その

他 

上記以外の買電 千 kWh 486 4,743      千 kWh 486 4,743

連携分 千 kWh       千 kWh   

自家発電 千 kWh       千 kWh   

連携分 千 kWh       千 kWh   

小計 千 kWh 55425 543,281      千 kWh 54,825 537,299

連携分 千 kWh        千 kWh 400 3.988

合 計 GJ 819,166        811,960

うち連携分         4,804

 原油換算 kl  Ⓢ-1 21,134  Ⓣ   Ⓣ’     Ⓢ-2 20,949

うち連携分         124

前年度原油換算 kl 20,000         

うち連携分         

対前年度比（％） 105.7         

うち連携分          

備考 「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」については、昼間買電の内数であるため「（ ）」としている。「電気」

の「小計」で重複計上しないこと。

  

 

備考「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」については、昼間買電の内数である
ため「（　）」としている。「電気」の「小計」で重複計上しないこと。

１ エネルギーの使用量及び連携省エネルギー措置を踏まえたエネ
ルギーの使用量等

21,050

128

100.5

103.2

実際に使用したエネルギー
量を記入

連携を実施した場合記入。
①連携分を除いたエネルギー使用量
②連携で使用した、エネルギー使用量

（按分後）を記入

連携し、按分した産業
用蒸気の使用量

連携し、按分した電気
の使用量

実際に使用した産業用蒸気
の量

夏期（７～９月）・冬期（１２～３
月）の８～２２時の買電量を記入

連携分を除き、使用した
産業用蒸気の量

連携分を除き、自社で
使用した電気の量

購入した未利用熱は、
使用量欄にも含む
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２ 連携省エネルギー措置の実績
（１）連携省エネルギー措置に係るエネルギー使用量の合計と省エネ効果

（２）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量の算出の方法

（３）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量等

 

２ 連携省エネルギー措置の実績 
（１）連携省エネルギー措置に係るエネルギー使用量の合計と省エネ効果 

××興産株式会社の上工程を当社に集約する連携省エネルギー措置を実施している。 

集約後の上工程でのエネルギー使用量は、蒸気 1,200GJ、電気 600 千ｋWh であった（うち電気需要平準化時間

帯の使用量は 300 千ｋWh）。 

連携省エネルギー措置実施前と比較し、両社で蒸気 300GJ、電気 200 千ｋWh の省エネとなった。 

 
（２）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量の算出の方法 

上工程の集約による生産物（半製品）の下工程への供給比が、××興産株式会社：株式会社□△○工業＝600

個／日：1,200 個／日のため、エネルギー使用量を１：２の割合で按分することとする。 

 
（３）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量等 

 
 
 

エネルギーの種類 
換算係数 

連携省エネルギー

措置に係る実際の

エネルギー使用量

連携省エネルギー

措置に係る換算係

数 

連携省エネルギー

措置に関して使用

したこととされる

エネルギー使用量

数値 単位 数値 熱量 GJ 数値 単位 数値 熱量 GJ

産業用蒸気 1.02 GJ/GJ 1,200 1,224 1.02 GJ/GJ 800 816 

電気 9.97 
GJ/千

kWh 
600 5,982 9.97 

GJ/千

kWh 
400 3,988 
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（１）連携省エネルギー措置に係るエネルギー使用量の合計と省エネ効果 

××興産株式会社の上工程を当社に集約する連携省エネルギー措置を実施している。 

集約後の上工程でのエネルギー使用量は、蒸気 1,200GJ、電気 600 千ｋWh であった（うち電気需要平準化時間
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数 

連携省エネルギー

措置に関して使用

したこととされる

エネルギー使用量

数値 単位 数値 熱量 GJ 数値 単位 数値 熱量 GJ

産業用蒸気 1.02 GJ/GJ 1,200 1,224 1.02 GJ/GJ 800 816 

電気 9.97 
GJ/千

kWh 
600 5,982 9.97 

GJ/千

kWh 
400 3,988 

         

         

         

 

２ 連携省エネルギー措置の実績 
（１）連携省エネルギー措置に係るエネルギー使用量の合計と省エネ効果 

××興産株式会社の上工程を当社に集約する連携省エネルギー措置を実施している。 

集約後の上工程でのエネルギー使用量は、蒸気 1,200GJ、電気 600 千ｋWh であった（うち電気需要平準化時間

帯の使用量は 300 千ｋWh）。 

連携省エネルギー措置実施前と比較し、両社で蒸気 300GJ、電気 200 千ｋWh の省エネとなった。 

 
（２）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量の算出の方法 

上工程の集約による生産物（半製品）の下工程への供給比が、××興産株式会社：株式会社□△○工業＝600

個／日：1,200 個／日のため、エネルギー使用量を１：２の割合で按分することとする。 

 
（３）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量等 

 
 
 

エネルギーの種類 
換算係数 

連携省エネルギー

措置に係る実際の

エネルギー使用量

連携省エネルギー

措置に係る換算係

数 

連携省エネルギー

措置に関して使用

したこととされる

エネルギー使用量

数値 単位 数値 熱量 GJ 数値 単位 数値 熱量 GJ

産業用蒸気 1.02 GJ/GJ 1,200 1,224 1.02 GJ/GJ 800 816 

電気 9.97 
GJ/千

kWh 
600 5,982 9.97 

GJ/千

kWh 
400 3,988 

         

         

         

◆事業者全体の報告部分（特定－第２表２）◆

按分し、報告する分のエネルギー量を記入
※ここの数字を特定－第２表１に記入。

①連携でどのくらいエネルギーを使用したか
②どのくらい省エネできたか
記入

具体的な根拠と共に按分割合を記入
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１－２ 連携省エネルギー措置を踏まえたエネルギーの使用に係る原単位等

１－１ エネルギーの使用に係る原単位等

特定ー第３表
事業者の全体及び事業分類ごとのエネルギーの使用に係る原単位等及び電気需要平準化評価原単位等

備考

備考

１　エネルギー管理指定工場等及びエネルギー管理指定工場等以外の工場等を事業分類ごとに合計した値をそれぞれ記入する。
２　工場等に係る事業の名称及び細分類番号は、日本標準産業分類とする。事業分類が４分類以上になる場合には、項の追加を行うこと。
３　事業者全体の「エネルギーの使用に係る原単位（Ⓦ-1）」の算出が難しい場合は、「エネルギーの使用に係る原単位の対前年度比の寄与度の合計値（Ⓩ-1）」を事業者全体の

エネルギーの使用に係る原単位の対前年度比としてもよい。その際、Ⓥ（Ⓦ-1）（Ⓧ-1）（Ⓨ-1）は記入不要。
４　事業者全体の「エネルギーの使用に係る原単位（Ⓦ-1）」が算出できる場合は、事業分類ごとの（Ⓐ-1）ⒷⒷ’（Ⓒ-1）及び事業者全体の（Ⓢ-1）から（Ⓨ-1）まで記入すること。

１　エネルギー管理指定工場等及びエネルギー管理指定工場等以外の工場等を事業分類ごとに合計した値をそれぞれ記入する。
２　工場等に係る事業の名称及び細分類番号は、日本標準産業分類とする。事業分類が４分類以上になる場合には、項の追加を行うこと。
３　事業者全体の「エネルギーの使用に係る原単位（Ⓦ-2）」の算出が難しい場合は、「エネルギーの使用に係る原単位の対前年度比の寄与度の合計値（Ⓩ-2）」を事業者全体の

エネルギーの使用に係る原単位の対前年度比としてもよい。その際、Ⓥ（Ⓦ-2）（Ⓧ-2）（Ⓨ-2）は記入不要。
４　事業者全体の「エネルギーの使用に係る原単位（Ⓦ-2）」が算出できる場合は、事業分類ごとの（Ⓐ-2）ⒷⒷ’（Ⓒ-2）及び事業者全体の（Ⓢ-2）から（Ⓨ-2）まで記入すること。

 

１－２ 連携省エネルギー措置を踏まえたエネルギーの使用に係る原単位等 

番  
  

号 

事業分類 

事業分類ごとの連携省エネルギー措置を踏まえたエネルギーの使用に係る原単位等の計算 

連携省エネ

ルギー措置

を踏まえた

エネルギー

の使用量 

（原油換算

kl） 

（Ⓐ-2） 

販売した副

生エネルギ

ーの量 

（原油換算

kl） 

 

Ⓑ 

購入した未

利用熱の量

（原油換算

kl） 

 

 

Ⓑ’ 

 

 

 

 

 

 

（Ⓒ-2）=

（Ⓐ-2）-

Ⓑ-Ⓑ’ 

（Ⓒ-2）の

構成割合 

（％） 

 

 

（Ⓓ-2）=

（Ⓒ-2）/

（Ⓤ-2）×

100 

生産数量又は建

物延床面積その

他のエネルギー

の使用量と密接

な関係をもつ値

Ⓔ 

エネルギー 

の使用に係

る原単位 

 

 

（Ⓕ-2）=（Ⓒ

-2）/Ⓔ 

エネルギー

の使用に係

る前年度の

原単位 

 

（Ⓖ-2） 

エネルギーの

使用に係る原

単位の対前年

度比 

（％） 

 

（Ⓗ-2）=（Ⓕ

-2）/（Ⓖ-2） 

×100 

エネルギーの

使用に係る原

単位の対前年

度比の寄与度 

（％） 

 

（Ⓘ-2）=（Ⓓ

-2）×（Ⓗ-2）

/100 

1 

工場等に係

る事業の名

称 

製鋼・製鋼圧延業 

18,881 0 0 18,881 89.6 

 
 

100,000 0.188 0.185 101.6 

（①-2） 

91.1 細分類 

番号 2 2 2 1 
（名称：粗鋼量）

（単位：10トン）

2 

工場等に係

る事業の名

称 

主として管理事務

を行う本社等 
2,070 0 0 2,070 9.8 

 
 

30,000 
0.069 0.07 98.6 

（②-2） 

9.7 細分類 

番号 2 2 0 0 
（名称：延床面

積） 
（単位： m2） 

3 

工場等に係

る事業の名

称 

その他の管理、補
助的経済活動を
行う事業所 

122 0 0 122 0.6 

2,100 

0.0581 0.057 101.9 

（③-2） 

0.6 細分類 

番号 2 2 0 9 
（名称：延床面

積） 
（単位： m2） 

事業者全体  

（Ⓢ-2）（合

計） 

Ⓣ（合計） Ⓣ’（合計） （Ⓤ-2）

（合計） 

100% 

Ⓥ （Ⓦ-2） （Ⓧ-2） （Ⓨ-2）=（Ⓦ

-2）/（Ⓧ-2）

×100 

 
   

21,073 0 0 21,073 

 

（名称：  ）

（単位：  ）

  （Ⓩ-2）＝ 

（①-2）+（②

-2）+（③-2）

+… 

101.3 

 

特定－第３表 事業者の全体及び事業分類ごとのエネルギーの使用に係る原単位等及び電気需要平準化評価原単位等 

１－１ エネルギーの使用に係る原単位等 

番  
  

号 

事業分類 

事業分類ごとのエネルギーの使用に係る原単位等の計算 

エネルギー

の使用量 

（原油換算

kl） 

 

（Ⓐ-1） 

販売した副

生エネルギ

ーの量 

（原油換算

kl） 

Ⓑ 

購入した未

利用熱の量

（原油換算

kl） 

 

Ⓑ’ 

 

 

 

 

 

（Ⓒ-1）=

（Ⓐ-1）-

Ⓑ-Ⓑ’ 

（Ⓒ-1）の

構成割合 

（％） 

 

（Ⓓ-1）=

（Ⓒ-1）/

（Ⓤ-1）×

100 

生産数量又は建

物延床面積その

他のエネルギー

の使用量と密接

な関係をもつ値

Ⓔ 

エネルギー 

の使用に係

る原単位 

 

 

（Ⓕ-1）=（Ⓒ

-1）/Ⓔ 

エネルギー

の使用に係

る前年度の

原単位 

 

（Ⓖ-1） 

エネルギーの

使用に係る原

単位の対前年

度比 

（％） 

（Ⓗ-1）=（Ⓕ

-1）/（Ⓖ-1） 

×100 

エネルギーの

使用に係る原

単位の対前年

度比の寄与度 

（％） 

（Ⓘ-1）=（Ⓓ

-1）×（Ⓗ-1）

/100 

1 

工場等に係

る事業の名

称 

製鋼・製鋼圧延業 

18,942 0 0 18,942 89.6 

 
 

100,000 0.1894 0.1850 102.4 

（①-1） 

91.8 
細分類 

番号 
2 2 2 1 

（名称：粗鋼量）

（単位：10トン）

2 

工場等に係

る事業の名

称 

主として管理事務

を行う本社等 
2,070 0 0 2,070 9.8 

 
 

30,000 
0.069 0.0691 99.9 

（②-1） 

9.8 細分類 

番号 2 2 0 0 
（名称：延床面

積） 
（単位：m2） 

3 

工場等に係

る事業の名

称 

その他の管理、補
助的経済活動を
行う事業所 

122 0 0 122 0.6 

 
 

2,100 
0.0581 0.0585 99.3 

（③-1） 

0.6 細分類 

番号 2 2 0 9 
（名称：延床面

積） 
（単位：m2） 

事業者全体  

（Ⓢ-1）（合

計） 

Ⓣ（合計） 

 

Ⓣ’（合計） （Ⓤ-1）

（合計） 

100% 

Ⓥ  （Ⓦ-1） （Ⓧ-1） （Ⓨ-1）=（Ⓦ

-1）/（Ⓧ-1）

×100 

 
 

  

  

21,134 0 0 21,134 

 

（名称：  ） （Ⓩ-1）= 

（①-1）+（②

-1）+（③-1）

+… 

（単位：  ）

  

102.1 

 

◆事業者全体の報告部分（特定－第３表１－１、１－２）◆

上段：エネルギーの使用と密接な関係を持つ値の数値
中段：エネルギーの使用と密接な関係を持つ値の種類
下段：エネルギーの使用と密接な関係を持つ値の単位

事業者全体で統一した値を使う場合は、まとめ
て事業者全体として記入することが可能。

連携した場合、記入が必要
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２－２ 連携省エネルギー措置を踏まえた電気需要平準化評価原単位等 

番    

号 

事業分類 

事業分類ごとの連携省エネルギー措置を踏まえた電気需要平準化評価原単位等の計算 

連携省エネ

ルギー措置

を踏まえた

エネルギー

の使用量 

（原油換算

kl） 

（Ⓐ-2） 

電気需要平

準化時間帯

の買電量 

（原油換算

kl） 

 

 

（Ⓐ’-2） 

販 売 し た

副 生 エ ネ

ル ギ ー の

量（原油換

算 kl） 

 

 

Ⓑ 

購 入 し た

未 利 用 熱

の量 

（ 原 油 換

算 kl） 

 

 

Ⓑ’ 

 

 

 

 

（Ⓒ’-2）= 

（Ⓐ-2）+（Ⓐ’

-2）×(評価係数

-1) -Ⓑ-Ⓑ’

（Ⓒ-2）の構

成割合（％）

 

 

（Ⓓ-2） 

（特定第３

表１－２の

（Ⓓ-2）と同

じ値） 

生産数量又は建

物延床面積その

他のエネルギー

の使用量と密接

な関係をもつ値

 

Ⓔ 

電 気 需 要

平 準 化 評

価原単位 

 

 

 

（Ⓕ’-2）=

（Ⓒ’-2）/

Ⓔ 

前年度の電

気需要平準

化評価原単

位 

 

 

（Ⓖ’-2） 

電気需要平準

化評価原単位

の対前年度比

（％） 

 

 

（Ⓗ’-2）= 

（Ⓕ’-2）/

（Ⓖ’-2）×

100 

電気需要平準

化評価原単位

の対前年度比

の寄与度（％） 

 

 

（Ⓘ’-2）= 

（Ⓓ-2）×（Ⓗ’

-2）/100 

1 

工場等に係る事

業の名称 

製鋼・製鋼圧延
業 

18,881 5,598 0 0 20,560 89.6 

 
100,000 

0.0204 0.0202 101 

（①’-2） 

90.5 細分類 

番号 2 2 2 1 
（名称：粗鋼量）

（単位：10トン）

2 

工場等に係る事

業の名称 

主として管理事

務を行う本社等 

2,070 527 0 0 2,228 9.7 

 
30,000 

0.0743 0.0746 99.6 

（②’-2） 

9.7 細分類 

番号 2 2 0 0 
（名称：延床面

積） 
（単位： m2） 

3 

工場等に係る事

業の名称 

その他の管理、
補助的経済活
動を行う事業
所 122 100 0 0 152 0.7 

 
2,100 

0.0724 0.0727 99.6 

（③’-2） 

0.7 
細分類 

番号 2 2 0 9 
（名称：延床面

積） 
（単位： m2） 

事業者全体 

（Ⓢ-2）（合

計） 

（合計） 

 

Ⓣ（合計） Ⓣ’（合計）（Ⓤ’-2）（合計） 

100% 

Ⓥ （Ⓦ’-2） （Ⓧ’-2） （Ⓨ’-2）=

（Ⓦ’-2）/

（Ⓧ’-2）×

100 

 

 

 

21,073 

 

 

6,225 

 
 
0 

 
 
0 

 

 

22,941 

 

 

  

（名称：  ）  

（単位：  ）

  （Ⓩ’-2）＝

（①’-2）+

（②’-2）+

（③’-2）+… 

100.8 

 
２－１ 電気需要平準化評価原単位等 

番    

号 

事業分類 

事業分類ごとの電気需要平準化評価原単位等の計算 

エネルギー

の使用量 

（原油換算

kl） 

 

 

（Ⓐ-1） 

電気需要平

準化時間帯

の買電量 

（原油換算

kl） 

 

（Ⓐ’-1） 

販 売 し た

副 生 エ ネ

ル ギ ー の

量（原油換

算 kl） 

 

Ⓑ 

購 入 し た

未 利 用 熱

の量 

（ 原 油 換

算 kl） 

 

Ⓑ’ 

 

 

 

（Ⓒ’-1）= 

（Ⓐ-1）+

（Ⓐ’-1）×

(評価係数

-1) -Ⓑ-

Ⓑ’ 

（Ⓒ-1）の構

成割合（％）

 

 

（Ⓓ-1） 

（特 定 第３

表１－１の

（Ⓓ-1）と同

じ値） 

生産数量又は建

物延床面積その

他のエネルギー

の使用量と密接

な関係をもつ値

Ⓔ 

電 気 需 要

平 準 化 評

価原単位 

 

 

 

（Ⓕ’-1）=

（Ⓒ’-1）/

Ⓔ 

前年度の電

気需要平準

化評価原単

位 

 

 

（Ⓖ’-1） 

電気需要平準

化評価原単位

の対前年度比

（％） 

 

（Ⓗ’-1）= 

（Ⓕ’-1）/

（Ⓖ’-1）×

100 

電気需要平準

化評価原単位

の対前年度比

の寄与度（％） 

 

 

（Ⓘ’-1）= 

（Ⓓ-1）×（Ⓗ’

-1）/100 

1 

工場等に係る事

業の名称 

製鋼・製鋼圧延
業 

18,942 5,675 0 0 20,645 89.7 

 
 

100,000 0.206 0.2 103 

（①’-1） 

 

細分類 

番号 
2 2 2 1 

（名称：粗鋼量） 92.4 

（単位：10トン）

2 

工場等に係る事

業の名称 

主として管理事

務を行う本社等 

2,070 527 0 0 2,228 9.7 

 
 

30,000 
0.0743 0.0745 99.7 

（②’-1） 

9.7 
細分類 

番号 
2 2 0 0 

（名称：延床面

積） 
（単位： m2）

3 

工場等に係る事

業の名称 

その他の管理、
補助的経済活
動を行う事業

所 122 100 0 0 152 0.7 

 
 

2,100 

0.0724 0.0726 99.7 

（③’-1） 

0.7 
細分類 

番号 
2 2 0 9 

（名称：延床面

積） 
（単位： m2）

事業者全体 

（Ⓢ-1）（合

計） 

（合計） 

 

Ⓣ（合計） Ⓣ’（合計）（Ⓤ’-1）（合

計） 

100% 

Ⓥ （Ⓦ’-1） （Ⓧ’-1） （Ⓨ’-1）=

（Ⓦ’-1）/

（Ⓧ’-1）×

100 

 
   

 

 

21,134 

 

 

6,302 

  
 
0 

 
 
0 

 

 

23,025  

（名称：  ）

（単位：  ）

  （Ⓩ’-1）＝ 
（①’-1）+

（②’-1）+

（③’-1）+… 

102.7 

２－１ 電気需要平準化評価原単位等

２－２ 連携省エネルギー措置を踏まえた電気需要平準化評価原単位等

備考

備考

１　エネルギー管理指定工場等及びエネルギー管理指定工場等以外の工場等を事業分類ごとに合計した値をそれぞれ記入する。なお、工場等の事業分類は、「特定-第３表　１
－１エネルギーの使用に係る原単位等」と同じでなければならない。

２　事業者全体の「電気需要平準化評価原単位（Ⓦ’-1）」の算出が難しい場合は、「電気需要平準化評価原単位の対前年度比の寄与度の合計値（Ⓩ’-1）」を事業者全体の電
気需要平準化評価原単位の対前年度比としてもよい。その際、Ⓥ（Ⓦ’-1）（Ⓧ’-1）（Ⓨ’-1）は記入不要。

３　事業者全体の「電気需要平準化評価原単位（Ⓦ’-1）」が算出できる場合は、事業分類ごとの（Ⓐ-1）（Ⓐ’-1）Ⓑ Ⓑ’（Ⓒ’-1）及び事業者全体の（Ⓢ-1）から（Ⓨ’-1）まで記入す
ること。

４　（Ⓒ’-1）の評価係数は１．３とすること。

１　エネルギー管理指定工場等及びエネルギー管理指定工場等以外の工場等を事業分類ごとに合計した値をそれぞれ記入する。なお、工場等の事業分類は、「特定-第３表　１
－１エネルギーの使用に係る原単位等」と同じでなければならない。

２　事業者全体の「電気需要平準化評価原単位（Ⓦ’-2）」の算出が難しい場合は、「電気需要平準化評価原単位の対前年度比の寄与度の合計値（Ⓩ’-2）」を事業者全体の電
気需要平準化評価原単位の対前年度比としてもよい。その際、Ⓥ （Ⓦ’-2）（Ⓧ’-2）（Ⓨ’-2）は記入不要。

３　事業者全体の「電気需要平準化評価原単位（Ⓦ’-2）」が算出できる場合は、事業分類ごとの（Ⓐ-2）（Ⓐ’-2）Ⓑ Ⓑ’（Ⓒ’-2）及び事業者全体の（Ⓢ-2）から（Ⓨ’-2）まで記入す
ること。

４　（Ⓒ’-2）の評価係数は１．３とすること。

連携した場合、記入が必要

◆事業者全体の報告部分（特定－第３表２－１、２－２）◆
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◆事業者全体の報告部分（特定－第４表～特定－第７表）◆
特定ー第６表
ベンチマーク指標の状況（該当する事業者のみ記入）

備考「区分」の欄には、工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判
断の基準(平成２１年３月３１日経済産業省告示第６６の別表第５に規定する区分
のいずれかを記入すること。

１ 判断基準のベンチマークの状況に関し、参考となる情報

２ 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関し、参考となる情報

３ 電力供給業のベンチマーク指標の向上に関して共同で実施し
た措置に関し、参考となる情報

特定ー第７表
判断基準のベンチマークの状況に関し、参考となる情報

備考 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電方式ごとの「発電効率」と
「火力発電量に占める発電量比率」を記入すること。

備考 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電設備のうち、副生物又はバ
イオマスを投入した発電設備については投入した副生物又はバイオマスのエネルギー
量等、熱電併給型動力発生装置については熱として活用した量等を記入すること。

２ 事業者の過去５年度間の電気需要平準化評価原単位（連携省エ
ネをしている場合は連携省エネに係る原単位）が年平均１％以上
改善できなかった場合（ハ）又は事業者の電気需要平準化評価原
単位（連携省エネをしている場合は連携省エネに係る原単位）が
前年度に比べ改善できなかった場合（ニ）の理由

備考（ハ）及び（二）共に該当する場合、双方記載すること。

 

特定－第５表 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位が改善できなかった場合の理由 

１ 事業者の過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位が年平均１％以上改善できなかった場合（イ）

又は事業者のエネルギーの使用に係る原単位が前年度に比べ改善できなかった場合（ロ）の理由 

（イ）の理由 

連携省エネルギー措置を実施し、他社との連携を含めた全体的な省エネを実施したが、主力生産品目

の海外シフトや、収益改善のため限られた生産品目に絞った生産計画の変更の影響が大きく、2018
年度に原単位が悪化してしまった。 

 

 

 

 

（ロ）の理由 

主力生産品目の海外シフトに伴い生産量が減少したため、原単位が悪化した。 

 

 

 

 

 

備考 （イ）及び（ロ）共に該当する場合、双方記載すること。 

 

２ 事業者の過去５年度間の電気需要平準化評価原単位（連携省エネをしている場合は連携省エネに係る原

単位）が年平均１％以上改善できなかった場合（ハ）又は事業者の電気需要平準化評価原単位（連携省

エネをしている場合は連携省エネに係る原単位）が前年度に比べ改善できなかった場合（ニ）の理由 

（ハ）の理由 

連携省エネルギー措置を実施し、他社との連携を含めた全体的な省エネを実施したが、主力生産品目

の海外シフトや、収益改善のため限られた生産品目に絞った生産計画実施の影響がおおきく、2018
年度に原単位が悪化してしまった。電気需要平準化時間帯の電気使用量に重みづけがされたため、原

単位が悪化した。 

 

 

 

 

（ニ）の理由 

主力生産品目の海外シフトに伴い生産量が減少したため、原単位が悪化した。 

 

 

 

 

 

備考 （ハ）及び（二）共に該当する場合、双方記載すること。 

 

特定－第６表 ベンチマーク指標の状況（該当する事業者のみ記入） 

区分 

 

対象となる事業の名称 

（セクター） 

ベンチマーク指標の状況 

（単位） 

対象事業のエネルギー使用量 

（原油換算 kl） 

１B 電炉による普通鋼製造業 0.1848 kl/t 18,942 

     

     

備考 「区分」の欄には、工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準(平成 21

年３月 31日経済産業省告示第 66 の別表第５に規定する区分のいずれかを記入すること。 

 

特定－第７表 判断基準のベンチマークの状況に関し、参考となる情報 

１ 判断基準のベンチマークの状況に関し、参考となる情報 

ベンチマークの対象事業所は、高岡工場、仙台工場。 

基準ベンチマークとの差は、0.143－0.1848＝▲0.0418 

 

＜未達理由＞ 

基準ベンチマークに比べ、“0.042”未達であった。 

その理由としては、多品種少量生産により加熱・加工工程が増加したことやエネルギー効率が悪化したた

めである。 

 

 

 

 

 

 

特定－第６表 ベンチマーク指標の状況（該当する事業者のみ記入） 

区分 

 

対象となる事業の名称 

（セクター） 

ベンチマーク指標の状況 

（単位） 

対象事業のエネルギー使用量 

（原油換算 kl） 

１B 電炉による普通鋼製造業 0.1848 kl/t 18,942 

     

     

備考 「区分」の欄には、工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準(平成 21

年３月 31日経済産業省告示第 66 の別表第５に規定する区分のいずれかを記入すること。 

 

特定－第７表 判断基準のベンチマークの状況に関し、参考となる情報 

１ 判断基準のベンチマークの状況に関し、参考となる情報 

ベンチマークの対象事業所は、高岡工場、仙台工場。 

基準ベンチマークとの差は、0.143－0.1848＝▲0.0418 

 

＜未達理由＞ 

基準ベンチマークに比べ、“0.042”未達であった。 

その理由としては、多品種少量生産により加熱・加工工程が増加したことやエネルギー効率が悪化したた

めである。 

 

 

 

 

 

 

２ 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関し、参考となる情報 

発電方式 発電効率 

（％） 

火力発電量に占める発電量比率 

（％） 

石炭による火力発電   

可燃性天然ガス及び

都市ガスによる 
火力発電 

  

石油その他の燃料に

よる火力発電 
  

備考 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電方式ごとの「発電効率」と「火力発電量に

占める発電量比率」を記入すること。 

 
設備の名称  

燃料種ごとの基本情報 

（①燃料種名、②年間使用量、③熱量構成比（％）、④原料原産国

（バイオマスのみ記入）） 

 

設備から得られた電気のエネルギー量（千 kWh）  

設備から得られた熱のエネルギーのうち熱として活用された量

（GJ） 

 

設備に投入したエネルギー量（GJ）  

 設備に投入した副生物のエネルギー量（GJ）  

 設備に投入したバイオマスのエネルギー量（GJ） 

備考 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電設備のうち、副生物又はバイオマスを投入

した発電設備については投入した副生物又はバイオマスのエネルギー量等、熱電併給型動力発生装置

については熱として活用した量等を記入すること。 
 

３ 電力供給業のベンチマーク指標の向上に関して共同で実施した措置に関し、参考となる情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関し、参考となる情報 

発電方式 発電効率 

（％） 

火力発電量に占める発電量比率 

（％） 

石炭による火力発電   

可燃性天然ガス及び

都市ガスによる 
火力発電 

  

石油その他の燃料に

よる火力発電 
  

備考 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電方式ごとの「発電効率」と「火力発電量に

占める発電量比率」を記入すること。 

 
設備の名称  

燃料種ごとの基本情報 

（①燃料種名、②年間使用量、③熱量構成比（％）、④原料原産国

（バイオマスのみ記入）） 

 

設備から得られた電気のエネルギー量（千 kWh）  

設備から得られた熱のエネルギーのうち熱として活用された量

（GJ） 

 

設備に投入したエネルギー量（GJ）  

 設備に投入した副生物のエネルギー量（GJ）  

 設備に投入したバイオマスのエネルギー量（GJ） 

備考 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電設備のうち、副生物又はバイオマスを投入

した発電設備については投入した副生物又はバイオマスのエネルギー量等、熱電併給型動力発生装置

については熱として活用した量等を記入すること。 
 

３ 電力供給業のベンチマーク指標の向上に関して共同で実施した措置に関し、参考となる情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関し、参考となる情報 

発電方式 発電効率 

（％） 

火力発電量に占める発電量比率 

（％） 

石炭による火力発電   

可燃性天然ガス及び

都市ガスによる 
火力発電 

  

石油その他の燃料に

よる火力発電 
  

備考 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電方式ごとの「発電効率」と「火力発電量に

占める発電量比率」を記入すること。 

 
設備の名称  

燃料種ごとの基本情報 

（①燃料種名、②年間使用量、③熱量構成比（％）、④原料原産国

（バイオマスのみ記入）） 

 

設備から得られた電気のエネルギー量（千 kWh）  

設備から得られた熱のエネルギーのうち熱として活用された量

（GJ） 

 

設備に投入したエネルギー量（GJ）  

 設備に投入した副生物のエネルギー量（GJ）  

 設備に投入したバイオマスのエネルギー量（GJ） 

備考 電力供給業のベンチマーク指標の算出に関して用いた発電設備のうち、副生物又はバイオマスを投入

した発電設備については投入した副生物又はバイオマスのエネルギー量等、熱電併給型動力発生装置

については熱として活用した量等を記入すること。 
 

３ 電力供給業のベンチマーク指標の向上に関して共同で実施した措置に関し、参考となる情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5

 

特定－第４表 事業者の過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位の変

化状況 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 ５年度間平均

原単位変化 

エネルギーの使用に係る原単

位 

      

 対前年度比（％）  Ⓙ-1 Ⓚ-1 Ⓛ-1 Ⓜ-1 
100.9 101.4 99.5 100.5 102.1 

連携省エネルギー措置を踏ま

えたエネルギーの使用に係る

原単位 

      

 対前年度比（％）  Ⓙ-2 Ⓚ-2 Ⓛ-2 Ⓜ-2  

99.8 101.3 

備考 特定－第３表１－１、１－２において事業分類ごとのエネルギーの使用に係る原単位の対前年度比の

寄与度から「事業者全体のエネルギーの使用に係る原単位の対前年度比（％）（Ⓩ-1）、（Ⓩ-2）」を求

めた場合は、対前年度比(％）のみ記入する。 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

 2014 年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018 年度 ５年度間平均原

単位変化 

電気需要平準化評価原単位     

 対前年度比（％）  Ⓙ’-1 Ⓚ’-1 Ⓛ’-1 Ⓜ’-1 
101.2 101.6 99.8 100.6 102.7 

連携省エネルギー措置を踏まえ

た電気需要平準化評価原単位 

      

 対前年度比（％）  Ⓙ’-2 Ⓚ’-2 Ⓛ’-2 Ⓜ’-2  

  99.9 100.8 

備考  特定－第３表２－１、２－２において事業分類ごとの電気需要平準化評価原単位の対前年度比の寄与

度から「事業者全体の電気需要平準化評価原単位の対前年度比（％）（Ⓩ’-1）、（Ⓩ’-2）」を求めた場

合は、対前年度比(％）のみ記入する。 

 

 

  

２ 電気需要平準化評価原単位

備考 特定－第３表２－１、２－２において事業分類ごとの電気需要平準化評価原単位
の対前年度比の寄与度から「事業者全体の電気需要平準化評価原単位の対前
年度比（％）（Ⓩ’-1）、（Ⓩ’-2）」を求めた場合は、対前年度比(％）のみ記入する。

９９％以下＝年平均１％以上低減

１ 事業者の過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位が年
平均１％以上改善できなかった場合（イ）又は事業者のエネル
ギーの使用に係る原単位が前年度に比べ改善できなかった場
合（ロ）の理由

備考（イ）及び（ロ）共に該当する場合、双方記載すること。

特定ー第５表
エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位
が改善できなかった場合の理由 

 

特定－第５表 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位が改善できなかった場合の理由 

１ 事業者の過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位が年平均１％以上改善できなかった場合（イ）

又は事業者のエネルギーの使用に係る原単位が前年度に比べ改善できなかった場合（ロ）の理由 

（イ）の理由 

連携省エネルギー措置を実施し、他社との連携を含めた全体的な省エネを実施したが、主力生産品目

の海外シフトや、収益改善のため限られた生産品目に絞った生産計画の変更の影響が大きく、2018
年度に原単位が悪化してしまった。 

 

 

 

 

（ロ）の理由 

主力生産品目の海外シフトに伴い生産量が減少したため、原単位が悪化した。 

 

 

 

 

 

備考 （イ）及び（ロ）共に該当する場合、双方記載すること。 

 

２ 事業者の過去５年度間の電気需要平準化評価原単位（連携省エネをしている場合は連携省エネに係る原

単位）が年平均１％以上改善できなかった場合（ハ）又は事業者の電気需要平準化評価原単位（連携省

エネをしている場合は連携省エネに係る原単位）が前年度に比べ改善できなかった場合（ニ）の理由 

（ハ）の理由 

連携省エネルギー措置を実施し、他社との連携を含めた全体的な省エネを実施したが、主力生産品目

の海外シフトや、収益改善のため限られた生産品目に絞った生産計画実施の影響がおおきく、2018
年度に原単位が悪化してしまった。電気需要平準化時間帯の電気使用量に重みづけがされたため、原

単位が悪化した。 

 

 

 

 

（ニ）の理由 

主力生産品目の海外シフトに伴い生産量が減少したため、原単位が悪化した。 

 

 

 

 

 

備考 （ハ）及び（二）共に該当する場合、双方記載すること。 

具体的に記載

理由は具体的に記載

 

特定－第４表 事業者の過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位の変

化状況 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 ５年度間平均

原単位変化 

エネルギーの使用に係る原単

位 

      

 対前年度比（％）  Ⓙ-1 Ⓚ-1 Ⓛ-1 Ⓜ-1 
100.9 101.4 99.5 100.5 102.1 

連携省エネルギー措置を踏ま

えたエネルギーの使用に係る

原単位 

      

 対前年度比（％）  Ⓙ-2 Ⓚ-2 Ⓛ-2 Ⓜ-2  

99.8 101.3 

備考 特定－第３表１－１、１－２において事業分類ごとのエネルギーの使用に係る原単位の対前年度比の

寄与度から「事業者全体のエネルギーの使用に係る原単位の対前年度比（％）（Ⓩ-1）、（Ⓩ-2）」を求

めた場合は、対前年度比(％）のみ記入する。 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

 2014 年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018 年度 ５年度間平均原

単位変化 

電気需要平準化評価原単位     

 対前年度比（％）  Ⓙ’-1 Ⓚ’-1 Ⓛ’-1 Ⓜ’-1 
101.2 101.6 99.8 100.6 102.7 

連携省エネルギー措置を踏まえ

た電気需要平準化評価原単位 

      

 対前年度比（％）  Ⓙ’-2 Ⓚ’-2 Ⓛ’-2 Ⓜ’-2  

  99.9 100.8 

備考  特定－第３表２－１、２－２において事業分類ごとの電気需要平準化評価原単位の対前年度比の寄与

度から「事業者全体の電気需要平準化評価原単位の対前年度比（％）（Ⓩ’-1）、（Ⓩ’-2）」を求めた場

合は、対前年度比(％）のみ記入する。 

 

 

  

１ エネルギーの使用に係る原単位

特定ー第４表 
事業者の過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位及び電
気需要平準化評価原単位の変化状況

備考 特定－第３表１－１、１－２において事業分類ごとのエネルギーの使用に係る原単位
の対前年度比の寄与度から「事業者全体のエネルギーの使用に係る原単位の対前
年度比（％）（Ⓩ-1）、（Ⓩ-2）」を求めた場合は、対前年度比(％）のみ記入する。

事業者全体の「エネルギー
の使用に係る原単位」の算
出が可能な場合は、記入

９９％以下＝年平均１％以上低減
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◆事業者全体の報告部分（特定－第８表～特定－第９表２）◆
※特定ー第８表については、２０１９年４月に改正される予定です。

１ エネルギーの使用の合理化に関する事項

２ 電気の需要の平準化に資する措置に関する事項

特定ー第９表
その他事業者が実施した措置

特定ー第８表
事業者のエネルギーの使用の合理化に関する判断の基準の遵守状況

 

特定－第８表 事業者のエネルギーの使用の合理化に関する判断の基準の遵守状況 

Ⅰ エネルギーの使用の合理化の基準 

ア．エネルギーの使用の合理化を図るための管理体制の整備状況 
■  整備している 

□  整備していない（整備完了予定年     年度） 

イ．エネルギー管理に係る責任者の配置状況 
■  配置している 

□  配置していない 

ウ．設置している工場等又は加盟している工場等におけるエネルギーの使用の合理

化の取組方針（エネルギーの使用の合理化に関する目標、設備の新設及び更新

に対する方針）（以下「取組方針」という。）の整備状況 

■  整備している 

□  一部整備している 

□  整備していない（整備完了予定年     年度） 

エ．設置している工場等又は加盟している工場等における取組方針の遵守確認及び

評価状況（評価結果が不十分である場合には、その改善の状況） 

■  実施している 

□  一部実施している 

□  実施していない 

オ．取組方針及び遵守状況の評価手法の精査、必要に応じた変更の状況 

■  実施している 

□  一部実施している 

□  実施していない 

カ．エネルギーの使用の合理化を図るために必要な資金・人材の確保の実施状況

■  実施している 

□  一部実施している 

□  実施していない 

キ．設置している工場等又は加盟している工場等における従業員への取組方針の周

知の実施状況及びエネルギーの使用の合理化に関する教育の実施状況 

■  実施している 

□  一部実施している 

□  実施していない 

ク．設置している工場等又は加盟している工場等に係る名称、所在地及びエネルギ

ー使用量を記載した書面並びにア．の管理体制、ウ．の取組方針及びエ．の遵

守状況・評価結果を記載した書面の作成、更新、保管状況 

■  整備している 

□  一部整備している 

□  整備していない（整備完了予定年     年度） 

Ⅱ エネルギーの使用の合理化の目標及び計画的に取り組むべき措置 

ISO50001 の活用状況 

□  認証取得している 

■  認証取得を検討している（取得予定年 2020 年度）  

□  検討していない 

 

特定－第９表 その他事業者が実施した措置 

１ エネルギーの使用の合理化に関する事項 

措 置 の 概 要 

・省エネ推進責任者会議（年６回）  
・省エネ事例発表会開催（年２回） 特に効果のあった優秀事例については社長表彰  

 
＜各工場で実施＞  

・省エネパトロール 職場における生産設備・空調・照明等の維持管理状況の確認 

・省エネ勉強会 省エネ推進メンバーを対象として実施  

・省エネ月間の推進（２月） 
 

 

＜仙台工場＞ 

・設備を集約化し生産プロセスを見直し、高効率ボイラー１基を導入し、生産効率を５％改善した。 

 

＜本社＞ 

・蛍光灯をＬＥＤ照明に順次切り替えを実施（導入率：80％） 

 

 

 

２ 電気の需要の平準化に資する措置に関する事項 

措 置 の 概 要 

＜仙台工場＞ 

・電気を大量に消費する一部の製品を夜間に生産している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定－第９表 その他事業者が実施した措置 

１ エネルギーの使用の合理化に関する事項 

措 置 の 概 要 

・省エネ推進責任者会議（年６回）  
・省エネ事例発表会開催（年２回） 特に効果のあった優秀事例については社長表彰  

 
＜各工場で実施＞  

・省エネパトロール 職場における生産設備・空調・照明等の維持管理状況の確認 

・省エネ勉強会 省エネ推進メンバーを対象として実施  

・省エネ月間の推進（２月） 
 

 

＜仙台工場＞ 

・設備を集約化し生産プロセスを見直し、高効率ボイラー１基を導入し、生産効率を５％改善した。 

 

＜本社＞ 

・蛍光灯をＬＥＤ照明に順次切り替えを実施（導入率：80％） 

 

 

 

２ 電気の需要の平準化に資する措置に関する事項 

措 置 の 概 要 

＜仙台工場＞ 

・電気を大量に消費する一部の製品を夜間に生産している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備の新設等を行った場合は、
省エネ効率・効果等を含め記載。
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◆事業者全体の報告部分（特定－第9表3～特定－第１1表）◆

3 新設した発電専用設備に関する事項（該当する事業者のみ記入）

4 バイオマス混焼を行う発電専用設備に関する事項（該当する事業
　者のみ記入）

特定ー第１０表
事業者の設置する工場等のうちエネルギー管理指定工場等、連鎖
化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定工場
等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の一覧

特定ー第１１表
現在エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工
場等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネル
ギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であって、エネ
ルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等の一覧

備考 １　電気事業法第２条第１項第１４号に定める発電事業の用に供する発電専用設
備であって、当該年度に運転開始したもののみ記入すること。ただし、離島に設
置したものは除く。

２　「燃料種ごとの基本情報」の欄には、新設時に想定する項目を記入すること。
３　「設計効率」の欄には、新設時に想定する定格時の発電効率を記入すること。
４　バイオマス燃料を混焼する場合のみ、「設計効率」の欄にはバイオマス燃料の

代わりに石炭等の化石燃料を使用することを想定した設計効率を記入し、括弧
内にバイオマス燃料を使用する場合の設計効率を記入すること

５　「設備から得られる電気のエネルギー量」「設備から得られる熱のエネルギーの
うち熱として活用された量」「設備に投入するエネルギー量」「設備に投入する
副生物のエネルギー量」「設備に投入するバイオマス燃料のエネルギー量」の
欄には、「設計効率」の欄に記入する発電効率の算出に関して用いた新設時に
想定する年間の量を記入すること。

備考 １　電気事業法第２条第１項第１４号に定める発電事業の用に供するバイオマス
混焼を行う発電専用設備であって、平成２８年度以降に運転開始したもののみ
記入すること。

２　「設計効率」の欄には、当該設備の新設時に報告した様式第９の特定－第９表
３の「設計効率」の欄又は様式第１１の特定－第９表３の「設計効率」の欄に
記入した数値を記入すること。

３　「設備から得られた電気のエネルギー量」「設備から得られた熱のエネルギーの
うち熱として活用された量」「設備に投入したエネルギー量」「設備に投入した
副生物のエネルギー量」「設備に投入したバイオマス燃料のエネルギー量」の
欄には、「月別実績効率」の「平均」の欄に記入する発電効率の算出に関して
用いた新設時に想定する年間の量を記入すること。

４　「月別実績効率」の欄には、バイオマス燃料を使用する場合の実績効率を記入
すること。

備考 １　本表に記載した工場等については、当該工場等ごとに指定－第１表から第１０
表までに定められた事項を報告すること。

２　備考１の報告の際には、指定－第１表から第１０表までの「エネルギー管理指
定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定
工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等」を「現在エネルギー管理指
定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定
工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場
等であって、エネルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等」とみ
なす。

３　備考１の報告の際には、指定－第１表の「エネルギー管理指定工場等番号」及
び「エネルギー管理者（員）の職名・氏名・連絡先」の欄は記入不要。

 

３ 新設した発電専用設備に関する事項（該当する事業者のみ記入） 

設備の名称  

設備を設置した工場等の名称  

設備を設置した工場等の所在地 〒 

運転開始年月日  

設備容量(kW）  

燃料種ごとの基本情報 

（①燃料種名、②年間使用量、③

熱量構成比（％）、④原料原産国（バ

イオマス燃料のみ記入）） 

 

 

 

 

 

設計効率（発電端・HHV)(％)  

設備から得られる電気のエネルギ

ー量(千 kWh) 

 

設備から得られる熱のエネルギー

のうち熱として活用された量(GJ) 

 

設備に投入するエネルギー量(GJ)  

 設備に投入する副生物のエネ

ルギー量(GJ) 

 

設備に投入するバイオマス燃

料のエネルギー量(GJ) 

 

発電専用設備の新設に当たっての

措置の適用に関する配慮事項 

 

備考 １ 電気事業法第２条第 1項第 14 号に定める発電事業の用に供する発電専用設備であって、当該年度

に運転開始したもののみ記入すること。ただし、離島に設置したものは除く。 

２ 「燃料種ごとの基本情報」の欄には、新設時に想定する項目を記入すること。 

３ 「設計効率」の欄には、新設時に想定する定格時の発電効率を記入すること。 

４ バイオマス燃料を混焼する場合のみ、「設計効率」の欄にはバイオマス燃料の代わりに石炭等の化

石燃料を使用することを想定した設計効率を記入し、括弧内にバイオマス燃料を使用する場合の

設計効率を記入すること 

５ 「設備から得られる電気のエネルギー量」「設備から得られる熱のエネルギーのうち熱として活用

された量」「設備に投入するエネルギー量」「設備に投入する副生物のエネルギー量」「設備に投

入するバイオマス燃料のエネルギー量」の欄には、「設計効率」の欄に記入する発電効率の算出に

関して用いた新設時に想定する年間の量を記入すること。 

 

４ バイオマス混焼を行う発電専用設備に関する事項（該当する事業者のみ記入） 

報告対象年度  

設備の名称  

設備を設置した工場等の名

称 

 

設備を設置した工場等の所

在地 

〒 

運転開始年月日  

設備容量（kW）  

設計効率(発電端・HHV)(％)  

燃料種ごとの基本情報 

（①燃料種名、②年間使用

量、③熱量構成比（％）、④

原料原産国（バイオマス燃

料のみ記入）） 

 

 

 

 

 

設備から得られた電気のエ

ネルギー量(千 kWh) 

 

設備から得られた熱のエネ

ルギーのうち熱として活用

された量(GJ) 

 

設備に投入したエネルギー

量(GJ) 

 

 設備に投入した副生物

のエネルギー量(GJ) 

 

設備に投入したバイオ

マス燃料のエネルギー

量(GJ) 

 

月別バイオマス燃料熱量構

成比（％） 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平均

             

月別実績効率（発電端・HHV）

（％） 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平均

             

備考 １ 電気事業法第２条第１項第 14 号に定める発電事業の用に供するバイオマス混焼を行う発電専用

設備であって、平成 28年度以降に運転開始したもののみ記入すること。 

２ 「設計効率」の欄には、当該設備の新設時に報告した様式第９の特定－第９表３の「設計効率」

の欄又は様式第 11の特定－第９表３の「設計効率」の欄 に記入した数値を記入すること。 

３ 「設備から得られた電気のエネルギー量」「設備から得られた熱のエネルギーのうち熱として活用

された量」「設備に投入したエネルギー量」「設備に投入した副生物のエネルギー量」「設備に投

入したバイオマス燃料のエネルギー量」の欄には、「月別実績効率」の「平均」の欄に記入する

発電効率の算出に関して用いた新設時に想定する年間の量を記入すること。 

４ 「月別実績効率」の欄には、バイオマス燃料を使用する場合の実績効率を記入すること。 

 

特定－第１０表 事業者の設置する工場等のうちエネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工

場等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の一覧 

現在の指定区分 

（指定区分に変更がある場合に

は、□を■とする） 

エネルギー

管理指定工

場等番号 

工場等の名

称 
工場等の所在地 

日本標準産業

分類における

細分類番号 

工場等に係

る事業の名

称 

第 一 種 

（指定区分の変更手続きが必要□） 

○○○○○ 高岡工場 

〒933-○○○○ 

富山県○○○○ 
2 2 2 1 製鋼・製鋼

圧延業 

第 一 種 

（指定区分の変更手続きが必要□） 
○○○○○ 仙台工場 

〒981-○○○○ 

宮城県○○○○ 
2 2 2 1 製鋼・製鋼

圧延業 

第 二 種 

（指定区分の変更手続きが必要□） 
○○○○○ 本社 

〒1○○-○○○○ 

東京都○○○○ 
2 2 0 0 

主として管

理事務を行

う本社等 

第  種 

（指定区分の変更手続きが必要□） 

  〒 

 

     

第  種 

（指定区分の変更手続きが必要□） 

  〒 

 

     

第  種 

（指定区分の変更手続きが必要□） 

  〒 

 

     

第  種 

（指定区分の変更手続きが必要□） 

  〒 

 

     

 

 

特定－第１１表 現在エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー

管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であ

って、エネルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等の一覧 

工場等の名称 工場等の所在地 
日本標準産業分類に

おける細分類番号 

工場等に係る

事業の名称 

エネルギーの使

用量（原油換算

kl） 

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

備考 １ 本表に記載した工場等については、当該工場等ごとに指定－第１表から第 10 表までに定められた

事項を報告すること。 

   ２ 備考１の報告の際には、指定－第１表から第 10表までの「エネルギー管理指定工場等、連鎖化エ

ネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定

工場等」を「現在エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネ

ルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であ

って、エネルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等」とみなす。 

   ３ 備考１の報告の際には、指定－第１表の「エネルギー管理指定工場等番号」及び「エネルギー管

理者（員）の職名・氏名・連絡先」の欄は記入不要。
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5

◆事業者全体の報告部分（特定－第１２表１～特定－第１２表5）◆

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供
給施設を設置している事業者に係る燃料の使用に伴って発生す
る二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量

備考 １　番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した排出量を記入すること。な
お、事業分類は、日本標準産業分類（細分類）ごととする。また、事業分類が４
分類以上になる場合には、項の追加を行うこと。

２　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
の欄には、特定－第１２表の１の備考４（１）に掲げる量を記載すること。

３　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
の算定は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づい
て行うこと。

３ 事業者の調整後温室効果ガス排出量　

備考 調整後温室効果ガス排出量の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるとこ
ろにより算定した量を記載する。

４の１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人
から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の温室効果ガ
ス算定排出量の算定に用いた係数

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定におい
て、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係
数について、当該係数の根拠及び係数の値を記載すること。

４の２ 調整後温室効果ガス排出量のうち、他人から供給された電気
の使用に伴う二酸化炭素の調整後温室効果ガス排出量の
算定に用いた係数

５ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定
方法又は係数と異なる算定方法又は係数の内容

備考 本表の各欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定において、他人から供給され
た電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係
数の根拠及び係数の値を記載すること。

備考 １　本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める
算定方法又は係数と異なる算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方
法又は係数の内容について説明すること。

２　他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた
係数については、特定－第１２表の４の１及び４の２に記載すること。

１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガ
ス算定排出量

特定ー第１２表
事業者の全体及び事業分類ごとのエネルギーの使用に伴っ
て発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量等

備考 １　排出年度の欄には、当該年度を記入すること。
２　番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した温室効果ガス算定排出量

を記載すること。なお、事業分類は、日本標準産業分類（細分類）ごととする。ま
た、事業分類が４分類以上になる場合には、項の追加を行うこと。

３　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
の算定は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づい
て行うこと。

４　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
の欄には、次に掲げる量（他人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）の
合計量を記載すること。
（１） 燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
（２） 他人から供給された電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
（３） 他人から供給された熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量

５　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
に、備考４（２）に掲げる量が含まれる場合は、本表に加えて特定－第１２表の４
の１及び４の２にも必要事項を記載すること。

６　本報告に係る事業者が、電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用
に供する熱供給施設を設置している場合は、本表に加えて特定－第１２表の２
に必要事項を記載すること。

７　特定連鎖化事業者にあっては、商標又は商号等の欄に当該連鎖化事業に係る
特定の商標、商号その他の表示について記載すること。

 排出年度=２０１８年度

※ 記載に当たっては、最新の温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル及び様式を
御確認ください。
　http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/manual

 

特定－第１２表 事業者の全体及び事業分類ごとのエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効

果ガス算定排出量等 
排出年度：2018 年度 

 
１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

番

号 事 業 分 類 エネルギーの使用に伴って 
発生する二酸化炭素 

事業者 
全体 

主たる事業 製鋼・製鋼圧延

業 

50,193 t-CO2

細分類番号 2 2 2 1

当該事業を 
所管する大臣

経済産業大臣 

商標又は 
商号等   

１ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 製鋼・製鋼圧延業 

45,174 t-CO2
細 分 類 番 号 2 2 2 1 

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 経済産業大臣 

２ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

主として管理事務を行

う本社等 

4,969
t-CO2

細 分 類 番 号 2 2 0 0 

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 経済産業大臣 

３ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

その他の管理、補助的経

済活動を行う事務所 

50
t-CO2

細 分 類 番 号 2 2 0 9 

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣  

備考 １ 排出年度の欄には、当該年度を記入すること。 

２ 番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した温室効果ガス算定排出量を記載すること。なお、

事業分類は、日本標準産業分類（細分類）ごととする。また、事業分類が４分類以上になる場合には、

項の追加を行うこと。 

３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定は、地球温暖化対策

の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づいて行うこと。 

４ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、次に掲げる量（他

人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）の合計量を記載すること。 

（１） 燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 

（２） 他人から供給された電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 

（３） 他人から供給された熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 

   ５ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量に、備考４（２）に掲げる

量が含まれる場合は、本表に加えて特定－第 12 表の４の１及び４の２にも必要事項を記載すること。 

６ 本報告に係る事業者が、電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設を設置

している場合は、本表に加えて特定－第 12 表の２に必要事項を記載すること。 

７ 特定連鎖化事業者にあっては、商標又は商号等の欄に当該連鎖化事業に係る特定の商標、商号その他

の表示について記載すること。 

 

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設を設置している事業者に係る燃料

の使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 
番

号 事 業 分 類 エネルギーの使用に伴って 
発生する二酸化炭素 

事業者 
全体 

主たる事業  

 t-CO2
細分類番号     

当該事業を所

管する大臣  

１ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

２ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

３ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

備考１ 番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した排出量を記入すること。なお、事業分類は、

日本標準産業分類（細分類）ごととする。また、事業分類が４分類以上になる場合には、項の追

加を行うこと。 

２ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、特定－第 12

表の１の備考４（１）に掲げる量を記載すること。 

３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定は、地球温暖化

対策の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づいて行うこと。 

 
３ 事業者の調整後温室効果ガス排出量 

調整後温室効果ガス排出量 40,093 t-CO2

備考 調整後温室効果ガス排出量の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより算定した量を

記載する。 
 
 

 

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設を設置している事業者に係る燃料

の使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 
番

号 事 業 分 類 エネルギーの使用に伴って 
発生する二酸化炭素 

事業者 
全体 

主たる事業  

 t-CO2
細分類番号     

当該事業を所

管する大臣  

１ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

２ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

３ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

備考１ 番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した排出量を記入すること。なお、事業分類は、

日本標準産業分類（細分類）ごととする。また、事業分類が４分類以上になる場合には、項の追

加を行うこと。 

２ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、特定－第 12

表の１の備考４（１）に掲げる量を記載すること。 

３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定は、地球温暖化

対策の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づいて行うこと。 

 
３ 事業者の調整後温室効果ガス排出量 

調整後温室効果ガス排出量 40,093 t-CO2

備考 調整後温室効果ガス排出量の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより算定した量を

記載する。 
 
 

 

４の１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二

酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000489 t-CO2/kWh A 社の基礎排出係数 A 社電力管内の事業所 

0.000482 B 社の基礎排出係数 B 社電力管内の事業所 

0.000653 C 社の基礎排出係数 C 社電力管内の事業所 

0.000438 D 社の基礎排出係数 高岡工場の「その他：上記以外

の買電」に適用 

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定において、他人から供給さ

れた電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数

の値を記載すること。 
 
４の２ 調整後温室効果ガス排出量のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の調整後温

室効果ガス排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000485 t-CO2/kWh A 社の調整後排出係数 A 社電力管内の事業所 

0.000467 B 社の調整後排出係数 B 社電力管内の事業所 

0.000643 C 社の調整後排出係数 C 社電力管内の事業所 

0.000431 D 社の調整後排出係数 高岡工場の「その他：上記以外

の買電」に適用 

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定において、他人から供給された電気の使用に伴

う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を記載すること。 

 

４の１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二

酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000489 t-CO2/kWh A 社の基礎排出係数 A 社電力管内の事業所 

0.000482 B 社の基礎排出係数 B 社電力管内の事業所 

0.000653 C 社の基礎排出係数 C 社電力管内の事業所 

0.000438 D 社の基礎排出係数 高岡工場の「その他：上記以外

の買電」に適用 

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定において、他人から供給さ

れた電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数

の値を記載すること。 
 
４の２ 調整後温室効果ガス排出量のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の調整後温

室効果ガス排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000485 t-CO2/kWh A 社の調整後排出係数 A 社電力管内の事業所 

0.000467 B 社の調整後排出係数 B 社電力管内の事業所 

0.000643 C 社の調整後排出係数 C 社電力管内の事業所 

0.000431 D 社の調整後排出係数 高岡工場の「その他：上記以外

の買電」に適用 

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定において、他人から供給された電気の使用に伴

う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を記載すること。 

 

５ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異なる算定方法又は

係数の内容 
 
 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数

と異なる算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方法又は係数の内容について説明するこ

と。 
２ 他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数については、特

定－第 12表の４の１及び４の２に記載すること。 
 
６の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量の量 

種  別 合 計 量 

１． オフセット・クレジット（J-VER） 10,100 t-CO2 

２．  t-CO2 

３．  t-CO2 

４．  t-CO2 

  
備考 本表の各欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種別ごとの合計量並び

に環境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の種別ごとの合計量を記載すること。併

せて、特定－第 12表の６の２に、本欄に記載した国内認証排出削減量に係る情報を、特定－第 12

表の６の３に、本欄に記載した海外認証排出削減量に係る情報を記載すること。 
 

特定連鎖化事業者の場合のみ記入

自社として使用したエネル
ギー量から算出
※連携分は加味しません。
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◆事業者全体の報告部分（特定－第１２表６の1～特定－第１２表７）◆

７ 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無

６の３ 海外認証排出削減量に係る情報

備考 １　本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。
２　算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加

を行うこと。
３　識別番号の欄には、無効化した海外認証排出削減量を識別する番号の全て

（制度記号、ホスト国名コード、クレジット発行国名コード、クレジットブロックの
ユニット開始番号、クレジットブロックのユニット終了番号、プロジェクト番号、ク
レジット発行回数、クレジット発行年、排出削減年を示す、アルファベット、記号
及び数字）を記載すること。

４　無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。
５　本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、事業者が無効化を行っ

たことを確認できる資料を添付すること。

６の２ 国内認証排出削減量に係る情報

備考 １　本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。
２　算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加

を行うこと。
３　国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。
４　クレジット特定番号等の欄には、無効化又は移転した国内認証排出削減量を

特定する番号を、クレジットブロックのユニット開始番号とユニット終了番号を
「～」でつなぐことにより記載すること。

５　無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上
に記載された移転の日付を記載すること。

６　無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。
７　本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、事業者が無効化又は

移転を行ったことを確認できる資料を添付すること。

備考 １　本報告が地球温暖化対策の推進に関する法律第２７条第１項の請求に係るも
のである場合は、左欄「１．有」に○をすること。

２　同法第３２条第１項の規定による情報の提供がある場合は右欄「１．有」に○を
すること。

３　本表の「１．有」に該当する場合は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基
づく命令に定める書類を本報告に添付すること。

６の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削
減量及び海外認証排出削減量の量

備考 本表の各欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種
別ごとの合計量並びに環境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減
量の種別ごとの合計量を記載すること。併せて、特定－第１２表の６の２に、本欄に
記載した国内認証排出削減量に係る情報を、特定－第１２表の６の３に、本欄に記
載した海外認証排出削減量に係る情報を記載すること。

 

５ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異なる算定方法又は

係数の内容 
 
 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数

と異なる算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方法又は係数の内容について説明するこ

と。 
２ 他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数については、特

定－第 12表の４の１及び４の２に記載すること。 
 
６の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量の量 

種  別 合 計 量 

１． オフセット・クレジット（J-VER） 10,100 t-CO2 

２．  t-CO2 

３．  t-CO2 

４．  t-CO2 

  
備考 本表の各欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種別ごとの合計量並び

に環境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の種別ごとの合計量を記載すること。併

せて、特定－第 12表の６の２に、本欄に記載した国内認証排出削減量に係る情報を、特定－第 12

表の６の３に、本欄に記載した海外認証排出削減量に係る情報を記載すること。 
 

 

６の２ 国内認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別 オフセット・クレジット（J-VER） 

クレジット特定番号等 

無効化日 

又は 

移転日 

無効化量 

又は 

移転量 

JP-000-000-000-001～

JP-000-000-000-010 
○○年○月○日 100 t-CO2 

～   t-CO2 

～   t-CO2 

～   t-CO2 

合  計  量 100 t-CO2 

備考 １ 本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
   ２ 算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 

３ 国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。 
４ クレジット特定番号等の欄には、無効化又は移転した国内認証排出削減量を特定する番号を、ク

レジットブロックのユニット開始番号とユニット終了番号を「～」でつなぐことにより記載する

こと。 
５ 無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上に記載された移転

の日付を記載すること。 
６ 無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。 
７ 本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、事業者が無効化又は移転を行ったことを

確認できる資料を添付すること。 
 
６の３ 海外認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

識別番号 無効化日 無効化量 

 
  t-CO2 

 
  t-CO2 

 
  t-CO2 

 
  t-CO2 

合  計  量  t-CO2 

備考 １ 本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
   ２ 算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 
   ３ 識別番号の欄には、無効化した海外認証排出削減量を識別する番号の全て（制度記号、ホスト

国名コード、クレジット発行国名コード、クレジットブロックのユニット開始番号、クレジッ

トブロックのユニット終了番号、プロジェクト番号、クレジット発行回数、クレジット発行年、

排出削減年を示す、アルファベット、記号及び数字）を記載すること。 
４ 無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。 
５ 本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、事業者が無効化を行ったことを確認でき

る資料を添付すること。 

 

６の２ 国内認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別 オフセット・クレジット（J-VER） 

クレジット特定番号等 

無効化日 

又は 

移転日 

無効化量 

又は 

移転量 

JP-000-000-000-001～

JP-000-000-000-010 
○○年○月○日 100 t-CO2 

～   t-CO2 

～   t-CO2 

～   t-CO2 

合  計  量 100 t-CO2 

備考 １ 本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
   ２ 算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 

３ 国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。 
４ クレジット特定番号等の欄には、無効化又は移転した国内認証排出削減量を特定する番号を、ク

レジットブロックのユニット開始番号とユニット終了番号を「～」でつなぐことにより記載する

こと。 
５ 無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上に記載された移転

の日付を記載すること。 
６ 無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。 
７ 本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、事業者が無効化又は移転を行ったことを

確認できる資料を添付すること。 
 
６の３ 海外認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

識別番号 無効化日 無効化量 

 
  t-CO2 

 
  t-CO2 

 
  t-CO2 

 
  t-CO2 

合  計  量  t-CO2 

備考 １ 本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
   ２ 算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 
   ３ 識別番号の欄には、無効化した海外認証排出削減量を識別する番号の全て（制度記号、ホスト

国名コード、クレジット発行国名コード、クレジットブロックのユニット開始番号、クレジッ

トブロックのユニット終了番号、プロジェクト番号、クレジット発行回数、クレジット発行年、

排出削減年を示す、アルファベット、記号及び数字）を記載すること。 
４ 無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。 
５ 本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、事業者が無効化を行ったことを確認でき

る資料を添付すること。 

 

７ 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無 

権利利益の保護に係る請求の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
○2 ．無 

その他の関連情報の提供の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
○2 ．無 

備考 １ 本報告が地球温暖化対策の推進に関する法律第27条第１項の請求に係るものである場合は、
左欄「１．有」に○をすること。 

２ 同法第32条第１項の規定による情報の提供がある場合は右欄「１．有」に○をすること。 
３ 本表の「１．有」に該当する場合は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定

める書類を本報告に添付すること。

 

認定－第１表 事業者の名称等 

認定管理統括事業者番号 

又は管理関係事業者番号 
×・×・・・・ 

特定排出者番号 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

事業者の名称 ○○鋼材株式会社 

法人番号 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

主たる事務所の所在地 

〒4○○－○○○○ 

神奈川県○○○○ 

 

 

代表者の役職名 代表取締役 

代表者の氏名 経産 三郎 

主たる事業 鋼管製造業 

細分類番号 2 2 3 4 

 

前回報告からの事業者の名称及び所在地についての変更の有無         有・無 

有の場合 

変更前の事業者の名称 ：                               

 

変更前の事業者の所在地 ：〒                             

 備考 「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、行っている事業について、日本標準産業分類の

細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。 

◆事業者（認定管理統括事業者又は管理関係事業者）ごとの報告部分（認定－総括表～認定－第１表）◆
認定ー総括表
認定管理統括事業者及び管理関係事業者において、エネルギー
の使用量が令第２条第１項に定める数値以上の事業者の一覧

認定ー第１表
事業者の名称等

１ 認定管理統括事業者

備考「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、行っている事業について、日本標準産
業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入すること。

 

認定－総括表 認定管理統括事業者及び管理関係事業者において、エネ

ルギーの使用量が令第２条第１項に定める数値以上の事

業者の一覧 

１ 認定管理統括事業者 

認定管理統括事業者番号 認定管理統括事業者の名称 

×××・・・× 株式会社 ○△□工業 

 

２ 管理関係事業者 

管理関係事業者番号 管理関係事業者の名称 

×・×・・・・ ○○鋼材株式会社 

×・・×・・× 株式会社 ○▲ 

×・××・・・ ×▲物産 

  

  

 

認定管理統括事業者の場合は、エネルギー

の使用量が年度で 1500kl を超える事業者

の分、認定表を提出 
※認定総括表は１つで構いません。 

 

認定－総括表 認定管理統括事業者及び管理関係事業者において、エネ

ルギーの使用量が令第２条第１項に定める数値以上の事

業者の一覧 

１ 認定管理統括事業者 

認定管理統括事業者番号 認定管理統括事業者の名称 

×××・・・× 株式会社 ○△□工業 

 

２ 管理関係事業者 

管理関係事業者番号 管理関係事業者の名称 

×・×・・・・ ○○鋼材株式会社 

×・・×・・× 株式会社 ○▲ 

×・××・・・ ×▲物産 

  

  

 

認定管理統括事業者の場合は、エネルギー

の使用量が年度で 1500kl を超える事業者

の分、認定表を提出 
※認定総括表は１つで構いません。 

２ 管理関係事業者

数字を○で囲う数字を○で囲う

認定管理統括事業者の場合は、エネルギー
の使用量が年１，５００kℓを超える事業者の
分、認定表を提出。
※認定総括表は１つで構いません。

年度のエネルギー使用量が
１，５００ｋℓを超える場合記入
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◆事業者（認定管理統括事業者又は管理関係事業者）ごとの報告部分（認定－第2表～認定－第４表）◆
認定ー第２表
事業者のエネルギーの使用量等
１ エネルギーの使用量及び連携省エネルギー措置を踏まえたエネル

ギーの使用量等
 

認定－第２表 事業者のエネルギーの使用量等 

１ エネルギーの使用量及び連携省エネルギー措置を踏まえたエネルギーの使用量等 

エネルギーの種類 単位

  年度 

使用量 
販売した副生エネル

ギーの量 

購入した未利用熱

の量 
換算係数 

連携省エネルギー措置

を踏まえた使用量 

数値 熱量 GJ 数値 熱量 GJ 数値 熱量 GJ 数値 単位 数値 熱量 GJ 

燃 
 

料 
 

及 
 

び 
 

熱 

原油（コンデンセートを除

く。） 
kl 

       
kl 

  

連携分 kl        kl   

原油のうちコンデンセート

（NGL） 
kl 

       
kl 

  

連携分 kl        kl   

揮発油 kl        kl   

連携分 kl        kl   

ナフサ kl        kl   

連携分 kl        kl   

灯油 kl        kl   

連携分 kl        kl   

軽油 kl        kl   

連携分 kl        kl   

Ａ重油 kl 1,000 31,100      kl   

連携分 kl        kl   

Ｂ・Ｃ重油 kl        kl   

連携分 kl        kl   

石油アスファルト ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

石油コークス ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

石油ガス 

液化石油ガス 

（ＬＰＧ） 
ｔ 

500 25,400     
 ｔ 

  

連携分 ｔ        ｔ   

石油系炭化 

水素ガス 
千ｍ３

      
 千ｍ３ 

  

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

可燃性天然ガ

ス 

液化天然ガス 

（ＬＮＧ） 
ｔ 

      
 ｔ 

  

連携分 ｔ        ｔ   

その他可燃性 

天然ガス 
千ｍ３

      
 千ｍ３ 

  

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

石炭 

原料炭 ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

一般炭 ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

無煙炭 ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

石炭コークス ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

コールタール ｔ        ｔ   

連携分 ｔ        ｔ   

コークス炉ガス 千ｍ３        千ｍ３   

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

高炉ガス 千ｍ３        千ｍ３   

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

転炉ガス 千ｍ３        千ｍ３   

連携分 千ｍ３        千ｍ３    

その他の 

燃料 

都市ガス 千ｍ３        千ｍ３   

連携分 千ｍ３        千ｍ３   

（    ）  
          

連携分  
          

産業用蒸気 GJ 1,500 1,530      GJ   

連携分 GJ        GJ   

産業用以外の蒸気 GJ        GJ   

連携分 GJ        GJ   

温水 GJ        GJ   

連携分 GJ        GJ   

冷水 GJ        GJ   

連携分 GJ        GJ   

小計 GJ  66,030      GJ   

連携分 GJ        GJ   

電 

気 

電気 

事業

者 

昼間買電 千 kWh 2,000 19,940      千 kWh   

連携分 千 kWh        千 kWh   

 

夏期・冬期における 

電気需要平準化時間

帯 

千 kWh （1,200） （11,964）

   

 

 

千 kWh 

  

 連携分 千 kWh        千 kWh   

夜間買電 千 kWh 3,000 27,840      千 kWh   

連携分 千 kWh        千 kWh   

その

他 

上記以外の買電 千 kWh        千 kWh   

連携分 千 kWh        千 kWh   

自家発電 千 kWh        千 kWh   

連携分 千 kWh        千 kWh   

小計 千 kWh 5,000 47,780      千 kWh   

連携分 千 kWh        千 kWh   

合 計 GJ 113,810         

うち連携分          

 原油換算 kl  Ⓢ-1 2,936  Ⓣ   Ⓣ’     Ⓢ-2  

うち連携分          

前年度原油換算 kl          

うち連携分          

対前年度比（％）          

うち連携分          

備考 「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」については、昼間買電の内数であるため「（ ）」としている。「電気」の

「小計」で重複計上しないこと。備考「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」については、昼間買電の内数である
ため「（　）」としている。「電気」の「小計」で重複計上しないこと。

２ 連携省エネルギー措置の実績
（１）連携省エネルギー措置に係るエネルギー使用量の合計と省エ

ネ効果

（２）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネル
ギー使用量の算出の方法

（３）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネル
ギー使用量等

 

２ 連携省エネルギー措置の実績 

（１）連携省エネルギー措置に係るエネルギー使用量の合計と省エネ効果 

  

 

（２）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量の算出の方法 

 

（３）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量等 

 

エネルギーの種類 
換算係数 

連携省エネルギー

措置に係る実際の

エネルギー使用量

連携省エネルギー

措置に係る換算係

数 

連携省エネルギー

措置に関して使用

したこととされる

エネルギー使用量

数値 単位 数値 熱量 GJ 数値 単位 数値 熱量 GJ

         

         

         

         

         

 

２ 連携省エネルギー措置の実績 

（１）連携省エネルギー措置に係るエネルギー使用量の合計と省エネ効果 

  

 

（２）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量の算出の方法 

 

（３）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量等 

 

エネルギーの種類 
換算係数 

連携省エネルギー

措置に係る実際の

エネルギー使用量

連携省エネルギー

措置に係る換算係

数 

連携省エネルギー

措置に関して使用

したこととされる

エネルギー使用量

数値 単位 数値 熱量 GJ 数値 単位 数値 熱量 GJ

         

         

         

         

         

 

２ 連携省エネルギー措置の実績 

（１）連携省エネルギー措置に係るエネルギー使用量の合計と省エネ効果 

  

 

（２）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量の算出の方法 

 

（３）連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー使用量等 

 

エネルギーの種類 
換算係数 

連携省エネルギー

措置に係る実際の

エネルギー使用量

連携省エネルギー

措置に係る換算係

数 

連携省エネルギー

措置に関して使用

したこととされる

エネルギー使用量

数値 単位 数値 熱量 GJ 数値 単位 数値 熱量 GJ

         

         

         

         

         

認定ー第３表
事業者の設置する工場等のうちエネルギー管理指定工場等、連鎖
化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定工
場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の一覧

認定ー第４表
現在エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場
等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー
管理指定工場等の指定を受けていない工場等であって、エネル
ギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等の一覧

 

認定－第３表 事業者の設置する工場等のうちエネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場

等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の一覧 

現在の指定区分 

（指定区分に変更がある場合に

は、□を■とする） 

エネルギー

管理指定工

場等番号 

工場等の名

称 
工場等の所在地 

日本標準産業

分類における

細分類番号 

工場等に係

る事業の名

称 

第 二 種 

（指定区分の変更手続きが必要
□） 

×××××

×× 
本社兼工場 

〒4○○－○○○○ 

 
2 2 3 4 鋼管製造業

第  種 

（指定区分の変更手続きが必要

□） 

  〒 

 

     

第  種 

（指定区分の変更手続きが必要

□） 

  〒 

 

     

 
認定－第４表 現在エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管

理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であって、

エネルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等の一覧 

工場等の名称 工場等の所在地 
日本標準産業分類に

おける細分類番号 

工場等に係る

事業の名称 

エネルギーの使

用量（原油換算

kl） 

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

備考 １ 本表に記載した工場等については、当該工場等ごとに指定－第１表から第 10 表までに定められた

事項を報告すること。 

２ 備考１の報告の際には、指定－第１表から第 10 表までの「エネルギー管理指定工場等、連鎖化エ

ネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定

工場等」を「現在エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネ

ルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であ

って、エネルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等」とみなす。 

３ 備考１の報告の際には、指定－第１表の「エネルギー管理指定工場等番号」及び「エネルギー管

理者（員）の職名・氏名・連絡先」の欄は記入不要。 

 

認定－第３表 事業者の設置する工場等のうちエネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場

等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の一覧 

現在の指定区分 

（指定区分に変更がある場合に

は、□を■とする） 

エネルギー

管理指定工

場等番号 

工場等の名

称 
工場等の所在地 

日本標準産業

分類における

細分類番号 

工場等に係

る事業の名

称 

第 二 種 

（指定区分の変更手続きが必要
□） 

×××××

×× 
本社兼工場 

〒4○○－○○○○ 

 
2 2 3 4 鋼管製造業

第  種 

（指定区分の変更手続きが必要

□） 

  〒 

 

     

第  種 

（指定区分の変更手続きが必要

□） 

  〒 

 

     

 
認定－第４表 現在エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管

理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であって、

エネルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等の一覧 

工場等の名称 工場等の所在地 
日本標準産業分類に

おける細分類番号 

工場等に係る

事業の名称 

エネルギーの使

用量（原油換算

kl） 

 〒 

 

      

 〒 

 

      

 〒 

 

      

備考 １ 本表に記載した工場等については、当該工場等ごとに指定－第１表から第 10 表までに定められた

事項を報告すること。 

２ 備考１の報告の際には、指定－第１表から第 10 表までの「エネルギー管理指定工場等、連鎖化エ

ネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定

工場等」を「現在エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネ

ルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等であ

って、エネルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等」とみなす。 

３ 備考１の報告の際には、指定－第１表の「エネルギー管理指定工場等番号」及び「エネルギー管

理者（員）の職名・氏名・連絡先」の欄は記入不要。 

備考 １　本表に記載した工場等については、当該工場等ごとに指定－第１表から第１０
表までに定められた事項を報告すること。

２　備考１の報告の際には、指定－第１表から第１０表までの「エネルギー管理指定
工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定工
場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等」を「現在エネルギー管理指定
工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定工
場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の指定を受けていない工場等
であって、エネルギーの使用量が令第６条に定める数値以上の工場等」とみなす。

３　備考１の報告の際には、指定－第１表の「エネルギー管理指定工場等番号」及
び「エネルギー管理者（員）の職名・氏名・連絡先」の欄は記入不要。

2018

連携していない場合、提出不要
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5

 
認定－第５表 事業者の全体及び事業分類ごとのエネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガ

ス算定排出量等 
排出年度：2018 年度 

 
１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

番

号 事 業 分 類 エネルギーの使用に伴って 
発生する二酸化炭素 

事業者 
全体 

主たる事業 鋼管製造業 

6,729 t-CO2

細分類番号 2 2 3 4

当該事業を 
所管する大臣 経済産業大臣 

商標又は 
商号等  

１ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

t-CO2
細 分 類 番 号     
当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

２ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

t-CO2

細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

３ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

t-CO2

細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

備考 １ 排出年度の欄には、当該年度を記入すること。 
２ 番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した温室効果ガス算定排出量を記載すること。なお、

事業分類は、日本標準産業分類（細分類）ごととする。また、事業分類が４分類以上になる場合には、

項の追加を行うこと。 
３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定は、地球温暖化対策

の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づいて行うこと。 
４ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、次に掲げる量（他

人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）の合計量を記載すること。 
（１） 燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 
（２） 他人から供給された電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 
（３） 他人から供給された熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 

５ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量に、備考４（２）に掲げる  
量が含まれる場合は、本表に加えて認定－第５表の４の１及び４の２にも必要事項を記載すること。 

６ 本報告に係る特定排出者が、電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設を

設置している場合は、本表に加えて認定－第５表の２に必要事項を記載すること。 
７ 特定連鎖化事業者にあっては、商標又は商号等の欄に当該連鎖化事業に係る特定の商標、商号その他

の表示について記載すること。 

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱
供給施設を設置している特定排出者に係る燃料の使用に伴っ
て発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量

◆事業者（認定管理統括事業者又は管理関係事業者）ごとの報告部分（認定－第５表１～認定－第５表５）◆

１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス
算定排出量

認定ー第５表
事業者の全体及び事業分類ごとのエネルギーの使用に伴って発
生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量等

備考 １　排出年度の欄には、当該年度を記入すること。
２　番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した温室効果ガス算定排出量

を記載すること。なお、事業分類は、日本標準産業分類（細分類）ごととする。ま
た、事業分類が４分類以上になる場合には、項の追加を行うこと。

３　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
の算定は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づい
て行うこと。

４　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
の欄には、次に掲げる量（他人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）の
合計量を記載すること。
（１） 燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
（２） 他人から供給された電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
（３） 他人から供給された熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量

５　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
に、備考４（２）に掲げる量が含まれる場合は、本表に加えて認定－第５表の４の
１及び４の２にも必要事項を記載すること。

６　本報告に係る特定排出者が、電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業
の用に供する熱供給施設を設置している場合は、本表に加えて認定－第５表の
２に必要事項を記載すること。

７　特定連鎖化事業者にあっては、商標又は商号等の欄に当該連鎖化事業に係る
特定の商標、商号その他の表示について記載すること。

 排出年度=２０１８年度

 

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設を設置している特定排出者に係る

燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 
番

号 事 業 分 類 エネルギーの使用に伴って 
発生する二酸化炭素 

事業者 
全体 

主たる事業  

 t-CO2
細分類番号     

当該事業を所

管する大臣  

１ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

２ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

３ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

備考 １ 番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した排出量を記入すること。なお、事業分類は、日

本標準産業分類（細分類）ごととする。また、事業分類が４分類以上になる場合には、項の追加を行

うこ  と。 
２ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、認定－第５表の

１の備考４（１）に掲げる量を記載すること。 
３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定は、地球温暖化対策

の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づいて行うこと。 
 
３ 事業者の調整後温室効果ガス排出量 

調整後温室効果ガス排出量 6,669 t-CO2

備考 調整後温室効果ガス排出量の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより算定した量を記載

する。 
 
 

備考 １　番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した排出量を記入すること。な
お、事業分類は、日本標準産業分類（細分類）ごととする。また、事業分類が４
分類以上になる場合には、項の追加を行うこと。

２　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
の欄には、認定－第５表の１の備考４（１）に掲げる量を記載すること。

３　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
の算定は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づい
て行うこと。

３ 事業者の調整後温室効果ガス排出量

４の１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人
から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の温室効果ガ
ス算定排出量の算定に用いた係数

４の２ 調整後温室効果ガス排出量のうち、他人から供給された電気
の使用に伴う二酸化炭素の調整後温室効果ガス排出量の
算定に用いた係数

５ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算
定方法又は係数と異なる算定方法又は係数の内容

 

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設を設置している特定排出者に係る

燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 
番

号 事 業 分 類 エネルギーの使用に伴って 
発生する二酸化炭素 

事業者 
全体 

主たる事業  

 t-CO2
細分類番号     

当該事業を所

管する大臣  

１ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

２ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

３ 

工場等に係る 
事 業 の 名 称 

 

 t-CO2
細 分 類 番 号     

当 該 事 業 を 
所 管 す る 大 臣 

 

備考 １ 番号１から３までの項には、事業分類ごとに合計した排出量を記入すること。なお、事業分類は、日

本標準産業分類（細分類）ごととする。また、事業分類が４分類以上になる場合には、項の追加を行

うこ  と。 
２ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、認定－第５表の

１の備考４（１）に掲げる量を記載すること。 
３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定は、地球温暖化対策

の推進に関する法律に基づく命令の規定に基づいて行うこと。 
 
３ 事業者の調整後温室効果ガス排出量 

調整後温室効果ガス排出量 6,669 t-CO2

備考 調整後温室効果ガス排出量の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより算定した量を記載

する。 
 
 

備考 調整後温室効果ガス排出量の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるとこ
ろにより算定した量を記載する。

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定におい
て、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係
数について、当該係数の根拠及び係数の値を記載すること

備考 本表の各欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定において、他人から供給され
た電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係
数の根拠及び係数の値を記載すること。

備考 １　本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める
算定方法又は係数と異なる算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方法
又は係数の内容について説明すること。

２　他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係
数については、認定－第５表の４の１及び４の２に記載すること。

 

４の１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二

酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000489 t-CO2/kWh A 社の基礎排出係数 A 社電力管内の事業所 

   

   

   

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定において、他人から供給された

電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を

記載すること。 
 
４の２ 調整後温室効果ガス排出量のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の調整後温

室効果ガス排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000485 t-CO2/kWh A 社の調整後排出係数 A 社電力管内の事業所 

   

   

   

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定において、他人から供給された電気の使用に伴う二

酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を記載すること。 
 

 

４の１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二

酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000489 t-CO2/kWh A 社の基礎排出係数 A 社電力管内の事業所 

   

   

   

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定において、他人から供給された

電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を

記載すること。 
 
４の２ 調整後温室効果ガス排出量のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の調整後温

室効果ガス排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000485 t-CO2/kWh A 社の調整後排出係数 A 社電力管内の事業所 

   

   

   

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定において、他人から供給された電気の使用に伴う二

酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を記載すること。 
 

 

５ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異なる算定方法又は

係数の内容 
 
 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異

なる算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方法又は係数の内容について説明すること。 
２ 他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数については、認定－

第５表の４の１及び４の２に記載すること。 
 
６の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量の量 

種  別 合 計 量 

１．   t-CO2

２．  t-CO2

３．  t-CO2

４．  t-CO2

  
備考 本表の各欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種別ごとの合計量並びに環

境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の種別ごとの合計量を記載すること。併せて、認

定－第５表の６の２に、本欄に記載した国内認証排出削減量に係る情報を、認定－第５表の６の３に、

本欄に記載した海外認証排出削減量に係る情報を記載すること。 
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６の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削
減量及び海外認証排出削減量の量

◆事業者（認定管理統括事業者又は管理関係事業者）ごとの報告部分（認定－第５表６の１～認定－第５表７）◆

備考 本表の各欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種
別ごとの合計量並びに環境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減
量の種別ごとの合計量を記載すること。併せて、認定－第５表の６の２に、本欄に
記載した国内認証排出削減量に係る情報を、認定－第５表の６の３に、本欄に記載
した海外認証排出削減量に係る情報を記載すること。

 

５ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異なる算定方法又は

係数の内容 
 
 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異

なる算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方法又は係数の内容について説明すること。 
２ 他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数については、認定－

第５表の４の１及び４の２に記載すること。 
 
６の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量の量 

種  別 合 計 量 

１．   t-CO2

２．  t-CO2

３．  t-CO2

４．  t-CO2

  
備考 本表の各欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種別ごとの合計量並びに環

境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の種別ごとの合計量を記載すること。併せて、認

定－第５表の６の２に、本欄に記載した国内認証排出削減量に係る情報を、認定－第５表の６の３に、

本欄に記載した海外認証排出削減量に係る情報を記載すること。 

 

６の２ 国内認証排出削減量に係る情報

６の３ 海外認証排出削減量に係る情報

備考 １　本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。
２　算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加

を行うこと。
３　国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。
４　クレジット特定番号等の欄には、無効化又は移転した国内認証排出削減量を

特定する番号を、クレジットブロックのユニット開始番号とユニット終了番号を
「～」でつなぐことにより記載すること。

５　無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上
に記載された移転の日付を記載すること。

６　無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。
７　本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、特定排出者が無効化

又は移転を行ったことを確認できる資料を添付すること。

備考 １　本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。
２　算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加

を行うこと。
３　識別番号の欄には、無効化した海外認証排出削減量を識別する番号の全て

（制度記号、ホスト国名コード、クレジット発行国名コード、クレジットブロックの
ユニット開始番号、クレジットブロックのユニット終了番号、プロジェクト番号、ク
レジット発行回数、クレジット発行年、排出削減年を示す、アルファベット、記号
及び数字）を記載すること。

４　無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。
５　本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、特定排出者が無効化

を行ったことを確認できる資料を添付すること。

 

６の２ 国内認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

クレジット特定番号等 
無効化日 

又は 
移転日 

無効化量 
又は 

移転量 

～   t-CO2

～   t-CO2

～   t-CO2

～   t-CO2

合  計  量  t-CO2

備考 １ 本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
   ２ 算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 

３ 国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。 
４ クレジット特定番号等の欄には、無効化又は移転した国内認証排出削減量を特定する番号を、クレ

ジットブロックのユニット開始番号とユニット終了番号を「～」でつなぐことにより記載すること。 
５ 無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上に記載された移転の日

付を記載すること。 
６ 無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。 
７ 本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、特定排出者が無効化又は移転を行ったことを

確認できる資料を添付すること。 
 
６の３ 海外認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

識別番号 無効化日 無効化量 

   t-CO2

   t-CO2

   t-CO2

   t-CO2

合  計  量  t-CO2

備考 １ 本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
   ２ 算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 
   ３ 識別番号の欄には、無効化した海外認証排出削減量を識別する番号の全て（制度記号、ホスト国名

コード、クレジット発行国名コード、クレジットブロックのユニット開始番号、クレジットブロッ

クのユニット終了番号、プロジェクト番号、クレジット発行回数、クレジット発行年、排出削減年

を示す、アルファベット、記号及び数字）を記載すること。 
４ 無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。 
５ 本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、特定排出者が無効化を行ったことを確認でき

る資料を添付すること。 
 
７ 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無 

 

６の２ 国内認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

クレジット特定番号等 
無効化日 

又は 
移転日 

無効化量 
又は 

移転量 

～   t-CO2

～   t-CO2

～   t-CO2

～   t-CO2

合  計  量  t-CO2

備考 １ 本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
   ２ 算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 

３ 国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。 
４ クレジット特定番号等の欄には、無効化又は移転した国内認証排出削減量を特定する番号を、クレ

ジットブロックのユニット開始番号とユニット終了番号を「～」でつなぐことにより記載すること。 
５ 無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上に記載された移転の日

付を記載すること。 
６ 無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。 
７ 本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、特定排出者が無効化又は移転を行ったことを

確認できる資料を添付すること。 
 
６の３ 海外認証排出削減量に係る情報 

削減量の種別  

識別番号 無効化日 無効化量 

   t-CO2

   t-CO2

   t-CO2

   t-CO2

合  計  量  t-CO2

備考 １ 本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。 
   ２ 算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。 
   ３ 識別番号の欄には、無効化した海外認証排出削減量を識別する番号の全て（制度記号、ホスト国名

コード、クレジット発行国名コード、クレジットブロックのユニット開始番号、クレジットブロッ

クのユニット終了番号、プロジェクト番号、クレジット発行回数、クレジット発行年、排出削減年

を示す、アルファベット、記号及び数字）を記載すること。 
４ 無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。 
５ 本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、特定排出者が無効化を行ったことを確認でき

る資料を添付すること。 
 
７ 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無 

７ 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無

備考 １　本報告が地球温暖化対策の推進に関する法律第２７条第１項の請求に係るも
のである場合は、左欄「１．有」に○をすること。

２　同法第３２条第１項の規定による情報の提供がある場合は右欄「１．有」に○を
すること。

３　本表の「１．有」に該当する場合は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基
づく命令に定める書類を本報告に添付すること。

 

権利利益の保護に係る請求の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
○2 ．無 

その他の関連情報の提供の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
○2 ．無 

備考 １ 本報告が地球温暖化対策の推進に関する法律第27条第１項の請求に係るものである場合は、左欄「
１．有」に○をすること。 

２ 同法第32条第１項の規定による情報の提供がある場合は右欄「１．有」に○をすること。 
３ 本表の「１．有」に該当する場合は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める

書類を本報告に添付すること。 

◆個別の工場・事業場の報告分（指定－第１表）◆

事業者単位の報告
エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場
等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネル
ギー管理指定工場等単位の報告
指定ー第１表　
エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、
管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管
理指定工場等の名称等

 

事業者単位の報告 

エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は

管理関係エネルギー管理指定工場等単位の報告  

 

指定－第１表 エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管

理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等の名称等 

エネルギー管理指定工場等番号 ○○○○○○○ 

当該工場等の名称 株式会社 □△○工業 高岡工場 

当該工場等の所在地 

〒933-○○○○ 

 富山県○○○○ 

主たる事業  製鋼・製鋼圧延業 

細分類番号 2 2 2 1 
 

エネルギー管理者（員）の職名・氏

名・連絡先 

職名 生産技術課 副長 

氏名 省エネ 四郎 

エネルギー管理士免状番号又は講習修了番号 

   **-2016-3-**** 

電話（ ×××× － ×× － ×××× ） 

FAX （ ×××× － ×× － ×××× ） 

メールアドレス ××××××＠×××× 

 

数字を○で囲う数字を○で囲う

省エネ法の概要_p26-38.indd   33 2018/12/26   14:15
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指定－第２表 エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指

定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等のエネルギーの使用量及び販売した副生エ

ネルギーの量 

エネルギーの種類 単位 

2018 年度 

使用量 販売した副生エネルギーの量 購入した未利用熱の量

数値 熱量 GJ 数値 熱量 GJ 数値 熱量 GJ 

燃 
 

料 
 

及 
 

び 
 

熱 

原油（コンデンセートを除く。） ｋｌ       

原油のうちコンデンセート（NGL） ｋｌ       

揮発油 ｋｌ       

ナフサ ｋｌ       

灯油 ｋｌ       

軽油 ｋｌ 1 19     

Ａ重油 ｋｌ       

Ｂ・Ｃ重油 ｋｌ       

石油アスファルト ｔ       

石油コークス ｔ       

石油ガス 

液化石油ガス 

（LPG） 
ｔ 1 51

    

石油系炭化 

水素ガス 
千ｍ３ 

      

可燃性天然

ガス 

液化天然ガス 

（LNG） 
ｔ 

      

その他可燃性 

天然ガス 
千ｍ３ 

      

石炭 

原料炭 ｔ       

一般炭 ｔ       

無煙炭 ｔ       

石炭コークス ｔ       

コールタール ｔ       

コークス炉ガス 千ｍ３       

高炉ガス 千ｍ３       

転炉ガス 千ｍ３       

その他の 

燃料 

都市ガス 千ｍ３ 4,555 204,064     

（    ）        

産業用蒸気 GJ 601 613     

産業用以外の蒸気 GJ       

温水 GJ       

冷水 GJ       

小計 GJ  204,747     

電 

気 

電気 

事業者 

昼間買電 千 kWh 15,391 153,448     

 

夏期・冬期における 

電気需要平準化時

間帯 

千 kWh （ 3,560 ） (ⓗ35,493)

    

夜間買電 千 kWh 6,994 64,904     

その他 
上記以外の買電 千 kWh 486 4,743     

自家発電 千 kWh       

小計 千 kWh 22,871 223,096     

合 計ＧJ 427,843     

 原油換算 kl  ⓐ 11,038  ⓑ   ⓑ’  

前年度原油換算 kl 11,931     

対前年度比（％） 92.5     

備考 「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」については、昼間買電の内数であるため「（ ）」としている。「電気」の

「小計」で重複計上しないこと。 

◆個別の工場・事業場の報告分（指定－第2表～指定－第７表）◆

指定ー第３表
エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、
管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管
理指定工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する設備
及びエネルギーを消費する主要な設備の概要、稼働状況及び新
設、改造又は撤去の状況

指定ー第６表
過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平
準化評価原単位の変化状況

指定ー第７表
エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位
が改善できなかった場合の理由

１ エネルギーの使用に係る原単位

１ 過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位が年平均１％以
上改善できなかった場合（イ）又はエネルギーの使用に係る原単
位が前年度に比べ改善できなかった場合（ロ）の理由

２ 過去５年度間の電気需要平準化評価原単位が年平均１％以上改
善できなかった場合（ハ）又は電気需要平準化評価原単位が前年
度に比べ改善できなかった場合（ニ）の理由

２ 電気需要平準化評価原単位

備考（イ）及び（ロ）共に該当する場合、双方記載すること。

備考（ハ）及び（二）共に該当する場合、双方記載すること。

指定ー第４表
エネルギーの使用量と密接な関係をもつ値

指定ー第５表
エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位
１ エネルギーの使用に係る原単位

２ 電気需要平準化評価原単位

備考 電気需要平準化時間帯買電量評価後のエネルギー使用量（原油換算kℓ）は、以下
の算定式により計算する。
下式中の記号は、指定-第２表中の記号を指す。また、評価係数は１．３とする。

電気需要平準化時間帯買電量
評価後のエネルギー使用量 ＝ ⓐ + ⓗ × (評価係数 --２)×０．０２５８ - ⓑ- ⓑ’　
　　    （原油換算kℓ）

備考「夏期・冬期における電気需要平準化時間帯」については、昼間買電の内数である
ため「（　）」としている。「電気」の「小計」で重複計上しないこと。

指定ー第２表
エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管
理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指
定工場等のエネルギーの使用量及び販売した副生エネルギーの量

 

指定－第３表 エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指

定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関す

る設備及びエネルギーを消費する主要な設備の概要、稼働状況及び新設、改造又は撤去の状

況 

 
設 備 の 名 称 設 備  の  概  要 稼 働 状 況 

新設、改造又は 

撤去の状況 

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
に
関
す
る
設
備

高効率変圧器（新設） 500kVA×１台 
365 日／年 

24 時間／日 

20○○年度テスト導

入 

    

    

    

    

    

    

上
記
以
外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
消
費
す
る
主
要
な
設
備 

変圧器 
500kVA×３台 

200kVA×４台 

365 日／年 

24 時間／日 

 

機械加工設備 合計 870kW（70 台） 
250 日／年 

10 時間／日 

 

電気乾燥炉 
トンネル炉 

（75kW×４台） 

365 日／年 

24 時間／日 

 

メッキ・塗装設備 合計 280kW 
250 日／年 

10 時間／日 

 

空気圧縮機 

110kW×10 台 

55kW×５台 

37kW×15 台 

250 日／年 

10 時間／日 

 

高効率ボイラー 2t／h×３台 
250 日／年 

10 時間／日 

 

    

    

    

 

 

指定－第４表 エネルギーの使用量と密接な関係をもつ値 

 2018 年度 対前年度比（％）

生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの使用量と密接

な関係をもつ値 （名称： 粗鋼量    ）（単位： トン ）

ⓒ 

446,842 

 

 

97.0 

 

 

 

 

 

 

 

指定－第３表 エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指

定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関す

る設備及びエネルギーを消費する主要な設備の概要、稼働状況及び新設、改造又は撤去の状

況 

 
設 備 の 名 称 設 備  の  概  要 稼 働 状 況 

新設、改造又は 

撤去の状況 

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
に
関
す
る
設
備

高効率変圧器（新設） 500kVA×１台 
365 日／年 

24 時間／日 

20○○年度テスト導

入 

    

    

    

    

    

    

上
記
以
外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
消
費
す
る
主
要
な
設
備 

変圧器 
500kVA×３台 

200kVA×４台 

365 日／年 

24 時間／日 

 

機械加工設備 合計 870kW（70 台） 
250 日／年 

10 時間／日 

 

電気乾燥炉 
トンネル炉 

（75kW×４台） 

365 日／年 

24 時間／日 

 

メッキ・塗装設備 合計 280kW 
250 日／年 

10 時間／日 

 

空気圧縮機 

110kW×10 台 

55kW×５台 

37kW×15 台 

250 日／年 

10 時間／日 

 

高効率ボイラー 2t／h×３台 
250 日／年 

10 時間／日 

 

    

    

    

 

 

指定－第４表 エネルギーの使用量と密接な関係をもつ値 

 2018 年度 対前年度比（％）

生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの使用量と密接

な関係をもつ値 （名称： 粗鋼量    ）（単位： トン ）

ⓒ 

446,842 

 

 

97.0 

 

 

 

 

 

 

 

指定－第５表 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2018年度 対前年度比（％）

 

原単位= 
エネルギー使用量（原油換算kl）（指定-第２表ⓐ－ⓑ－ⓑ’）

   0.0247 94.1 生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値（指定-第４表ⓒ） 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

 2018年度 対前年度比（％）

 

= 

電気需要平準化時間帯買電量評価後の 

エネルギー使用量（原油換算kl） 

0.0253 95.3 
生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値（指定-第４表ⓒ） 

備考 電気需要平準化時間帯買電量評価後のエネルギー使用量（原油換算 kl）は、以下の算定式により計算する。 

    下式中の記号は、指定-第２表中の記号を指す。また、評価係数は 1.3 とする。 

 

   電気需要平準化時間帯買電量 

   評価後のエネルギー使用量  ＝ ⓐ + ⓗ × (評価係数 --2)×0.0258 - ⓑ- ⓑ’  

       （原油換算 kl） 

 

指定－第６表 過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位の変化状況 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 
５年度間平均 
原単位変化 

エネルギーの使用に係る原単位 

 
0.03564 0.03375 0.03335 0.02626 0.0247 

 

 対前年度比（％）  ⓓ ⓔ ⓕ ⓖ  

91.2 94.8 98.7 78.7 94.1 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

  

年度

 

年度
2016 年度 2017 年度 2018 年度 

５年度間平均 
原単位変化 

電気需要平準化評価原単位 

 

  
0.0334 0.02655 0.0253 

 

 対前年度比（％）  ⓓ’ ⓔ’ ⓕ’ ⓖ’  

－   79.5 95.3 

 

 

 

電気需要平準化 

評価原単位 

 

指定－第５表 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2018年度 対前年度比（％）

 

原単位= 
エネルギー使用量（原油換算kl）（指定-第２表ⓐ－ⓑ－ⓑ’）

   0.0247 94.1 生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値（指定-第４表ⓒ） 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

 2018年度 対前年度比（％）

 

= 

電気需要平準化時間帯買電量評価後の 

エネルギー使用量（原油換算kl） 

0.0253 95.3 
生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値（指定-第４表ⓒ） 

備考 電気需要平準化時間帯買電量評価後のエネルギー使用量（原油換算 kl）は、以下の算定式により計算する。 

    下式中の記号は、指定-第２表中の記号を指す。また、評価係数は 1.3 とする。 

 

   電気需要平準化時間帯買電量 

   評価後のエネルギー使用量  ＝ ⓐ + ⓗ × (評価係数 --2)×0.0258 - ⓑ- ⓑ’  

       （原油換算 kl） 

 

指定－第６表 過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位の変化状況 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 
５年度間平均 
原単位変化 

エネルギーの使用に係る原単位 

 
0.03564 0.03375 0.03335 0.02626 0.0247 

 

 対前年度比（％）  ⓓ ⓔ ⓕ ⓖ  

91.2 94.8 98.7 78.7 94.1 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

  

年度

 

年度
2016 年度 2017 年度 2018 年度 

５年度間平均 
原単位変化 

電気需要平準化評価原単位 

 

  
0.0334 0.02655 0.0253 

 

 対前年度比（％）  ⓓ’ ⓔ’ ⓕ’ ⓖ’  

－   79.5 95.3 

 

 

 

電気需要平準化 

評価原単位 

 

指定－第５表 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2018年度 対前年度比（％）

 

原単位= 
エネルギー使用量（原油換算kl）（指定-第２表ⓐ－ⓑ－ⓑ’）

   0.0247 94.1 生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値（指定-第４表ⓒ） 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

 2018年度 対前年度比（％）

 

= 

電気需要平準化時間帯買電量評価後の 

エネルギー使用量（原油換算kl） 

0.0253 95.3 
生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値（指定-第４表ⓒ） 

備考 電気需要平準化時間帯買電量評価後のエネルギー使用量（原油換算 kl）は、以下の算定式により計算する。 

    下式中の記号は、指定-第２表中の記号を指す。また、評価係数は 1.3 とする。 

 

   電気需要平準化時間帯買電量 

   評価後のエネルギー使用量  ＝ ⓐ + ⓗ × (評価係数 --2)×0.0258 - ⓑ- ⓑ’  

       （原油換算 kl） 

 

指定－第６表 過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位の変化状況 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 
５年度間平均 
原単位変化 

エネルギーの使用に係る原単位 

 
0.03564 0.03375 0.03335 0.02626 0.0247 

 

 対前年度比（％）  ⓓ ⓔ ⓕ ⓖ  

91.2 94.8 98.7 78.7 94.1 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

  

年度

 

年度
2016 年度 2017 年度 2018 年度 

５年度間平均 
原単位変化 

電気需要平準化評価原単位 

 

  
0.0334 0.02655 0.0253 

 

 対前年度比（％）  ⓓ’ ⓔ’ ⓕ’ ⓖ’  

－   79.5 95.3 

 

 

 

電気需要平準化 

評価原単位 

 

指定－第５表 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2018年度 対前年度比（％）

 

原単位= 
エネルギー使用量（原油換算kl）（指定-第２表ⓐ－ⓑ－ⓑ’）

   0.0247 94.1 生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値（指定-第４表ⓒ） 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

 2018年度 対前年度比（％）

 

= 

電気需要平準化時間帯買電量評価後の 

エネルギー使用量（原油換算kl） 

0.0253 95.3 
生産数量又は建物延床面積その他のエネルギーの

使用量と密接な関係をもつ値（指定-第４表ⓒ） 

備考 電気需要平準化時間帯買電量評価後のエネルギー使用量（原油換算 kl）は、以下の算定式により計算する。 

    下式中の記号は、指定-第２表中の記号を指す。また、評価係数は 1.3 とする。 

 

   電気需要平準化時間帯買電量 

   評価後のエネルギー使用量  ＝ ⓐ + ⓗ × (評価係数 --2)×0.0258 - ⓑ- ⓑ’  

       （原油換算 kl） 

 

指定－第６表 過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位の変化状況 

１ エネルギーの使用に係る原単位 

 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 
５年度間平均 
原単位変化 

エネルギーの使用に係る原単位 

 
0.03564 0.03375 0.03335 0.02626 0.0247 

 

 対前年度比（％）  ⓓ ⓔ ⓕ ⓖ  

91.2 94.8 98.7 78.7 94.1 

 

２ 電気需要平準化評価原単位 

  

年度

 

年度
2016 年度 2017 年度 2018 年度 

５年度間平均 
原単位変化 

電気需要平準化評価原単位 

 

  
0.0334 0.02655 0.0253 

 

 対前年度比（％）  ⓓ’ ⓔ’ ⓕ’ ⓖ’  

－   79.5 95.3 

 

 

 

電気需要平準化 

評価原単位 

 

指定－第７表 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位が改善できなかった場合の理由 

１ 過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位が年平均１％以上改善できなかった場合（イ）又はエネ

ルギーの使用に係る原単位が前年度に比べ改善できなかった場合（ロ）の理由 

（イ）の理由 

事業計画よりも多品種少量生産を行うことが多かったため、生産ラインを頻繁に切り替える対応等を行っ

た結果、エネルギー消費量が約８％増加したため、既存の省エネ努力では原単位が改善されなかったため。

 

 

 

 

 

（ロ）の理由 

 

 

 

 

 

 

備考 （イ）及び（ロ）共に該当する場合、双方記載すること。 

 

２ 過去５年度間の電気需要平準化評価原単位が年平均１％以上改善できなかった場合（ハ）又は電気需要

平準化評価原単位が前年度に比べ改善できなかった場合（ニ）の理由 

（ハ）の理由 

 

 

 

 

 

 

（ニ）の理由 

 

 

 

 

 

 

備考 （ハ）及び（二）共に該当する場合、双方記載すること。 

 

 

指定－第７表 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位が改善できなかった場合の理由 

１ 過去５年度間のエネルギーの使用に係る原単位が年平均１％以上改善できなかった場合（イ）又はエネ

ルギーの使用に係る原単位が前年度に比べ改善できなかった場合（ロ）の理由 

（イ）の理由 

事業計画よりも多品種少量生産を行うことが多かったため、生産ラインを頻繁に切り替える対応等を行っ

た結果、エネルギー消費量が約８％増加したため、既存の省エネ努力では原単位が改善されなかったため。

 

 

 

 

 

（ロ）の理由 

 

 

 

 

 

 

備考 （イ）及び（ロ）共に該当する場合、双方記載すること。 

 

２ 過去５年度間の電気需要平準化評価原単位が年平均１％以上改善できなかった場合（ハ）又は電気需要

平準化評価原単位が前年度に比べ改善できなかった場合（ニ）の理由 

（ハ）の理由 

 

 

 

 

 

 

（ニ）の理由 

 

 

 

 

 

 

備考 （ハ）及び（二）共に該当する場合、双方記載すること。 

 

2014 年度

0.0359

94.2

※達成していなかった場合記入

2015 年度

0.0338

98.8 91.6

数値等を用いながら、具
体的に記入
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◆個別の工場・事業場の報告分（指定－第８表）◆
指定ー第８表
エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネル
ギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等におけるエネルギーの
使用の合理化に関する判断の基準の遵守状況（１又は２のいずれかに記入すること。）
１ 工場等であって専ら事務所その他これに類する用途に供する工

場等における判断の基準の遵守状況（法第５条第１項第１号関
係）

２ 工場等（専ら事務所その他これに類する用途に供する工場等を
除く工場等）における判断の基準の遵守状況（法第５条第１項
第２号関係）

 

指定－第８表 エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理

指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等におけるエネルギーの使用の合理化に

関する判断の基準の遵守状況（１又は２のいずれかに記入すること。） 

１ 工場等であつて専ら事務所その他これに類する用途に供する工場等における判断の基準の遵守状況

（法第５条第１項第１号関係） 
対象項目 
〈設備〉 

運転の管理 計測及び記録 保守及び点検 新設に当たっての措置 

（１） 空気調和設備、換
気設備 

空気調和設備、換気設備の管理 空気調和設備、換気設備に関す
る計測及び記録 

空気調和設備、換気設備の保守
及び点検 

空気調和設備、換気設備の新設
に当たっての措置 

  管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（２） ボイラー設備、給
湯設備 

ボイラー設備、給湯設備の管理 ボイラー設備、給湯設備に関す
る計測及び記録 

ボイラー設備、給湯設備の保守
及び点検 

ボイラー設備、給湯設備の新設
に当たっての措置 

  管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（３） 照明設備、昇降機、
動力設備 

照明設備、昇降機の管理 照明設備に関する計測及び記録 照明設備、昇降機、動力設備の
保守及び点検 

照明設備、昇降機の新設に当た
っての措置 

  管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（４） 受変電設備 受変電設備の管理 受変電設備に関する計測及び記
録 

受変電設備の保守及び点検 受変電設備の新設に当たっての
措置 

  管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

 ＢＥＭＳ  ＢＥＭＳの新設に当たっての措
置 
□ ＢＥＭＳを採用した
□ ＢＥＭＳを採用していない

 

 

 
（５） ガスタービン、蒸
気タービン、ガスエンジン
等専ら発電のみに供される
設備（発電専用設備）、コー
ジェネレーション設備 

発電専用設備、コージェネレー
ション設備の管理 

発電専用設備、コージェネレー
ション設備に関する計測及び記
録 

発電専用設備、コージェネレー
ション設備の保守及び点検 

発電専用設備、コージェネレー
ション設備の新設に当たっての
措置 

管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設してい
ない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（６） 事務用機器、民生
用機器 

事務用機器の管理  事務用機器、民生用機器の新設
に当たっての措置 

  管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

 □ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設してい
ない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

 
 
 

（７） 業務用機器 業務用機器の管理 業務用機器に関する計測及び記
録 

業務用機器の保守及び点検 業務用機器の新設に当たっての
措置 

  管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり
措置した 

□ 新設の際、判断基準どおり
措置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（８） 事業場の居室等を賃貸している事業者は、事業場の居室等を賃借している事業者（以
下「賃借事業者」という。）に対するエネルギー使用量についての情報提供 

□ 情報提供している 
□ 一部の賃借事業者に情報提供している 
□ 情報提供していない 

 

 

２ 工場等（専ら事務所その他これに類する用途に供する工場等を除く工場等）における判断の基準の遵守

状況（法第５条第１項第２号関係） 
対象項目〈設備〉 運転の管理 計測及び記録 保守及び点検 新設に当たっての措置 

（１） 燃料の燃焼の合理
化 

燃料の燃焼の管理 燃料の燃焼に関する計測及び記
録 

燃焼設備の保守及び点検 燃焼設備の新設に当たっての措
置 

  管理標準の設定の状況 
 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

■ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない   管理標準に定めている管理の状

況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（２） 加熱及び冷却並びに伝熱の合理化 
（２－１） 加熱設備等 加熱及び冷却並びに伝熱の管理 加熱等に関する計測及び記録 加熱等を行う設備の保守及び点

検 
加熱等を行う設備の新設に当た
っての措置 

  管理標準の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

■ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない 

  管理標準に定めている管理の状
況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（２－２） 空気調和設
備、給湯設備 

空気調和設備、給湯設備の管理 空気調和設備、給湯設備に関す
る計測及び記録 

空気調和設備、給湯設備の保守
及び点検 

空気調和設備、給湯設備の新設
に当たっての措置 

  管理標準の設定の状況 
 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

■ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない   管理標準に定めている管理の状

況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（３） 廃熱の回収利用 廃熱の回収利用の基準 廃熱に関する計測及び記録 廃熱回収設備の保守及び点検 廃熱回収設備の新設に当たって
の措置 

  管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（４） 熱の動力等への変換の合理化 
（４－１） 発電専用設備 発電専用設備の管理 発電専用設備に関する計測及び

記録 
発電専用設備の保守及び点検 発電専用設備の新設に当たって

の措置 

  管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設して
いない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

 

 
（４－２） コージェネレ
ーション設備 

コージェネレーション設備の管
理 

コージェネレーション設備に関
する計測及び記録 

コージェネレーション設備の保
守及び点検 

コージェネレーション設備の新
設に当たっての措置 

  管理標準の設定の状況 
 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設してい
ない   管理標準に定めている管理の状

況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
□ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（５） 放射、伝導、抵抗等によるエネルギーの損失の防止 
（５－１） 放射、伝導等
による熱の損失の防止 

 熱の損失に関する計測及び記録 熱利用設備の保守及び点検 熱利用設備の新設に当たっての
措置 

   計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
□ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設してい
ない    管理標準に定めている計測及び

記録の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（５－２） 抵抗等による
電気の損失の防止 

受変電設備及び配電設備の管理 受変電設備及び配電設備に関す
る計測及び記録 

受変電設備及び配電設備の保守
及び点検 

受変電設備及び配電設備の新設
に当たっての措置 

  管理標準の設定の状況 
 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

■ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設してい
ない   管理標準に定めている管理の状

況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（６） 電気の動力、熱等への変換の合理化 
（６－１） 電動力応用設
備、電気加熱設備等 

電動力応用設備、電気加熱設備
等の管理 

電動力応用設備、電気加熱設備
等に関する計測及び記録 

電動力応用設備、電気加熱設備
等の保守及び点検 

電動力応用設備の新設に当たっ
ての措置 

  管理標準の設定の状況 
 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

■ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設してい
ない   管理標準に定めている管理の状

況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

（６－２） 照明設備、昇
降機、事務用機器、民生用
機器 

照明設備、昇降機、事務用機器
の管理 

照明設備に関する計測及び記録 照明設備、昇降機、事務用機器
の保守及び点検 

照明設備、昇降機、事務用機器、
民生用機器の新設に当たっての
措置 

  管理標準の設定の状況 
 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

計測及び記録に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％）
□ 未設定 

保守及び点検に関する管理標準
の設定の状況 
■ 設定済 
□ 一部設定済（    ％） 
□ 未設定 

■ 新設の際、判断基準どおり措
置した 

□ 新設の際、判断基準どおり措
置していない 

□ 当該年度に設備を新設してい
ない   管理標準に定めている管理の状

況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている計測及び
記録の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

管理標準に定めている保守及び
点検の実施状況 
■ 実施している 
□ 一部実施している 
□ 実施していない 

報告する工場等が「専ら事務所」か「工場」かにより、１又
は２のいずれかの表を選択し、選択した表のみ記入

主に事業場 主に工場
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◆個別の工場・事業場の報告分（指定－第９表～指定－第１０表）◆

指定ー第９表
その他実施した措置

指定ー第１０表
エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、
管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管
理指定工場等におけるエネルギーの使用に伴って発生する二酸化
炭素の温室効果ガス算定排出量

１ エネルギーの使用の合理化に関する事項 ３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から
供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の温室効果ガス算定排
出量の算定に用いた係数

４ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定
方法又は係数と異なる算定方法又は係数の内容

５ 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無

１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガ
ス算定排出量

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供
給施設が設置されている工場等において燃料の使用に伴って発
生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量

２ 電気の需要の平準化に資する措置に関する事項

備考 １　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
の欄には、次に掲げる量（他人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）の
合計量を記載すること。
（１） 燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
（２） 他人から供給された電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量
（３） 他人から供給された熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量

２　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量
に、備考１（２）掲げる量が含まれる場合は、本表に加えて指定－第１０表の３に
も必要事項を記載すること。

備考 １　本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める
算定方法又は係数と異なる算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方法
又は係数の内容について説明すること。

２　他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係
数については、指定－第１０表の３に記載すること。

備考 １　本エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括
エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等に係る
報告が地球温暖化対策の推進に関する法律第２７条第１項の請求に係るもの
である場合は、左欄「１．有」に○をすること。

２　同法第３２条第１項の規定による本エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネル
ギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネ
ルギー管理指定工場等に係る情報の提供がある場合は右欄「１．有」に○をする
こと。

３　本表の「１．有」に該当する場合は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づ
く命令に定める書類を本報告に添付すること。

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定において、
他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数に
ついて、当該係数の根拠及び係数の値を記載すること。

備考 本報告に係る工場等が、主たる事業として行う電気事業の用に供する発電所又は
主たる事業として行う熱供給事業の用に供する熱供給施設が設置されている工場
等である場合は、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス
算定排出量の欄には、第１０表の１の備考１（１）に掲げる量を記載すること。

 

指定－第９表 その他実施した措置  

１ エネルギーの使用の合理化に関する事項 

措 置 の 概 要 

揚水ポンプ６台のうち、３台を更新。 

30kl/年の省エネを達成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 電気の需要の平準化に資する措置に関する事項 

措 置 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定－第９表 その他実施した措置  

１ エネルギーの使用の合理化に関する事項 

措 置 の 概 要 

揚水ポンプ６台のうち、３台を更新。 

30kl/年の省エネを達成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 電気の需要の平準化に資する措置に関する事項 

措 置 の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定－第１０表 エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管

理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等におけるエネルギーの使用に伴っ

て発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

 

１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素 25,132 t-CO2 

備考 １ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、次に掲げる量（他

人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）の合計量を記載すること。 
（１） 燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 
（２） 他人から供給された電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 
（３） 他人から供給された熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 

  ２ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量に、備考１（２）掲げる量

が含まれる場合は、本表に加えて指定－第 10 表の３にも必要事項を記載すること。 

 

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設が設置されている工場等において

燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素  t-CO2 

備考 本報告に係る工場等が、主たる事業として行う電気事業の用に供する発電所又は主たる事業として行う熱

供給事業の用に供する熱供給施設が設置されている工場等である場合は、エネルギーの使用に伴って発生

する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、第 10 表の１の備考１（１）に掲げる量を記載するこ

と。 
 

 

３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭

素の温室効果ガス算定排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000653 t-CO2/kWh Ｃ社の基礎排出係数 Ｃ社の買電 

0.000438 Ｄ社の基礎排出係数 上記（Ｃ社）以外の買電 

  

  

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定において、他人から供給された

電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を記

載すること。 

 

指定－第１０表 エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管

理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等におけるエネルギーの使用に伴っ

て発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

 

１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素 25,132 t-CO2 

備考 １ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、次に掲げる量（他

人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）の合計量を記載すること。 
（１） 燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 
（２） 他人から供給された電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 
（３） 他人から供給された熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 

  ２ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量に、備考１（２）掲げる量

が含まれる場合は、本表に加えて指定－第 10 表の３にも必要事項を記載すること。 

 

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設が設置されている工場等において

燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素  t-CO2 

備考 本報告に係る工場等が、主たる事業として行う電気事業の用に供する発電所又は主たる事業として行う熱

供給事業の用に供する熱供給施設が設置されている工場等である場合は、エネルギーの使用に伴って発生

する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、第 10 表の１の備考１（１）に掲げる量を記載するこ

と。 
 

 

３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭

素の温室効果ガス算定排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000653 t-CO2/kWh Ｃ社の基礎排出係数 Ｃ社の買電 

0.000438 Ｄ社の基礎排出係数 上記（Ｃ社）以外の買電 

  

  

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定において、他人から供給された

電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を記

載すること。 

 

指定－第１０表 エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管

理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等におけるエネルギーの使用に伴っ

て発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

 

１ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素 25,132 t-CO2 

備考 １ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、次に掲げる量（他

人への電気又は熱の供給に係るものを除く。）の合計量を記載すること。 
（１） 燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 
（２） 他人から供給された電気の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 
（３） 他人から供給された熱の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量 

  ２ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量に、備考１（２）掲げる量

が含まれる場合は、本表に加えて指定－第 10 表の３にも必要事項を記載すること。 

 

２ 電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施設が設置されている工場等において

燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量 

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素  t-CO2 

備考 本報告に係る工場等が、主たる事業として行う電気事業の用に供する発電所又は主たる事業として行う熱

供給事業の用に供する熱供給施設が設置されている工場等である場合は、エネルギーの使用に伴って発生

する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の欄には、第 10 表の１の備考１（１）に掲げる量を記載するこ

と。 
 

 

３ エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭

素の温室効果ガス算定排出量の算定に用いた係数 

係数の値 係数の根拠 係数の適用範囲 

0.000653 t-CO2/kWh Ｃ社の基礎排出係数 Ｃ社の買電 

0.000438 Ｄ社の基礎排出係数 上記（Ｃ社）以外の買電 

  

  

  

  

  

  

  

  

備考 本表の各欄には、エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の算定において、他人から供給された

電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数について、当該係数の根拠及び係数の値を記

載すること。 

 

４ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異なる算定方法又は

係数の内容 
 
 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異

なる算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方法又は係数の内容について説明すること。 
２ 他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数については、指定－

第 10 表の３に記載すること。 
 

 

５ 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無 

権利利益の保護に係る請求の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
○2 ．無 

その他の関連情報の提供の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
○2 ．無 

備考 １ 本エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指
定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等に係る報告が地球温暖化対策の推進に関する
法律第27条第１項の請求に係るものである場合は、左欄「１．有」に○をすること。 

２ 同法第32条第１項の規定による本エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場
等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等に係る情報の
提供がある場合は右欄「１．有」に○をすること。 

３ 本表の「１．有」に該当する場合は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める

書類を本報告に添付すること。

 

４ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異なる算定方法又は

係数の内容 
 
 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 本表の各欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異

なる算定方法又は係数を用いた場合に、当該算定方法又は係数の内容について説明すること。 
２ 他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数については、指定－

第 10 表の３に記載すること。 
 

 

５ 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無 

権利利益の保護に係る請求の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
○2 ．無 

その他の関連情報の提供の有無 
（該当するものに○をすること） 

１．有 
 
○2 ．無 

備考 １ 本エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場等、管理統括エネルギー管理指
定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等に係る報告が地球温暖化対策の推進に関する
法律第27条第１項の請求に係るものである場合は、左欄「１．有」に○をすること。 

２ 同法第32条第１項の規定による本エネルギー管理指定工場等、連鎖化エネルギー管理指定工場
等、管理統括エネルギー管理指定工場等又は管理関係エネルギー管理指定工場等に係る情報の
提供がある場合は右欄「１．有」に○をすること。 

３ 本表の「１．有」に該当する場合は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める

書類を本報告に添付すること。

前年度の中長期計画書
を参考に、設備の更新等
の記載

数字に○を付けてください数字に○を付けてください
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様式第13（第47条関係）

様式第 13（第 47 条関係） 

※受理年月日   
※処理年月日   

 

 

連携省エネルギー計画認定申請書 

 

 

 〇〇経済産業局長殿 

 

 

 

  平成３０年 １２月 １日 

 

 

 
 
             （代表申請者）  

住所    東京都千代田区丸の内＊丁目＊番＊号  
法人名   ●●●●株式会社  
法人番号  ０００００００００００００  
代表者の役職名 代表取締役社長  
代表者の氏名  ●● ●●       ㊞  

 
 
 
             （共同申請者）  

住所    東京都港区赤坂＊丁目＊番＊号  
法人名   ■■■■株式会社  
法人番号  ０００００００００００００  
代表者の役職名 代表取締役社長  
代表者の氏名  ■■ ■■       ㊞ 

 

 

 

 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律第４６条第１項の規定に基づき、下記の計

画について認定を受けたいので申請します。 

  

 社印  

 社印  

（１） 代表申請者
１. 連携省エネルギー措置を実施する者の概要
１. 連携省エネルギー措置を実施する者の概要  

(１) 代表申請者  

特定事業者番号、特定連鎖化事業者番号又は認

定管理統括事業者番号  
 ０００００００  

事業者の名称   ●●●●株式会社  

主たる事務所の所在地  
〒０００－００００  

東京都千代田区丸の内＊丁目＊番＊号

主たる事業   ▲▲▲▲製造業  

細分類番号   ００００  

資本金   １億５，０００万円  

従業員数   １，５００名  

連絡先 

電話（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊ ） 

FAX （＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊ ）

メールアドレス *****@****.**.** 

 
 

(２) 共同申請者  

特定事業者番号、特定連鎖化事業者番号又は認

定管理統括事業者番号  
 ０００００００  

事業者の名称   ■■■■株式会社  

主たる事務所の所在地  
〒０００－００００  

東京都港区赤坂＊丁目＊番＊号  

主たる事業   ▲▲▲▲製造業  

細分類番号   ００００  

資本金   １億円  

従業員数   １，０００名  

連絡先  

電話（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊ ） 

FAX （＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊ ）

メールアドレス *****@****.**.** 

 
 
 
 
 
 
  

　（３）  連携省エネルギー措置の実施により取得等される工場等
連携関連高度省エネルギー増進設備等

　（２） 共同申請者

１. 連携省エネルギー措置を実施する者の概要  
(１) 代表申請者  

特定事業者番号、特定連鎖化事業者番号又は認

定管理統括事業者番号  
 ０００００００  

事業者の名称   ●●●●株式会社  

主たる事務所の所在地  
〒０００－００００  

東京都千代田区丸の内＊丁目＊番＊号

主たる事業   ▲▲▲▲製造業  

細分類番号   ００００  

資本金   １億５，０００万円  

従業員数   １，５００名  

連絡先 

電話（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊ ） 

FAX （＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊ ）

メールアドレス *****@****.**.** 

 
 

(２) 共同申請者  

特定事業者番号、特定連鎖化事業者番号又は認

定管理統括事業者番号  
 ０００００００  

事業者の名称   ■■■■株式会社  

主たる事務所の所在地  
〒０００－００００  

東京都港区赤坂＊丁目＊番＊号  

主たる事業   ▲▲▲▲製造業  

細分類番号   ００００  

資本金   １億円  

従業員数   １，０００名  

連絡先  

電話（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊ ） 

FAX （＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊ ）

メールアドレス *****@****.**.** 

 
 
 
 
 
 
  

２. 連携省エネルギー措置の目標２. 連携省エネルギー措置の目標 

連携省エネルギー措置を行う工程では、現状●●●●㈱が110,000(kl/年)、■■■■

㈱が20,000(kl/年)のエネルギーを使用している。これを●●●●㈱が120,000(kl/年)、

■■■■㈱が0(kl/年)の使用量とし、全体で10,000(kl/年)の削減を目標とする。 

なお、エネルギー消費原単位は下記のとおり7.7％程度の改善が見込まれる。 

・エネルギー使用量と密接に関係する値：上工程生産量（単位：ｔ） 

・連携省エネルギー措置実施前のエネルギー消費原単位： 

（110,000＋20,000）kl／10,000t＝13 

・連携省エネルギー措置実施後のエネルギー消費原単位： 

（120,000＋0）kl／10,000t＝12 

・連携省エネルギー措置による原単位変化：12/13＝92.3 

 

 

 

３. 連携省エネルギー措置の内容 

●●●●㈱と■■■■㈱がそれぞれ保有している化学品製造プラントについて、上工

程を●●●●㈱に集約して■■■■㈱の設備を廃止する。 

上工程の集約により、●●●●㈱のプラントの稼働率が５％向上し、それに伴いエネ

ルギー消費効率が改善する。稼働率の向上と■■■■㈱の上工程廃止により、省エネ

ルギー措置の目標を達成する。 

また、上工程の生産物を●●●●㈱から■■■■㈱へ供給するため、新たに配管を敷

設する。 

 

 

 （チェック欄） 

連携省エネルギー措置の実施にあたり、独占禁止法に抵触する内容は含

みません。 
✓ 

 

  

 

４. 連携省エネルギー措置の実施場所及び実施期間 

実施場所 

●●●●㈱ ❖❖工場 

（＊＊県＊＊市＊＊） 

■■■■㈱ ◆◆工場 

（＊＊県＊＊市＊＊） 

実施期間 

※計画の実施の始期及び終期を記載すること。 
平成３１年１０月~平成３６年３月 

 
 

  

３. 連携省エネルギー措置の内容

２. 連携省エネルギー措置の目標 

連携省エネルギー措置を行う工程では、現状●●●●㈱が110,000(kl/年)、■■■■

㈱が20,000(kl/年)のエネルギーを使用している。これを●●●●㈱が120,000(kl/年)、

■■■■㈱が0(kl/年)の使用量とし、全体で10,000(kl/年)の削減を目標とする。 

なお、エネルギー消費原単位は下記のとおり7.7％程度の改善が見込まれる。 

・エネルギー使用量と密接に関係する値：上工程生産量（単位：ｔ） 

・連携省エネルギー措置実施前のエネルギー消費原単位： 

（110,000＋20,000）kl／10,000t＝13 

・連携省エネルギー措置実施後のエネルギー消費原単位： 

（120,000＋0）kl／10,000t＝12 

・連携省エネルギー措置による原単位変化：12/13＝92.3 

 

 

 

３. 連携省エネルギー措置の内容 

●●●●㈱と■■■■㈱がそれぞれ保有している化学品製造プラントについて、上工

程を●●●●㈱に集約して■■■■㈱の設備を廃止する。 

上工程の集約により、●●●●㈱のプラントの稼働率が５％向上し、それに伴いエネ

ルギー消費効率が改善する。稼働率の向上と■■■■㈱の上工程廃止により、省エネ

ルギー措置の目標を達成する。 

また、上工程の生産物を●●●●㈱から■■■■㈱へ供給するため、新たに配管を敷

設する。 

 

 

 （チェック欄） 

連携省エネルギー措置の実施にあたり、独占禁止法に抵触する内容は含

みません。 
✓ 

 

  

 

４. 連携省エネルギー措置の実施場所及び実施期間 

実施場所 

●●●●㈱ ❖❖工場 

（＊＊県＊＊市＊＊） 

■■■■㈱ ◆◆工場 

（＊＊県＊＊市＊＊） 

実施期間 

※計画の実施の始期及び終期を記載すること。 
平成３１年１０月~平成３６年３月 

 
 

  

　（チェック欄）

２. 連携省エネルギー措置の目標 

連携省エネルギー措置を行う工程では、現状●●●●㈱が110,000(kl/年)、■■■■

㈱が20,000(kl/年)のエネルギーを使用している。これを●●●●㈱が120,000(kl/年)、

■■■■㈱が0(kl/年)の使用量とし、全体で10,000(kl/年)の削減を目標とする。 

なお、エネルギー消費原単位は下記のとおり7.7％程度の改善が見込まれる。 

・エネルギー使用量と密接に関係する値：上工程生産量（単位：ｔ） 

・連携省エネルギー措置実施前のエネルギー消費原単位： 

（110,000＋20,000）kl／10,000t＝13 

・連携省エネルギー措置実施後のエネルギー消費原単位： 

（120,000＋0）kl／10,000t＝12 

・連携省エネルギー措置による原単位変化：12/13＝92.3 

 

 

 

３. 連携省エネルギー措置の内容 

●●●●㈱と■■■■㈱がそれぞれ保有している化学品製造プラントについて、上工

程を●●●●㈱に集約して■■■■㈱の設備を廃止する。 

上工程の集約により、●●●●㈱のプラントの稼働率が５％向上し、それに伴いエネ

ルギー消費効率が改善する。稼働率の向上と■■■■㈱の上工程廃止により、省エネ

ルギー措置の目標を達成する。 

また、上工程の生産物を●●●●㈱から■■■■㈱へ供給するため、新たに配管を敷

設する。 

 

 

 （チェック欄） 

連携省エネルギー措置の実施にあたり、独占禁止法に抵触する内容は含

みません。 
✓ 

 

  

 

４. 連携省エネルギー措置の実施場所及び実施期間 

実施場所 

●●●●㈱ ❖❖工場 

（＊＊県＊＊市＊＊） 

■■■■㈱ ◆◆工場 

（＊＊県＊＊市＊＊） 

実施期間 

※計画の実施の始期及び終期を記載すること。 
平成３１年１０月~平成３６年３月 

 
 

  

４. 連携省エネルギー措置の実施場所及び実施期間

２. 連携省エネルギー措置の目標 

連携省エネルギー措置を行う工程では、現状●●●●㈱が110,000(kl/年)、■■■■

㈱が20,000(kl/年)のエネルギーを使用している。これを●●●●㈱が120,000(kl/年)、

■■■■㈱が0(kl/年)の使用量とし、全体で10,000(kl/年)の削減を目標とする。 

なお、エネルギー消費原単位は下記のとおり7.7％程度の改善が見込まれる。 

・エネルギー使用量と密接に関係する値：上工程生産量（単位：ｔ） 

・連携省エネルギー措置実施前のエネルギー消費原単位： 

（110,000＋20,000）kl／10,000t＝13 

・連携省エネルギー措置実施後のエネルギー消費原単位： 

（120,000＋0）kl／10,000t＝12 

・連携省エネルギー措置による原単位変化：12/13＝92.3 

 

 

 

３. 連携省エネルギー措置の内容 

●●●●㈱と■■■■㈱がそれぞれ保有している化学品製造プラントについて、上工

程を●●●●㈱に集約して■■■■㈱の設備を廃止する。 

上工程の集約により、●●●●㈱のプラントの稼働率が５％向上し、それに伴いエネ

ルギー消費効率が改善する。稼働率の向上と■■■■㈱の上工程廃止により、省エネ

ルギー措置の目標を達成する。 

また、上工程の生産物を●●●●㈱から■■■■㈱へ供給するため、新たに配管を敷

設する。 

 

 

 （チェック欄） 

連携省エネルギー措置の実施にあたり、独占禁止法に抵触する内容は含

みません。 
✓ 

 

  

 

４. 連携省エネルギー措置の実施場所及び実施期間 

実施場所 

●●●●㈱ ❖❖工場 

（＊＊県＊＊市＊＊） 

■■■■㈱ ◆◆工場 

（＊＊県＊＊市＊＊） 

実施期間 

※計画の実施の始期及び終期を記載すること。 
平成３１年１０月~平成３６年３月 

 
 

  
５. 連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギー

使用量の算出の方法 
５. 連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギーの算出の方法  

上工程で生産される生産物の両者の消費割合により、算出することとする。  

 
 

 

６. 連携省エネルギー措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法  
(１) 資金調達計画  

年度  実施者  使途項目  
調達先（千円）  

自己資金 借入金  補助金  その他  合計  

平成３０  ●●●●㈱
設備取得  

・工事費  
 16,000 8,000  24,000 

平成３１  ●●●●㈱ 設備取得   50,000 20,000  70,000 

平成３１  ■■■■㈱ 設備撤去  8,000    8,000 

備考   

 
(２) 支援措置の利用  

連携省エネルギー措置の実施に当たって、支援

措置の利用の有無  

１．有り（＊＊＊＊＊＊補助金）  

２．無し  
 

(３) 連携省エネルギー措置の実施により取得等される工場等連携関連高度省エネル

ギー増進設備等  

取得者  取得予定年月  設備等の名称  予定数量  
予定取得価格  

（千円）  

●●●●㈱ 平成３１年１０月 化学品製造設備 １ 84,000 

     

     

備考  

平成３１年度に●●●●㈱が取得予定の設備について記載。  

なお、補助金の採択を受け、補助金をもって取得する場合は、税制の適用は

受けない予定。  

 

６. 連携省エネルギー措置を実施するために必要な資金の額及びそ
の調達方法

　（１） 資金調達計画

 
５. 連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギーの算出の方法  

上工程で生産される生産物の両者の消費割合により、算出することとする。  

 
 

 

６. 連携省エネルギー措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法  
(１) 資金調達計画  

年度  実施者  使途項目  
調達先（千円）  

自己資金 借入金  補助金  その他  合計  

平成３０  ●●●●㈱
設備取得  

・工事費  
 16,000 8,000  24,000 

平成３１  ●●●●㈱ 設備取得   50,000 20,000  70,000 

平成３１  ■■■■㈱ 設備撤去  8,000    8,000 

備考   

 
(２) 支援措置の利用  

連携省エネルギー措置の実施に当たって、支援

措置の利用の有無  

１．有り（＊＊＊＊＊＊補助金）  

２．無し  
 

(３) 連携省エネルギー措置の実施により取得等される工場等連携関連高度省エネル

ギー増進設備等  

取得者  取得予定年月  設備等の名称  予定数量  
予定取得価格  

（千円）  

●●●●㈱ 平成３１年１０月 化学品製造設備 １ 84,000 

     

     

備考  

平成３１年度に●●●●㈱が取得予定の設備について記載。  

なお、補助金の採択を受け、補助金をもって取得する場合は、税制の適用は

受けない予定。  

 

 
５. 連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギーの算出の方法  

上工程で生産される生産物の両者の消費割合により、算出することとする。  

 
 

 

６. 連携省エネルギー措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法  
(１) 資金調達計画  

年度  実施者  使途項目  
調達先（千円）  

自己資金 借入金  補助金  その他  合計  

平成３０  ●●●●㈱
設備取得  

・工事費  
 16,000 8,000  24,000 

平成３１  ●●●●㈱ 設備取得   50,000 20,000  70,000 

平成３１  ■■■■㈱ 設備撤去  8,000    8,000 

備考   

 
(２) 支援措置の利用  

連携省エネルギー措置の実施に当たって、支援

措置の利用の有無  

１．有り（＊＊＊＊＊＊補助金）  

２．無し  
 

(３) 連携省エネルギー措置の実施により取得等される工場等連携関連高度省エネル

ギー増進設備等  

取得者  取得予定年月  設備等の名称  予定数量  
予定取得価格  

（千円）  

●●●●㈱ 平成３１年１０月 化学品製造設備 １ 84,000 

     

     

備考  

平成３１年度に●●●●㈱が取得予定の設備について記載。  

なお、補助金の採択を受け、補助金をもって取得する場合は、税制の適用は

受けない予定。  

 

　（２） 支援措置の利用

 
５. 連携省エネルギー措置に関して使用したこととされるエネルギーの算出の方法  

上工程で生産される生産物の両者の消費割合により、算出することとする。  

 
 

 

６. 連携省エネルギー措置を実施するために必要な資金の額及びその調達方法  
(１) 資金調達計画  

年度  実施者  使途項目  
調達先（千円）  

自己資金 借入金  補助金  その他  合計  

平成３０  ●●●●㈱
設備取得  

・工事費  
 16,000 8,000  24,000 

平成３１  ●●●●㈱ 設備取得   50,000 20,000  70,000 

平成３１  ■■■■㈱ 設備撤去  8,000    8,000 

備考   

 
(２) 支援措置の利用  

連携省エネルギー措置の実施に当たって、支援

措置の利用の有無  

１．有り（＊＊＊＊＊＊補助金）  

２．無し  
 

(３) 連携省エネルギー措置の実施により取得等される工場等連携関連高度省エネル

ギー増進設備等  

取得者  取得予定年月  設備等の名称  予定数量  
予定取得価格  

（千円）  

●●●●㈱ 平成３１年１０月 化学品製造設備 １ 84,000 

     

     

備考  

平成３１年度に●●●●㈱が取得予定の設備について記載。  

なお、補助金の採択を受け、補助金をもって取得する場合は、税制の適用は

受けない予定。  

 

７. その他

備考 １　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
２　文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。
３　申請書冒頭の※印を付した欄には記入しないこと。
４　「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、日本標準産業分類の細分類に従

い、分類の名称及び番号を記入すること。
５　複数の連携省エネルギー計画について認定を申請する場合は、計画ごとに本

申請書を作成すること。

 
７. その他  

●●●●㈱及び■■■■㈱ともに、本件についてはそれぞれの労働組合と協議を行い、

合意を得ている。  

 
【備考】  

１ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。  
２ 複数の連携省エネルギー計画について認定を申請する場合は、計画ごとに本申請

書を作成すること。  

別添　略

別添を含めた記入例は、『連携省エネルギー計画認定申請書　記入例』（以下URL）をご参照ください。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/

連携省エネルギー計画認定申請書　記入例

(12-13)/13＝-0.077
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１. 認定管理統括事業者となる者及び管理関係事業者となる者の概要
　（１）認定管理統括事業者となる者

１. 認定管理統括事業者となる者及び管理関係事業者となる者の概要 

(１) 認定管理統括事業者となる者 

 

特定事業者番号、特定連鎖化事業者番号、認定

管理統括事業者番号又は管理関係事業者番号
 ０００００００  

事業者の名称  ●●●●株式会社  

主たる事務所の所在地 
〒０００－００００  

東京都千代田区丸の内＊丁目＊番＊号

主たる事業  ▼▼製造業  

細分類番号  ００００  

資本金  １億５，０００万円  

従業員数  １，５００名  

連絡先 

電話（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊  ） 

FAX（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊  ） 

メールアドレス *****@****.**.** 

 

(２) 管理関係事業者となる者 

 

特定事業者番号、特定連鎖化事業者番号、認定

管理統括事業者番号又は管理関係事業者番号
 ０００００００  

事業者の名称  ■■■■株式会社  

主たる事務所の所在地 
〒０００－００００  

東京都港区赤坂＊丁目＊番＊号  

主たる事業  ▼▼製造業  

細分類番号  ００００  

資本金  １億円  

従業員数  １，０００名  

連絡先 

電話（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊  ） 

FAX（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊  ） 

メールアドレス *****@****.**.** 

 

  

様式第10（第44条第１項関係）
 

※受理年月日   
※処理年月日   

 

 

認定管理統括事業者に係る認定申請書 

 
 

〇〇経済産業局長 殿  
 
 
 

  平成３０年 １２月 １日  
 

 

 
 
             （代表申請者）  

住所    東京都千代田区丸の内＊丁目＊番＊号  
法人名   ●●●●株式会社  
法人番号  ０００００００００００００  
代表者の役職名 代表取締役社長  
代表者の氏名  ●● ●●        ㊞  

 
 
 
             （共同申請者）  

住所    東京都港区赤坂＊丁目＊番＊号  
法人名   ■■■■株式会社  
法人番号  ０００００００００００００  
代表者の役職名 代表取締役社長  
代表者の氏名  ■■ ■■        ㊞  

 
 
             （共同申請者）  

住所    神奈川県横浜市金沢区▲▲＊丁目＊番＊号  
法人名   ▲▲▲▲株式会社  
法人番号  ０００００００００００００  
代表者の役職名 代表取締役社長  
代表者の氏名  ▲▲ ▲▲        ㊞  

 
 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律第２９条第１項の規定に基づき、下記につ

いて認定を受けたいので申請します。 

  

 社印  

 社印  

 社印  

（認定時使用欄）

　（２） 管理関係事業者となる者

１. 認定管理統括事業者となる者及び管理関係事業者となる者の概要 

(１) 認定管理統括事業者となる者 

 

特定事業者番号、特定連鎖化事業者番号、認定

管理統括事業者番号又は管理関係事業者番号
 ０００００００  

事業者の名称  ●●●●株式会社  

主たる事務所の所在地 
〒０００－００００  

東京都千代田区丸の内＊丁目＊番＊号

主たる事業  ▼▼製造業  

細分類番号  ００００  

資本金  １億５，０００万円  

従業員数  １，５００名  

連絡先 

電話（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊  ） 

FAX（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊  ） 

メールアドレス *****@****.**.** 

 

(２) 管理関係事業者となる者 

 

特定事業者番号、特定連鎖化事業者番号、認定

管理統括事業者番号又は管理関係事業者番号
 ０００００００  

事業者の名称  ■■■■株式会社  

主たる事務所の所在地 
〒０００－００００  

東京都港区赤坂＊丁目＊番＊号  

主たる事業  ▼▼製造業  

細分類番号  ００００  

資本金  １億円  

従業員数  １，０００名  

連絡先 

電話（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊  ） 

FAX（＊＊－＊＊＊＊－＊＊＊＊  ） 

メールアドレス *****@****.**.** 

 

  

２. 認定管理統括事業者となる者と管理関係事業者となる者の関係

３. エネルギーの使用の合理化のための措置の一体的管理の概要

４. 認定管理統括事業者となる者及び管理関係事業者となる者が
設置している全ての工場等のエネルギーの使用量の合計量

５. エネルギーの使用量がエネルギーの使用の合理化等に関する
法律施行令第６条に定める数値以上の工場等の一覧

６. その他

備考 １　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
２　文字はかい書で、インキ、タイプによる印字等により明確に記入すること。
３　申請書冒頭の※印を付した欄には記入しないこと。
４　「主たる事業」及び「細分類番号」の欄には、当該工場等において行われる事

業について、日本標準産業分類の細分類に従い、分類の名称及び番号を記入
すること。

 

特定事業者番号、特定連鎖化事業者番号、認定

管理統括事業者番号又は管理関係事業者番号
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〒０００－００００  

神奈川県横浜市金沢区▲▲＊丁目＊番

＊号  

主たる事業  ▼▼製造業  

細分類番号  ００００  
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メールアドレス *****@****.**.** 

 

  

２. 認定管理統括事業者となる者と管理関係事業者となる者の関係 

●●●●株式会社は、■■■■株式会社と▲▲▲▲株式会社の株式の全てを

所有しており、●●●●株式会社の子会社に該当する。 

 

３. エネルギーの使用の合理化のための措置の一体的管理の概要 
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の使用の合理化の取組方針及びエネルギー管理の手法を共有して運用すると

ともに、月次で●●●●株式会社のエネルギー管理統括者が委員長を務める

環境技術委員会において、エネルギー使用の状況等について情報交換を行う

ことでエネルギー管理の一体性を確保している。  
 

 

４. 認定管理統括事業者となる者及び管理関係事業者となる者が設置している全ての工
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１５，０００原油換算kl

 

５. エネルギーの使用量がエネルギーの使用の合理化等に関する法律施行令第６条に定
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別添１，２　略

別添を含めた記入例は、『認定管理統括事業者に係る認定申請書　記入例』（以下URL）をご参照ください。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/

認定管理統括事業者に係る認定申請書　記入例
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1
参考

※１:	ガス会社からの使用量が“ｍ３（立法メート
ル）”で表示されている場合、“ｔ（トン）”に換算
する必要があります。換算係数は、ガス会社に
より異なりますので、ガス会社に確認の上、換
算します。不明な場合は、以下の数値を用いる
ことができます。

※２:	燃料に都市ガスを使用している場合は、その
他の燃料の欄に「都市ガス△△」（△△は、５
Ｃ、１３Ａ等）と記入します。換算係数は、ガス
会社により異なりますので、ガス会社に確認
の上、換算します。

※３：	小売り電事業者が維持し、及び運用する電線
路を介して供給された電気の買電量を記入し
ます。

※４：	夏期・冬期における電気需要平準化時間帯と
は、７月１日から９月３０日及び１２月１日から３
月３１日までの８～２２時までをいいます。

※５：	「（　）」は、昼間買電の内数であるため、「電
気」の「小計」で重複計上しないこと。

事業所の立地条件（所在地等）や施設の構成
（例えば、ホテルの場合ではシティホテルとビ
ジネスホテル、病院では総合病院と療養病院）
等によってエネルギーの使用量は異なります
が、一般的な目安として例示すると以下のとお
りです。

●小売店舗（延べ床面積）
　約３万㎡　程度
●オフィス・事務所（電力使用量）
　約６００万ｋＷｈ／年度　程度
●ホテル（客室数）
　３００～４００室　程度
●病院（病床数）
　５００～６００床　程度
●コンビニエンスストア（店舗数）
　３０～４０店舗　程度
●ファーストフード店（店舗数）
　２５店舗　程度
●ファミリーレストラン（店舗数）
　１５店舗　程度
●フィットネスクラブ（店舗数）
　８店舗　程度

❶　本社及び全ての工場、支店、営業所、店舗等で使用した燃料・熱・電気ごとの年度間の使用量を集計してください（電気・ガスにつ

いては、エネルギー供給事業者の毎月の検針票に示される使用量でも可能です）。

❷　❶の使用量に燃料、熱及び電気の換算係数を乗じて、各々の熱量「ＧＪ（ギガジュール）」を求めてください。

❸　❷を全て足し合わせて年度間の合計使用熱量「ＧＪ」を求めてください。

❹　❸の１年度間の合計使用熱量「ＧＪ」に、０．０２５８（原油換算係数［kℓ／ＧＪ］）を乗じて、１年度間のエネルギー使用量（原油換算

値）を求めてください。

以下の表に燃料使用量や電力使用量等を入力すれば、原油換算値が簡単に求められます。以下のＵＲＬのツール（xlsファイル）を御参照ください。
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/

プロパン １ｍ３ １／５０２［ｔ］

ブタン １ｍ３ １／３５５［ｔ］

１ｍ３ １／４５８［ｔ］
プロパン・
ブタンの混合

１年度間のエネルギー使用量
１,５００ ｋℓの目安

エネルギーの種類

原油

灯油

石油アスファルト

高炉ガス

揮発油（ガソリン）

Ａ重油

石油ガス

可燃性天然ガス

石炭

その他の燃料

電気事業者※３

その他

コールタール

産業用以外の蒸気

冷水

原油のうちコンデンセート（ＮＧＬ）

軽油

石油コークス

石炭コークス

転炉ガス

産業用蒸気

ナフサ

Ｂ・Ｃ重油

石油系炭化水素ガス

その他可燃性天然ガス

一般炭
無煙炭

液化石油ガス（ＬＰＧ）	※１

液化天然ガス（ＬＮＧ）

原料炭

都市ガス	△△※２

昼間買電

夜間買電
上記以外の買電
自家発電

夏期・冬期における
電気需要平準化
時間帯※４

コークス炉ガス

温水

小計①

合			計		GＪ　（③＝①+②）

前年度原油換算	kℓ	
原油換算		kℓ	

対前年度比（％）

小計②

燃
料
及
び
熱

電
気

kℓ ３８.２ GＪ/kℓ

ｔ ４０.９ GＪ/ｔ

ｔ

**

千kWh

kℓ ３６.７ GＪ/kℓ

ｔ ５４.６ GＪ/ｔ

GＪ/ｔ２９.４

２５.７ GＪ/ｔ

GＪ/千ｍ３

GJ/*

GJ/千kWh

３.４１

１.３６

９.９７

９.７６

０.０２５８

千ｍ３

GＪ

kℓ ３４.６ GＪ/kℓ

ｔ ５０.８ GＪ/ｔ

ｔ

GＪ

千kWh

kℓ ３９.１ GＪ/kℓ

ｔ

千ｍ３

千kWh

千kWh （					）※５（					）※５

単位

kℓ ４１.９ GＪ/kℓ

ｔ

*

千kWh

kℓ ３３.６ GＪ/kℓ

千ｍ３ ４４.９ GＪ/千ｍ３

２９.０ GＪ/ｔ

GＪ/千ｍ３

GＪ/千ｍ３

GJ/千kWh

２１.１

１.３６

千ｍ３

GＪ

kℓ ３５.３ GＪ/kℓ

ｔ ２９.９ GＪ/ｔ

ｔ

GＪ

千kWh

kℓ ３７.７ GＪ/kℓ

千ｍ３ ４３.５ GＪ/千ｍ３

GＪ/ｔ３７.３

１.０２

９.９７

２６.９ GＪ/ｔ

GＪ/千ｍ３

GJ/**

GJ/千kWh

kℓ/GJ

（換算係数）

GJ/千kWh

GJ/千kWh

８.４１

１.３６

９.２８

千ｍ３

GＪ

数値 熱量	GＪ 数値 単位
使用量

エネルギー使用量（原油換算値）簡易計算表
換算係数

　　　　の欄を入力すれば、　原油換算値　が計算されます。

エネルギー使用量の原油換算方法1
参考
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2
参考

テナントビルにおけるテナント専用部分は、オーナー側のみ、又はテナント側のみの努力だけでは省エネルギーにつながらない場合が多
くあります。省エネルギーの一層の推進のため、オーナー・テナント双方が協力してエネルギー管理を行ってください。
今般の省エネ法の改正に伴い、事業者は新たに電気需要平準化時間帯の電気使用量を報告することとなりますが、電気需要平準化
時間帯の電気使用量についても、これまでの運用と同様の報告範囲とし、また、これまでと同様の手法によって推計した電気使用量を
用いて報告することができます。

同一敷地内又は隣接した敷地に工場が設置されている場合がありますが、以下の条件を満たす場合、Ａ事業者がｂ１工場のエネルギー
使用量をまとめて報告※２	することもできます。

❶　両工場に地縁的一体性※３	が認められること。
❷　Ａ事業者の総エネルギー使用量が１，５００ｋℓ／年度以上であること。
❸　「Ａ事業者がｂ１工場の省エネ法上の義務を負うこと」についてＡ事業者、Ｂ事業者の両者が合意していること※４。
❹　前年度のａ２工場とｂ１工場のエネルギーの使用量の合計値が、第二種エネルギー管理指定工場等の裾切り値を上回る場合、Ａ

事業者はａ２工場にその合計値が該当する区分に応じた人数のエネルギー管理者、エネルギー管理員を選任すること。

テナントビルにおけるエネルギー管理の在り方

地縁的一体性を持った複数事業者の取扱い

テナントビルにおけるエネルギー使用量の報告のイメージ

●オーナーは、テナントがエネルギー管理権原※１を有している設備以外のエネルギー使用量を報告。
●テナントは、エネルギー管理権原の有無に関わらずテナント専用部に係る全てのエネルギー使用量（テナントがエネルギー管理
権原を有する設備、オーナーがエネルギー管理権原を有する空調・照明等）を報告。
●オーナーは、テナントに対し、テナント専用部のエネルギー使用量について可能な範囲で情報提供することが必要（判断基準に
も規定）。
●テナントは、実測値を報告することが困難な場合には、推計値で報告することも可能。
●推計値を算出する際の推計手法は、事業者がその状況に応じ、適切かつ合理的な手法を選択することが求められます。

※１	：エネルギー管理権原……設備の設置・更新権限を有し、エネルギー使用量を実測値として把握できること。

オーナーが報告するエネルギー使用量：「（ビル全体のエネルギー使用量）－③」＝１００－１０＝９０
テナントが報告するエネルギー使用量：「①＋②＋③」＝２５＋１５＋１０＝５０

条　　件

ビル全体のエネルギー使用量：１００

※２	：		Ａ事業者は、ｂ１工場の情報を定期報告書等で報告
するとともに、ｂ１工場のエネルギーの使用の合理
化に努めることが必要です。

※３	：	同一敷地内又は隣接した敷地に両工場が設置さ
れ、かつ、両工場にエネルギー管理上の結びつきが
あるもの。

※４	：	覚書等の書面をもって合意することが必要です。覚
書は国に提出する必要はありませんが、事業者両者
で保管しておく必要があります。

Ａ事業者 Ｂ事業者

ａ１工場

空調熱源
電力量計

ｂ２工場

ｂ１工場

ｂ３工場

ａ２工場

地縁的一体性あり

②テナント専用部の
照明用エネルギー：１５

テナントにおける
エネルギー使用量の

報告範囲

③テナント専用部の
ＯＡ機器等

エネルギー：１０

テナント専用部 電力量計

テナントが設置・
更新権原を有する設備

①テナント専用部の
空調エネルギー：２５

エネルギー使用量を把握する際の留意点2
参考
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予算（２０１９年度予算案）※２０１９年１月時点

税制
■省エネ再エネ高度化投資促進税制
省エネ法の特定事業者等であって一定の要件を満たす者が、省エネ設備を新たに取得等して事業の用に供した場合に、取得
価額の３０％の特別償却又は７％の税額控除（税額控除は中小企業等のみ）を措置する制度。

6 各種支援策

6

●予算（ 年度予算案）※2019年 月時点

■省エネルギー投資促進に向けた支援補助金
①省エネルギー設備への入替支援
②ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ ：ゼッチ）の実証支援
③ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ ：ゼブ）の実証支援
④次世代省エネ建材の実証支援

■中小企業等に対する省エネルギー診断事業費補助金
①省エネ診断事業・情報提供事業
②地域の省エネ推進事業

●税制
■省エネ再エネ高度化投資促進税制

省エネ法に基づき「連携省エネルギー計画」の認定を受けた事業者が、当該計画の実施に必要な設備（連携関連高度省エネル

ギー増進設備等）を導入する際に、税制優遇が受けられる。

省エネ法に基づく「事業者クラス分け評価制度」において、２年連続「Ｓ評価」となった特定事業者・特定連鎖化事業者（その加盟

者も含む。）が、省エネ法に基づき提出した「中長期計画書」に記載した対象設備（高度省エネルギー増進設備等）を導入する際

に、税制優遇が受けられる。

①連携省エネ投資の促進

②大規模な省エネ投資の促進
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お問合せ先

関係機関　窓口

●国土交通省 総合政策局 環境政策課

●国土交通省 住宅局 住宅生産課

ＴＥＬ：０３-５２５３-８２６３　（輸送に係る措置に関する問合せ）
ＴＥＬ：０３-５２５３-８２６９（不動産業、建設業関係に関する問合せ）

ＴＥＬ：０３-５２５３-８９４０（建築物省エネ法に関する問合せ）

経済産業省　窓口

省エネ法に関する情報は、以下のホームページでも掲載しています。

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づく温室効果ガス排出量の算定、報告、公表制度について
詳細は以下のＵＲＬをご参照ください。

●住宅・建築物に係る措置の詳細については、以下の建築物省エネ法のURLを御参照ください。（建築物省エネ法（国土交通省）のウェブサイト）

http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/summary/

http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/

http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/summary/pdf/140401_qa.pdf

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html

検索キーワード例 北海道　経産局　省エネ法 検索

検索キーワード 省エネ法 検索

発　行：２０１９年１月

●環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 ＴＥＬ：０３-５５２１-８２４９（温室効果ガス排出量の報告に関する問合せ）

●一般財団法人 省エネルギーセンター ＴＥＬ：０３-５４３９-９７１０

電話番号 担当地域

北海道経済産業局　エネルギー対策課 TEL:０１１-７０９-１７５３ 北海道

東北経済産業局　エネルギー対策課 TEL:０２２-２２１-４９３２ 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

関東経済産業局　省エネルギー対策課 TEL:０４８-６００-０３６２ 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、
新潟、山梨、長野、静岡

中部経済産業局　エネルギー対策課 TEL:０５２-９５１-２７７５ 富山、石川、岐阜、愛知、三重

近畿経済産業局　エネルギー対策課 TEL:０６-６９６６-６０４３ 福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

中国経済産業局　エネルギー対策課 TEL:０８２-２２４-５７４１ 鳥取、島根、岡山、広島、山口

四国経済産業局　エネルギー対策課 TEL:０８７-８１１-８５３５ 徳島、香川、愛媛、高知

九州経済産業局　エネルギー対策課 TEL:０９２-４８２-５４７４ 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

沖縄総合事務局　経済産業部
エネルギー対策課 TEL:０９８-８６６-１７５９ 沖縄

資源エネルギー庁　省エネルギー課 TEL:０３-３５０１-９７２６

産業技術環境局　環境政策課
環境経済室 TEL:０３-３５０１-１６７９ （温室効果ガス排出量の報告に関する問合せ）
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